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平成２２年 

第４回宿毛市議会定例会会議録第１号 

 

１ 議事日程 

    第１日（平成２２年１２月８日 水曜日） 

午前１０時 開議 

   第１ 会議録署名議員の指名 

   第２ 会期の決定 

    ○ 諸般の報告 

   第３ 平成２１年度宿毛市一般会計及び各特別会計並びに水道事業会計決算認定につい 

      て 

   第４ 宿毛市議会改革調査特別委員会最終報告 

   第５ 議案第１号から議案第１７号まで 

      議案第 １号 平成２２年度宿毛市一般会計補正予算について 

      議案第 ２号 平成２２年度宿毛市国民健康保険事業特別会計補正予算について 

      議案第 ３号 平成２２年度宿毛市へき地診療事業特別会計補正予算について 

      議案第 ４号 平成２２年度宿毛市定期船事業特別会計補正予算について 

      議案第 ５号 平成２２年度宿毛市特別養護老人ホーム特別会計補正予算につい 

             て 

      議案第 ６号 平成２２年度宿毛市学校給食事業特別会計補正予算について 

      議案第 ７号 平成２２年度宿毛市下水道事業特別会計補正予算について 

      議案第 ８号 平成２２年度宿毛市介護保険事業特別会計補正予算について 

      議案第 ９号 平成２２年度宿毛市土地区画整理事業特別会計補正予算について 

      議案第１０号 高知西南中核工業団地への工業等導入における固定資産税の課税 

             免除に関する条例の制定について 

      議案第１１号 宿毛市公園条例の一部を改正する条例について 

      議案第１２号 宿毛市生活改善センターの設置及び管理に関する条例を廃止する 

             条例について 

      議案第１３号 幡多広域市町村圏事務組合で共同処理する事務の変更及び幡多広 

             域市町村圏事務組合規約の一部を改正する規約について 

      議案第１４号 指定管理者の指定について 

      議案第１５号 指定管理者の指定について 

      議案第１６号 宿毛湾港港湾区域内の公有水面埋立てについて 

      議案第１７号 沖の島漁港区域内の公有水面埋立てについて 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

２ 本日の会議に付した事件 

   日程第１ 会議録署名議員の指名 
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   日程第２ 会期の決定 

   日程第３ 平成２１年度宿毛市一般会計及び各特別会計並びに水道事業会計決算認定に 

        ついて 

   日程第４ 宿毛市議会改革調査特別委員会最終報告 

   日程第５ 議案第１号から議案第１７号まで 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

３ 出席議員（１５名） 

   １番 今 城 誠 司 君     ２番 岡 﨑 利 久 君 

   ３番 野々下 昌 文 君     ４番 松 浦 英 夫 君 

   ５番 浅 木   敏 君     ６番 中 平 富 宏 君 

   ７番 有 田 都 子 君     ８番 浦 尻 和 伸 君 

   ９番 寺 田 公 一 君    １０番 宮 本 有 二 君 

  １１番 濵 田 陸 紀 君    １２番 西 郷 典 生 君 

  １４番 中 川   貢 君    １５番 西 村 六 男 君 

  １６番 岡 崎   求 君 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

４ 欠席議員 

   な  し 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

５ 事務局職員出席者 

   事 務 局 長        岩 本 昌 彦 君 

   次長兼調査係長  朝比奈 淳 司 君 

   議 事 係 長        岩 村 研 治 君 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

６ 出席要求による出席者 

   市 長  中 西 清 二 君 

   副 市 長  岡 本 公 文 君 

   企 画 課 長  岡 崎 匡 介 君 

   総 務 課 長        弘 瀬 徳 宏 君 

   市 民 課 長  滝 本   節 君 

   税 務 課 長  山 下 哲 郎 君 

   会計管理者兼 

   会 計 課 長 
小 島 秀 夫 君 

   保健介護課長  三 本 義 男 君 

   環 境 課 長        岩 本 克 記 君 

   人権推進課長  乾     均 君 

   産業振興課長  頼 田 達 彦 君 
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   商工観光課長  津 野 元 三 君 

   建 設 課 長  安 澤 伸 一 君 

   福祉事務所長  沢 田 清 隆 君 

   水 道 課 長  豊 島 裕 一 君 

   教 育 委 員 長  松 田 典 夫 君 

   教 育 長        岡 松   泰 君 

   教 育 次 長 兼       

   学校教育課長 
出 口 君 男 君 

   生涯学習課長 

   兼 宿 毛 文 教       

   センター所長 

金 増 信 幸 君 

   学 校 給 食       

   センター所長 
岡 村 好 知 君 

   千 寿 園 長        村 中   純 君 

   農 業 委 員 会 

   事 務 局 長 
小 野 正 二 君 

   選挙管理委員 

   会 事 務 局 長 
島 内 千 尋 君 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午前１０時２０分 開会 

○議長（寺田公一君） これより平成２２年第

４回宿毛市議会定例会を開会いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 日程第１「会議録署名議員の指名」を行いま

す。 

 会議録署名議員は、会議規則第８１条の規定

により、議長において今城誠司君及び岡﨑利久

君を指名いたします。 

 日程第２「会期の決定」を議題といたします。 

 この際、議会運営委員長の報告を求めます。 

 議会運営委員長。 

○議会運営委員長（岡崎 求君） 議会運営委

員長。 

 ただいま議題となっております今期定例会の

会期につきましては、議長の要請により、去る

１２月６日、議会運営委員会を開きまして、今

期定例会に提案予定の案件等を勘案のうえ、慎

重に審査しました結果、本日から１２月２０日

までの１３日間とすることに、全会一致をもっ

て決定いたしました。 

 以上、報告いたします。 

○議長（寺田公一君） お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は、委員長報告のとおり、

本日から１２月２０日までの１３日間といたし

たいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、今期定例会の会期は、本日から１２

月２０日までの１３日間と決定いたしました。 

 この際、諸般の報告をいたします。 

 閉会中の議員派遣については、お手元に文書

を配付いたしておりますので、これにより御了

承願います。 

 本日までに、陳情２件を受理いたしました。

よって、お手元に配付してあります陳情文書表

のとおり、所管の常任委員会に付託いたします。 

 会議規則第６２条第２項の規定により、一般

質問の通告期限を、本日午後５時と定めますの

で、質問者は期間内にその要旨を文書で通告し

てください。 

 なお、事務的な報告につきましては、お手元

に配付いたしました事務報告書のとおりであり

ます。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

 日程第３「平成２１年度宿毛市一般会計及び

各特別会計並びに水道事業会計決算認定につい

て」を議題といたします。 

 本決算は、平成２２年第３回定例会において

「決算特別委員会」に付託し、閉会中の継続審

査となっておりますので、この際、委員長の報

告を求めます。 

 決算特別委員長。 

○決算特別委員長（西村六男君） おはようご

ざいます。決算特別委員長、報告を行います。 

 平成２２年第３回宿毛市議会定例会において、

決算特別委員会が設置され、閉会中の継続審査

として本委員会に付託された平成２１年度宿毛

市一般会計及び各特別会計、並びに水道事業会

計の決算認定について、審査を終了いたしまし

たので、宿毛市議会会議規則第１０３条の規定

により、ただいまから御報告いたします。 

 審査の方針といたしまして、平成２１年度各

会計の決算審査については、監査委員から提出

されました各会計決算及び基金運用状況、審査

意見書を参考にしながら、予算が議会議決に従

って適法かつ合理的、効果的に執行されている

か、財政の健全化並びに財産の適正管理に十分

留意をされているか。しかも、期待された行政

効果をあげ、いかに市民福祉の向上に寄与した

かという点から審査をし、これからの予算審議

に活用するためといたしました。 
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 構成委員といたしましては、岡﨑利久君、今

城誠司君、野々下昌文君、松浦英夫君、浅木 

敏君、有田都子さん、浦尻和伸君、そして西村、

８名でございます。 

 審査対象といたしましては、平成２１年度宿

毛市一般会計歳入歳出決算、国民健康保険事業、

へき地診療事業、定期船事業、特別養護老人ホ

ーム、老人保健特別会計、学校給食事業、下水

道事業、国民宿舎運営事業、幡多西部介護認定

審査会特別会計、介護保険事業、土地区画整理

事業、後期高齢者医療特別会計、水道事業、以

上の１４議案であります。 

 審査日程は、９月１７日から１０月１２日ま

での６日間を審査に当たりました。 

 審査に当たっては、各課長、担当者ともに、

それぞれ真摯に説明をしていただき、また、各

委員には大変御熱心に審査いただいたことを、

ここに厚く感謝申し上げます。 

 まず、結論を申し上げます。審査結果。 

 各会計における予算は、適法かつ合理的、効

果的に執行されており、平成２１年度宿毛市一

般会計及び各特別会計並びに水道事業会計決算

については、全会一致で認定するものと決しま

した。 

 なお、以下、詳細な数字等は、お手元に配付

しております資料を御参照していただきたいと

思います。 

 また、委員会審査の中で指摘し、今後の財政

運営上、改善または検討を要するものといたし

まして、付記した数項目の中から、一部を御参

考までに御報告いたします。 

 まず、財政の概要でございます。 

 普通会計における実質収支は、地域活性化臨

時交付金や、地方交付税の増加により、２億３，

５５７万９，０００円の黒字決算となっていま

すが、依然として厳しい財政状況は継続してい

ると考えられます。 

 自治体財政再建法により、１９年度決算から

公表が義務づけられました財政診断４指標によ

る本市の財政状況は、実質赤字比率、連結実質

赤字比率ともに黒字であり、実質公債費比率は

２０．２％、将来負担比率は１６９．６％とな

っており、ともに健全団体の数値内となってい

ます。 

 しかし、実質公債費比率は高い数値で推移し

ており、収支比率については、９０．５％と依

然として健全化ラインといわれる７５％を上回

っております。 

 本市の経済状況は、政府の公共事業抑制によ

り、地域雇用の受け皿となっている建設事業者

は大きな打撃を受けているほか、魚価の低迷な

ど、一次産業の状況も思わしくなく、また、出

生率の低下や、雇用環境の厳しさを反映した人

口流出により、本市の人口は、残念ながら本年

９月、ついに２万３，０００人を割り込むこと

となっております。 

 このような状況は、地域の需要をますます減

少させ、今後の景気をさらに停滞させるものと

思われます。 

 本市としても、一次産業を中心とした地域振

興策を相次いで打ち出していますが、今後は、

一連の事業を軌道に乗せ、本市経済の地域活性

化を図ることが喫緊の課題であります。 

 本市の財政は、収支の増加が期待できない中

で、今後とも非常に厳しい運営が続くことが予

想されますが、無駄な支出を排除し、外部委託

の適切な実施など、さらなる行政改革を推進す

るとともに、未収金の回収や普通財産の有効活

用など、一層の財政健全化に努めるべきであり

ます。 

 次に、７ページの収入の状況を御説明いたし

ます。 

 平成２１年度においても、一般会計、特別会

計、水道事業会計で、過年度７億３，６６２万
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８，０００円の収入未済金ができてます。これ

は、７億３，６６２万８，０００円が、宿毛市

全体の収入未済額でございます。 

 市税、国保税については、差し押さえの強化

や、夜間訪問徴収、特別徴収義務者の指定、幡

多広域租税債権管理機構へ回収困難な案件の徴

収の移管など、徴収率向上に取り組みの効果が

あり、徴収率の向上や収入未済額の減少など、

一定の効果が見られますが、依然として県内で

は、残念ながら最低のレベルの徴収率でござい

ます。 

 各担当課においては、種々努力し、必死の取

り組みは認められますが、児童福祉費負担金、

都市計画使用料、奨学資金貸付金は、未収金が

増加しております。収入未済金の増加は、財政

運営に及ぼす影響はもとより、税の公平負担の

原則、並びに受益者の不均衡を招くなど、憂慮

すべき問題であります。 

 昨今の不況による経済的な苦境に配慮する必

要はありますが、今後も納税者に対する適切な

納付指導や、関係法令、条例等に基づく適正な

対処を実施することにより、未収金の早期解消

を図るとともに、財源の確保、効果的な財政の

運営と、さらなる財政の健全化を求めます。 

 次いで、一般会計について申し上げます。 

 一般会計歳入決算額は、１１６億８，４６１

万４，０００円で、地域活性化臨時交付金や、

地方交付税の増加等により、前年度より２０億

５，９９４万７，０００円の増額となっており

ます。 

 歳出決算額についても、１１４億２，６２４

万２，０００円と、建設事業の増加により、前

年より１８億９，９０４万２，０００円の増額

となっております。 

 翌年度繰越財源を差し引いた実質収支は、２

億３，６６７万８，０００円の黒字であります

が、依然として厳しい財政状況の中で、今まで

以上に効率的、かつ効果的な行財政運営の執行

を期待いたします。 

 なお、特記すべき事項は次のとおりでありま

す。 

 普通財産の活用について。 

 本委員会においては、本市保有の普通財産の

状況について、現地視察を行い、実態の把握に

努めたところであります。 

 普通財産の目的は、その経済的価値を活用し、

間接的に地方公共団体の行政に貢献されること

にあります。 

 本市の財政が極めて厳しい状況にある中、土

地、公有林等の売却を積極的に進めることはも

とより、土地家屋貸付料を適正に設定する中で、

保有資産の活用に努め、少しでも本市財政に寄

与するように努められたい。 

 ２番といたしまして、咸陽島公園魅力回復事

業及び太公望自然体験事業について申し述べま

すと、本事業に関しましては、本年６月の定例

会においても、その関連予算について、事業の

全体像の早急な提示を求める付帯決議を、全会

一致で可決したところであります。 

 今年度決算審査においても、改めて本事業の

計画がずさんである旨の厳しい意見が出たとこ

ろでありますが、今後、早急に事業の全体計画

を煮詰め、関連施設を効果的に活用することで、

市民への憩いの場の提供と、観光振興の拠点づ

くりという、本事業の所期の目的を達成するよ

う、最大限の協力を求めます。 

 なお、咸陽島公園の利活用については、現地

へのアクセスが改善されることが必要不可欠な

要素となっております。ついては、現在、事業

継続中の市道大島中央線の一日も早い完成を求

めるものでございます。 

 次に、学校編成の着実な実施について。 

 平成２１年度において、田の浦小学校と小筑

紫小学校の合併に伴う小学校改築工事費が計上
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されていますが、本年５月に教育委員会より新

たな学校再編計画が示され、現在、各地域への

説明が順次、行われるところであります。 

 懸案であった栄喜小学校の統合については、

保護者、地域の理解のもとに、来年度より小筑

紫小学校に統合することとなり、このことは、

教育委員会の努力が実を結んだものとして、一

定評価するところでありますが、しかし、前回

の統合計画が住民の理解を十分に得られないま

ま、変更に至った事実は、教育委員会としても

真摯に反省し、今後は保護者、地域との対話を

深め、現計画への十分な理解を求める中で、学

校再編を着実に進められるよう求めます。 

 次に、特別会計について、二、三申し上げま

す。 

 国民健康保険事業特別会計でございますが、

国民健康保険税収入額は６億１，５７８万９，

０００円で、前年度より１，４３２万２，００

０円の減額であり、収納率は６９．５８％で、

０．９４％高くなっております。 

 長引く景気低迷により、徴収環境が厳しさを

増す中、昼間・夜間の訪問徴収の強化や、幡多

広域管理機構への移管による徴収などにより、

収納率の向上が見られます。 

 なお２０年度より開始された特定健康診断に

ついては、受診率２３．４％と、昨年と比較し

て０．３ポイント上昇しておりますが、本市の

目標であります３０％を下回っております。今

後は、受診率のさらなる向上を図り、市民の健

康維持・疾患予防対策に努められていただきた

いと思います。 

 次、１２ページ。 

 特別養護老人ホーム特別会計でございます。 

 前年度の歳入歳出差額は、特別養護老人ホー

ム事業基金から、繰入金によって収支均衡決算

となっておりますが、今年度、基金も底をつき、

一般会計からの繰り入れが発生しております。 

 本年度の繰り入れは、１，１７９万９，００

０円でございました。 

 平成２１年度から元金の償還も始まり、平成

３６年度までの多額の借入金の償還も行わなき

ゃならず、今後、長期的にわたり、厳しい運営

が余儀なくされるものと思われます。 

 厳しい経営状態ではあるが、今後はショート

ステイの利用率の向上、入居者交代に要する時

間短縮による空室率の低下など、収益率向上の

取り組みを図るとともに、一層の経費節減を図

り、管理の安定化に努めたい。また、限られた

職員数ではありますが、入居者に対するきめ細

かなサービスの提供に最大限努力し、老人福祉

の向上に図られたい。 

 続きまして、学校給食事業特別会計。 

 昨年度に引き続き、赤字決算となっているが、

収入未済額は３１６万２，０００円と、前年に

比べて４７万１，０００円増加しております。

未収金の背景には、厳しい経済状況があると思

われますが、負担の公平性から家庭の状況を十

分に配慮しつつ、滞納世帯の状況について、十

分把握した上で、収納に万全を期されたい。 

 平成２２年度より、調理部門の民間委託が実

施されたが、委託先との連携、情報交換を密接

に行い、円滑な事業実施に留意されたい。 

 また、食育の推進と、地産地消に向けた取り

組みを積極的に展開し、今後も安全、安心な給

食の提供に努められたい。 

 下水道事業でございます。 

 公共下水道事業及び集落排水事業の未収額は

２３６万３，０００円で、前年度より２１万９，

０００円増加しております。受益者負担収入の

未済額は、２，１４０万６，０００円で、前年

度より９１万４，０００円減少しておりますが、

収納率は４４．７５％と、反対に低下しており

ます。 

 公共下水道事業及び集落排水事業の加入率は、
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５３．０５％と、前年に比べて２．０１％上昇

しておりますが、目標値であります良好な事業

に必要とされる加入率７０％とは、依然として

大きな開きがあります。受益者の負担の公平を

損なわないための徴収率の向上を一層図られた

いと思います。 

 また、環境衛生面から、公共下水道の必要性

やくみ取り便所から水洗便所へ改造する場合の

奨励金及び利子補給制度などについて、積極的

な広報に努める中、平成２１年度に緊急雇用創

出臨時特例基金を活用して実施した水洗化促進

対策事業の成果を活用し、加入促進に向けてい

ただきたいと思います。 

 ちなみに、昨年度の加入率を申し上げますと、

公共下水道の加入は、新たに入った方が７１件、

農業排水に新たに加わった方が２件、漁業集落

排水に加わった方が４件で、３事業合わせて、

昨年度は７７件の新規加入となっております。 

 次に、国民宿舎運営事業特別会計でございま

す。 

 現在、国民宿舎「椰子」の管理は、指定管理

者に委託しているため、本会計は施設建築にか

かわる起債償還と、一定規模の施設修繕が主た

る役割になっています。 

 本委員会においては、施設管理状況について、

現地視察等を行い、実態を把握したところであ

りますが、当該施設の一部でありますサンセッ

トヒルについて、長年にわたり適切な管理がな

されていない。 

 今後は、契約内容を履行し、適切に管理され

るよう、改善を求めたい。 

 また、地元産の新鮮な食材の使用による地産

地消の推進や、顧客に対するきめ細かなサービ

スの提供に、本市の中核的宿泊施設としての役

割を十分に果たすことを期待いたします。 

 起債償還は、平成２７年度まで続き、多額の

一般会計繰出金を継続していく必要があり、今

後も適切な会計管理を求めたいと思います。 

 次に、介護保険事業でございますが、平成２

１年度の収入未済額は１，３７６万９，０００

円と、前年度より７６万６，０００円増加し、

不納欠損額は５５８万５，０００円となってお

ります。 

 長引く景気低迷により、厳しい生活実態に配

慮する必要がありますが、安定した制度の維持、

運営を図るため、負担の公平性を損なうことが

ないように収納に努めるとともに、過剰サービ

スや不正請求が行われることがないよう、事業

所への指導に万全を期されたい。 

 また、高齢化が進む中、ますます重要な役割

を担う介護保険制度であり、利用者のニーズに

あわせた、適切かつ弾力的なサービスの提供に

努められたい。 

 土地区画整理事業でございますが、厳しい社

会情勢を背景として、全国的にも地価の下落が

顕著であり、当市においても、同様の状況が続

くものと考えられます。 

 厳しい状況ではありますが、早期の保留地処

分に最善の努力を図り、市街地の活性化並びに

活力あるまちづくりの推進に努めたいと思いま

す。 

 次に、水道事業会計。 

 平成２０年度をもって簡易水道事業特別会計

を廃止し、本会計と統合したため、前年度との

比較は、両会計の合計した数字といたします。 

 収入未済額は１，９０２万円となっており、

前年度より１１５万６，０００円減少しており、

不納欠損額は１５万円と、前年より減少してお

ります。 

 水道料金の収納は、企業経営の基本であり、

受益者の公平の原則を損なわないためにも、徴

収率の向上には一層の努力を図られたい。 

 有収率は、小筑紫地区の漏水の影響等により、

前年度より５．０％減の７４％となっておりま
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すが、今後、このような事態を招かないよう、

老朽化した施設の改修を計画的に行い、漏水対

策について、万全を期されたい。 

 今後は、水道事業等の衛生管理を徹底され、

安全かつ安定した飲料水の供給を図るとともに、

健全な事業運営を期待いたします。 

 以上、要点のみではございますが、報告とい

たします。 

○議長（寺田公一君） 以上で、委員長の報告

を終わります。 

 ただいまの委員長報告に対する質疑に入りま

す。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 これより、平成２１年度宿毛市一般会計及び

各特別会計並びに水道事業会計決算認定につい

て、討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 これより、平成２１年度宿毛市一般会計及び

各特別会計並びに水道事業会計決算認定につい

てを採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は、認定すべき

であるとするものであります。 

 本決算は、委員長報告のとおり認定すること

に賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛 成 者 起 立） 

○議長（寺田公一君） 全員起立であります。 

 よって、「平成２１年度宿毛市一般会計及び

各特別会計並びに水道事業会計決算」は、委員

長報告のとおり認定することに決しました。 

 日程第４「宿毛市議会改革調査特別委員会の

最終報告」を議題といたします。 

 宿毛市議会改革調査特別委員会に付託し、閉

会中の継続調査となっている本件について、委

員長の報告を求めます。 

 宿毛市議会改革調査特別委員長。 

○宿毛市議会改革調査特別委員長（今城誠司

君） 議会改革調査特別委員長、本委員会に付

託され、閉会中の継続調査となっております宿

毛市議会の改革にかかわる調査について、調査

の経過概要及び結果を報告いたします。 

 本年度第１回定例会において設置されました

本委員会は、議会改革にかかわる調査について。 

 １、議員定数と報酬について。 

 ２、議事運営の見直しについて。 

 ３、議会機能の強化について。 

 ４、開かれた議会について。 

以上、４つの調査項目を決定し、１４回にわた

り委員会を開催し、議論、協議を積み重ねてま

いりました。その調査結果について、報告いた

します。 

 （１）議員定数と報酬について。 

 １、議員定数は現行定数の１６名を維持。 

 本市議会においては、平成１５年、平成１９

年の改選時に各２名ずつ定数を削減してきた経

過があり、議員一人当たりの人口や面積は、他

の類似規模の団体の平均値を上回っている水準

となっている点。 

 本市の財政は、大変厳しい状況にあり、行政

改革の推進に関して、議員定数の削減が一定の

経費節減効果につながることは事実であるが、

本市一般会計に占める議会費の割合は、平成２

２年度当初予算ベースでわずかに１．２％であ

り、行革面での効果は限定的である点。 

 その一方で、定数削減は各界、各世代、各地

域など、広く市民の声を行政に反映させにくく

するほか、多様な職歴、経歴を背景にしたさま

ざまな分野に精通した議員からの政策提言、監

視機能が弱体化するなど、議会機能の低下につ
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ながる点。 

 また、現在、進められている地方分権に向け

た取り組みを考慮すると、本市の業務範囲や財

政面での裁量権は、今後ますます拡大すること

が予想され、定数削減による議会機能低下は、

市政運営に好ましくない影響を及ぼすことが予

想されるなどのマイナス面がある点。 

 以上のような要素を勘案の上、本委員会とし

て、本市の適切な議員定数について、熱心に議

論した結果、全会一致をもって、現行定数の１

６名を維持するべきことを提言するものである。 

 ２、議員報酬は現行から５，０００円引き下

げ。 

 各地で議員報酬削減の動きが相次いでいるが、

これは厳しい財政状況を背景にしているだけで

はなく、住民からの相次ぐ議員批判の声を反映

した結果であり、このことは、我々議員一同、

真摯に反省すべきところである。 

 議員報酬削減を求める声が上がる理由の一つ

として、その職務内容に比べて報酬が高過ぎる

との認識があるのではないかと推測するが、 

ア、議員の仕事は会期中だけに限らず、市民相

談への対応や、政務にかかわる調査研究、議案

質疑、一般質問の準備など、日常的な業務が数

多く存在すること。 

イ、政務調査費の給付はあるものの、会派単位

での使途に限定されているため、議員個人の日

常的な活動に要する経費は、すべて議員報酬で

賄わなければならないこと。 

ウ、議員年金については、現在、廃止の方向で

検討が進められているが、今のところ、報酬の

１６％を年金掛金として、強制的に差し引かれ

ていること。 

エ、地方に権限が移行するに伴い、議員の活動

は専業的な傾向を強めており、その負担は今後

ますます増加していくことが予想されることな

どを配慮しなければならない。 

 また、議員報酬の削減は、議員という仕事の

魅力を低下させ、 

ア、新たに議員を志す人が減り、議会の新陳代

謝と活性化が図れなくなること。 

イ、議員の年齢層や職種の固定化を招き、多様

な声が議会に反映をされにくくなることなどの

弊害が出ることが懸念される。 

 議員は、住民の負託にこたえるため、全力で

その職責に当たらなければならないことは言う

までもないが、報酬の算定には、先に述べた要

素を踏まえた冷静な論議が必要であると考える。 

 本委員会としても、適切な議員報酬額につい

て、熱心に議論してきたところであるが、議員

としての職責と、活動に見合った報酬額につい

て、その明確な積算根拠を示すことは困難をき

わめた。 

 そのため、全国の類似規模団体の平均値３１

万１，７００円を参考数値としたほか、本市の

厳しい経済状況を考慮した結果、全会一致をも

って、現行議員報酬を５，０００円減額すべき

ことを提言するものである。 

 ２、議会運営の見直しについて。 

 本市議会は、宿毛市議会会議規則はもとより、

長年にわたる議会活動の積み重ねによる申し合

わせや先例などにより、議会運営を行ってきた

ところであるが、議会活動のさらなる充実のた

めには、これまでの慣習に流されることなく、

新たな取り組みに向けての努力を怠ってはなら

ない。 

 そのため、本委員会では、議会運営のあり方

について、議会活動を通じて感じた問題意識を

もとに、熱心な討議を行い、以下の取り組みを

行うことを、全会一致で決定した。 

 １、一問一答方式の選択的導入。 

 現在、本市議会における一般質問は、一括質

問方式を採用しているが、この方式は、質問と

答弁の時間的距離が長いため、議論がわかりに
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くくなることや、答弁漏れの可能性があるなど

の弊害がある。 

 よって、今後、本市議会が市民にわかりやす

い議論を展開するためには、必要に応じて一問

一答方式を選択できる仕組みを導入することを

提言するものである。 

 ２、委員会の重複開催の原則禁止。 

 本市議会の会期は、提案議案や一般質問者数

等を勘案の上、議会運営委員会の審議を経て、

議会初日で決定しているところであるが、効率

的な議事運営を行うため、委員会審査は当初の

日程から変更して行われることが多く、常任委

員会は通常、同時に開催されている現状である。 

 しかしながら、平成１８年の地方自治法の改

正により、議員が複数の常任委員会に所属する

ことが可能となった点、また、議案可否の意思

決定の参考として、常任委員会の審査過程を所

属外の議員が傍聴できる環境が必要である点、

さらに、一般市民による委員会の傍聴を促進す

るとともに、執行部にとっても、業務予定を立

てやすくなるメリットがある点。 

 本委員会として、以上のような要素を勘案の

上、協議した結果、原則として委員会の重複開

催を行わないよう、提言するものである。 

 ３、議会機能の強化について。 

 本市議会においては、議会招集告示日に、あ

らかじめ議案書の提出を受け、議案審査に一定

の時間的な余裕を設けているほか、市長による

詳細な提案理由の説明も受けているが、特に予

算審査に関して、効率的な審議を行い、単なる

数字の確認でなく、事業の目的や効果について

の踏み込んだ議論を行う必要があると考えてい

る。 

 そのため、本委員会として、下記の取り組み

を提言することを、全会一致をもって決定した。 

 １、予算決算常任委員会の設置。 

 現在、本市議会においては、予算議案を正式

に付託することなく、各常任委員会において、

分割審査を行っている。 

 これは、多岐にわたる予算議案を一つの常任

委員会で審査することは負担が大きく、効率的

な審議が難しいこと。また、議案一体の原則に

より、一つの議案を複数の委員会に分割して付

託することができないことによる苦肉の策であ

るが、予算審査を正式に議会活動に反映させる

ためには、予算議案を正式に付託するための受

け皿が必要であると感じているところである。 

 また、予算審査から決算審査までを一貫して

審議し、ＰＤＣＡサイクル、計画、実施、評価、

改善を確立するためには、予算と決算を同一の

委員会で審査することが望ましいとの認識から、

本委員会として、予算決算常任委員会の設置を

提言するものである。 

 ２、予算審査資料の充実。 

 予算案件は、行政事務の中でも、特に専門性

が高く、行政事務関係者以外は、十分な理解が

難しいものである。 

 現在、議案の別冊資料として、予算の事項別

明細書が提出されているが、これだけで事業の

目的、概要を理解することは不可能であり、質

疑や委員会審査では、ともすれば事業の積算根

拠や概要を問うことにとどまり、限られた会期

の中では、予算の必要性、有効性に踏み込んだ

議論が難しい状況にある。 

 議会の役割を十分に果たすためには、議案の

補足説明資料の充実は不可欠であり、本委員会

としては、より詳細な説明、補足説明資料の提

出を求めることを提言するものである。 

 ４、開かれた議会づくりについて。 

 現在、議会情報は定期的に発行される議会だ

よりや、ホームページで発信しているほか、ケ

ーブルテレビによる本議会の生中継や、インタ

ーネットを通じた過去の画像配信などにより、

市民が議会活動に接するための環境は、一定、
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整えられているが、今求められているのは、一

方的な情報の提供ではなく、双方向で市民と対

話する機会ではないかと考える。 

 また、市民との意見交換会を通じて、議会制

度の仕組みや、議会と首長の権限の違い、さら

には費用弁償などの議会経費の内容や、使途が

正しく理解されていない面があることを痛感し

たところであり、本委員会として、下記の取り

組みを提言することを、全会一致をもって決定

した。 

 １、住民との意見交換会の検討。 

 もとより、議員は民意の代弁者であり、議員

個々人は、日常的な市民との対話を通じて、市

政の課題を把握する努力を行っていることは言

うまでもないが、議会が組織として、住民に接

することは、本市議会では、これまで行われて

いなかった。 

 本委員会としては、議会改革に向けた調査研

究のため、地区長連合会役員や、各界の代表者

と意見交換会を行い、議会活動について、実り

のある議論を行うことができた。 

 このような経験を通じて、議員一同、市民と

の対話を行う必要性を痛感したところであるが、

一方、いかなる内容、形式で行うことが、最も

効果的であるかについては、なお調査の必要性

があると考えている。 

 よって、本市議会においても、実効性のある

意見交換会を行うための検討を、早期に行うよ

う提言するものである。 

 ２、政務調査費収支報告書への領収書添付の

義務づけ。 

 政務調査費に関しては、その使途などについ

て、以前からマスコミ等により、批判的な目を

向けられてきた経過があるが、本市議会の政務

調査費については、規則上、規定はないものの、

各会派とも自主的に領収書の受領に努めてきた。 

 そのため、今後は、その使途を明確にするた

め、関係規則を改正し、政務調査費収支報告書

への領収書添付を義務づけることを提言するも

のである。 

 ５、その他について。 

 本委員会に付議された事件ではないが、関連

の議論の中で提起された問題について、以下の

点を報告する。 

１、議会基本条例の制定について。 

 議会基本条例の目的は、議会本来の役割を明

確にするために、議会の基本ルールを定めたも

のである。 

 本委員会の調査はこれで終了するが、議会改

革を短期的なものに終わらせることなく、長期

的な視点で議会活動を活性化させ、住民からの

理解を得るために、議会基本条例を策定するこ

とが不可欠である。 

 よって、本市議会においても、議会基本条例

制定に向けての取り組みを提言するものである。 

 本委員会は、設置以来、鋭意、積極的に調査

研究を進めてまいりました。今回の検討結果を

踏まえ、早期に具体的な取り組みが行われると

ともに、引き続き、議会改革へ向けた不断の取

り組みが行われることを切望するものでありま

す。 

 議員各位の御理解をお願い申し上げ、本委員

会の最終報告といたします。 

○議長（寺田公一君） 以上で、委員長の報告

を終わります。 

 ただいまの委員長報告に対する質疑に入りま

す。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 これより、討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 
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○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本件は、委員長報告のとおり承認することに

御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本件は委員長報告のとおり承認する

ことに決しました。 

 日程第５「議案第１号から議案第１７号ま

で」の１７議案を一括議題といたします。 

 この際、提案理由の説明を求めます。 

 市長。 

○市長（中西清二君） 市長。 

 本日は、平成２２年第４回の宿毛市議会定例

会に御参集いただきまして、まことにありがと

うございます。 

 ただいま、平成２１年度の一般会計及び各特

別会計並びに水道事業会計の決算を御認定いた

だきました。まことにありがとうございます。 

 審査報告書の御指摘はもとよりではございま

すが、審査の過程におきまして御指摘をいただ

きました点につきましては、今後、さらに検討

を重ねて、これからの市政運営に反映させてま

いりたいと、このように思います。 

 それでは、議案につきまして、提案理由の説

明をいたします。 

 議案第１号は、平成２２年度宿毛市一般会計

補正予算でございます。 

 総額で１億６，３３０万１，０００円を増額

しようとするものでございます。 

 歳入で増額する主なものは、国庫からの支出

金が、４，０９２万６，０００円、県からの支

出金が、３，８６２万２，０００円、市債が、

６，９７１万５，０００円でございます。 

 一方、歳出につきましては、人事院勧告等に

伴う人件費の増減調整のほか、増額する主なも

のを申し上げます。 

 総務費で、津波浸水地域のうち、福良地区へ

防災行政無線施設を新たに整備するため、電波

調査委託料として３９万５，０００円、及び防

災行政無線屋外子局設置工事費として４１４万

１，０００円を計上しております。 

 次に、財政調整基金積立金としまして、６，

７６９万８，０００円を計上しています。 

 続きまして、電算化がおくれております戸籍

事務について、新たに戸籍システムを構築する

ため、戸籍電算化業務委託料として、５７７万

５，０００円を計上しています。 

 なお、本業務は、構築期間が本年度から平成

２４年度までの３カ年にまたがるため、債務負

担行為として予算書の５ページに計上しており

まして、平成２３年度中に一部稼働、平成２４

年度中には全面稼働する予定でございます。 

 次に、民生費で、ヘルパー派遣等の障害福祉

サービスの延べ利用者数が増加したため、障害

介護給付費等扶助として、３７２万４，０００

円を計上しています。 

 次に、平成１８年の障害者自立支援法の改正

に伴い、障害者の自立・地域生活支援が促進さ

れる中、障害者支援施設等の事業所の安定的な

運営を確保する助成金の増額が見込まれること、

及び送迎サービスの延べ利用者数の増加が見込

まれることによりまして、「障害者自立支援対

策事業扶助」として、４４５万１，０００円を

計上しています。 

 続きまして、私立の宿毛保育園及び大島保育

園への入園児童数が、当初見込みよりも多かっ

たため、宿毛保育園に２，７５８万１，０００

円、及び大島保育園に７４９万円の運営委託料

をそれぞれ計上しています。 

 これに伴い、国・県から両園への児童運営費

負担金が増額となりまして、両園から本市への

運営補助申請額が低く抑えられたため、運営補
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助金については、宿毛保育園で１，１６８万６，

０００円、及び大島保育園で６万２，０００円

をそれぞれ減額しています。 

 また、本市から市外の保育園への入園児童数

が、当初見込みよりも多かったため、市外保育

所入所児童運営委託料として、３７９万１，０

００円を計上しています。 

 さらに、生活保護世帯数の増加により、生活

扶助として２０２万１，０００円、医療扶助と

して２，２４２万１，０００円、及び介護扶助

として１８万８，０００円を計上しています。 

 次に、衛生費では、女子中高生を対象に、子

宮頚がんの発症を未然に防ぐための予防ワクチ

ンの接種、並びに０歳から４歳までの乳幼児を

対象に、髄膜炎等の感染症を防ぐためのヒブワ

クチン、及び肺炎球菌ワクチンの接種を、それ

ぞれ実施することに伴い、子宮頚がん等ワクチ

ン接種緊急促進事業委託料として、１，５５７

万５，０００円を計上しています。 

 労働費では、雇用情勢の急激な悪化に伴い、

失業者等の雇用機会の創出を図るために創設さ

れた高知県緊急雇用創出臨時特例基金を活用し

まして、本市の伝統行事の映像を編集してＤＶ

Ｄを作成する伝統行事映像資料制作事業を民間

業者へ委託するため、緊急雇用創出臨時特例基

金事業委託料として、１７６万５，０００円を

計上しています。 

 同じく、同趣旨で創設されたふるさと雇用再

生特別基金を活用しまして、森林台帳の電子化

等を行う森林集約化推進事業を宿毛市森林組合

へ委託するため、ふるさと雇用再生特別基金事

業委託料として、２２９万２，０００円を計上

しています。 

 土木費では、現在、整備しています市道大島

中央線道路ののり面が、地すべりにより亀裂が

生じたため、施工業者に対し、不可抗力による

損害として補償することに伴いまして、１５節

工事請負費の市道大島中央線道路改良工事費か

ら、２２節補償補填及び賠償金の市道大島中央

線損害賠償へ３５０万円の予算組みかえをして

います。 

 次に、老朽化した市営住宅及び改良住宅にお

いて、屋根葺きかえ及び給水管漏水等の修繕を

行うため、市営住宅修繕料として、２８６万３，

０００円を計上しています。 

 続きまして、片島中学校北側にあります大深

浦耕地海岸の排水を調節するスルースゲート及

び開閉装置が、老朽化により腐食しまして、作

動不良を起こしているため、高知県が改修工事

を行うことに対しまして、県営耕地海岸事業負

担金として、２５０万円を計上しています。 

 また、歳出を減額する主なものでございます

が、民生費で、宿毛市立特別養護老人ホーム千

寿園におきまして、人事院勧告等に伴う人件費

の調整のほか、小筑紫支所を千寿園内へ移転す

るに当たって、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律に基づく財産処分の制限を受

けるということを見込みまして、予算計上して

いました用途転用に伴う国庫補助金返還額が、

これが不要になりました。ということで、特別

養護老人ホーム特別会計繰出金の４５７万６，

０００円を減額しています。 

 議案第２号は、平成２２年度宿毛市国民健康

保険事業特別会計補正予算でございます。 

 総額で２，４７８万７，０００円を増額しよ

うとするものでございます。 

 内容につきましては、人事院勧告等に伴う人

件費の調整のほか、一般被保険者高額療養費の

増額等によるものでございます。 

 議案第３号は、平成２２年度宿毛市へき地診

療事業特別会計補正予算でございます。 

 総額で７６万７，０００円を減額しようとす

るものでございます。 

 内容につきましては、先ほどの特別会計予算
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と同じく、人事院勧告等に伴う人件費の調整の

ほか、診療所のパソコン購入等によるものでご

ざいます。 

 議案第４号は、平成２２年度宿毛市定期船事

業特別会計補正予算でございます。 

 総額で９０万３，０００円を増額しようとす

るものです。 

 内容につきましては、人事院勧告等に伴う人

件費の調整のほか、消費税の確定等によるもの

でございます。 

 議案第５号は、平成２２年度宿毛市特別養護

老人ホーム特別会計補正予算です。 

 総額で４５７万６，０００円を減額しようと

するものです。 

 内容につきましては、先ほど議案第１号の特

別養護老人ホーム特別会計繰出金の項目でも少

し触れましたように、人件費の調整によるほか、

国庫補助金返還額が不要になったことによるも

のでございます。 

 議案第６号は、平成２２年度宿毛市学校給食

事業特別会計補正予算です。 

 総額で１３８万２，０００円を増額しようと

するものでございます。 

 内容につきましては、人勧等に伴う人件費の

調整のほか、学校給食センターの老朽化した機

械等の修繕及びボイラーの取りかえ工事を実施

することによるものでございます。 

 議案第７号は、平成２２年度宿毛市下水道事

業特別会計補正予算でございます。 

 総額で３０万８，０００円を減額しようとす

るものでございます。 

 内容につきましては、人勧等に伴う人件費の

調整のほか、汚泥処理費分担金及び消費税の確

定等によるものです。 

 議案第８号は、平成２２年度宿毛市介護保険

事業特別会計補正予算でございます。 

 総額で２，５６７万４，０００円を増額しよ

うとするものでございます。 

 内容につきましては、人勧等に伴う人件費の

調整のほか、平成２１年度分の介護給付費負担

金及び地域支援事業交付金の精算によるもので

ございます。 

 議案第９号は、平成２２年度宿毛市土地区画

整理事業特別会計補正予算でございます。 

 総額で７万３，０００円を増額しようとする

ものでございまして、内容につきましては、人

勧等に伴う人件費の調整によるものでございま

す。 

 議案第１０号は、高知西南中核工業団地への

工業等導入における固定資産税の課税免除に関

する条例の制定でございます。 

 内容につきましては、高知西南中核工業団地

へ進出する企業に対して、これまで、農村地域

工業等導入促進法及び農村地域工業等導入にお

ける固定資産税の課税免除に関する条例に基づ

きまして、固定資産税の課税免除を行ってきま

したが、平成２１年１２月３１日をもって適用

期間が終了しています。今後も、さらなる工業

振興及び雇用創出を図るため、課税免除の優遇

措置を規定する本条例を制定することで、本団

地への新たな企業進出・工場増設を促進しよう

とするものでございます。 

 議案第１１号は、宿毛市公園条例の一部を改

正する条例でございます。 

 内容につきましては、平成２１年度に整備し

た咸陽島公園のシャワー施設における温水シャ

ワーの利用料を、平成２３年１月１日から、１

回１００円とするため、本条例の一部を改正し

ようとするものでございます。 

 議案第１２号は、宿毛市生活改善センターの

設置及び管理に関する条例を廃止する条例でご

ざいます。 

 内容につきましては、宿毛市生活改善センタ

ーの耐用年数及び処分制限期間が経過したこと
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によりまして、これまで３施設のうち、寺山・

橋上の２施設について、地元へ無償譲渡してき

ましたが、このたび、残る竹部生活改善センタ

ーについても、平成２３年１月４日から、竹部

地区自治会へ無償譲渡することとなりましたの

で、本条例を同日付で廃止しようとするもので

ございます。 

 議案第１３号は、幡多広域市町村圏事務組合

で共同処理する事務の変更及び幡多広域市町村

圏事務組合規約の一部を改正する規約でござい

ます。 

 内容につきましては、国が定めました広域行

政圏計画策定要綱及びふるさと市町村圏推進要

綱が、平成２１年３月３１日をもって廃止され

たことによりまして、今後の広域連携は、関係

市町村の自主的な協議による取り組みが求めら

れていること、並びに幡多広域市町村圏計画の

計画期間が平成２３年３月３１日をもって満了

することに伴うものでございます。 

 詳細を申し上げますと、本規約に規定されて

いる組合の共同処理する事務のうち、「幡多ふ

るさと市町村圏計画に基づく事業の実施に関す

ること」という計画を重視した趣旨の事務を、

「組合市町村の合意に基づく事業の実施に関す

ること」という構成市町村の自主性を重視した

趣旨の事務に変更するため、地方自治法第２８

６条第１項の規定に基づき、本規約の一部を改

正することについて、同法第２９０条の規定に

より、議会の議決を求めるものでございます。 

 議案第１４号及び議案第１５号の２議案は、

指定管理者の指定についてでございます。 

 議案第１４号の宿毛市国民宿舎榔子について、

株式会社くりはらを指定管理者として、平成１

８年４月１日に初めて指定をし、平成２３年３

月３１日までの期間、管理・運営をしていただ

いています。 

 このたび、指定期間が終了するため、再指定

に当たりまして、公募を行いましたところ、現

指定管理者の株式会社くりはら１社から申請が

ありまして、プレゼンテーション及び面接等を

実施しまして、厳正な審査を行った結果、これ

までの実績を含めて十分な管理・運営能力があ

るものと認め、引き続き、平成２３年４月１日

から平成２８年３月３１日までの間、本法人を

指定管理者として指定することについて、地方

自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、

議会の議決を求めるものでございます。 

 また、議案第１５号の宿毛市観光センターに

つきましては、社団法人宿毛市観光協会を指定

管理者として、平成１９年１月１日に初めて指

定をしまして、平成２３年３月３１日までの期

間、管理・運営をしていただいています。 

 このたび、指定が終了するため、再指定に当

たり、施設の性質及び現指定管理者である社団

法人宿毛市観光協会のこれまでの実績等を勘案

した結果、公募によらず直接指定することとし、

引き続き、平成２３年４月１日から平成２８年

３月３１日までの間、本法人を指定管理者とし

て指定することについて、地方自治法第２４４

条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求

めるものでございます。 

 議案第１６号及び議案第１７号の２議案は、

公有水面の埋め立てについてでございます。 

 議案第１６号は、宿毛湾港港湾区域内の宿毛

市新港７０６番４地先の７５．７５平方メート

ルを港湾関連用地として、また、議案第１７号

は、沖の島漁港区域内の宿毛市沖の島町弘瀬字

弘瀬３３２番地先の２５２．１１平方メートル

を漁港施設用地として、それぞれ公有水面を埋

め立てることについて、高知県知事から意見を

求められておりますので、異議のない旨を返答

することについて、公有水面埋立法第３条第４

項の規定に基づき、議会の議決を求めるもので

ございます。 
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 以上が、御提案申し上げました議案の内容で

ございます。 

 よろしく御審議の上、適切な御決定を賜りま

すようお願い申し上げまして、提案理由の説明

とさせていただきます。 

 ありがとうございます。 

○議長（寺田公一君） これにて、提案理由の

説明は終わりました。 

 お諮りいたします。 

 議事の都合により、１２月９日及び１２月１

０日は休会いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、１２月９日及び１２月１０日は休会

することに決しました。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 １２月９日から１２月１２日までの４日間休

会し、１２月１３日午前１０時より再開いたし

ます。 

 本日は、これにて散会いたします。 

午前１１時２８分 散会 
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陳  情  文  書  表 

                           平成２２年第４回定例会 

受理番号 受理年月日 件       名 提 出 者       付託委員会 

第３６号 
平成 

22.11.12 

保育制度改革に関する意見書の

提出について 

保育の公的保障を求め

る大運動実行委員会 

 代表者 田中きよむ 

産 業 厚 生 

第３７号 22.11.29 
ＴＰＰ交渉に反対する意見書の

提出について 

高知はた農業協同組合 

代表理事理事長 

      佐竹 勝 

産 業 厚 生 

 

     上記のとおりそれぞれ付託いたします。 

     平成２２年１２月８日 

                     宿毛市議会議長 寺 田 公 一 

 



 

－ 19 － 

平成２２年 

第４回宿毛市議会定例会会議録第２号 

 

１ 議事日程 

    第６日（平成２２年１２月１３日 月曜日） 

午前１０時 開議 

   第１ 一般質問 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

２ 本日の会議に付した事件 

   日程第１ 一般質問 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

３ 出席議員（１５名） 

   １番 今 城 誠 司 君     ２番 岡 﨑 利 久 君 

   ３番 野々下 昌 文 君     ４番 松 浦 英 夫 君 

   ５番 浅 木   敏 君     ６番 中 平 富 宏 君 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 
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   な  し 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

５ 事務局職員出席者 

   事 務 局 長        岩 本 昌 彦 君 

   次長兼調査係長  朝比奈 淳 司 君 

   議 事 係 長        岩 村 研 治 君 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

６ 出席要求による出席者 

   市 長  中 西 清 二 君 

   副 市 長  岡 本 公 文 君 

   企 画 課 長  岡 崎 匡 介 君 

   総 務 課 長        弘 瀬 徳 宏 君 

   市 民 課 長  滝 本   節 君 

   税 務 課 長  山 下 哲 郎 君 
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   環 境 課 長        岩 本 克 記 君 
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   産業振興課長  頼 田 達 彦 君 

   商工観光課長  津 野 元 三 君 

   建 設 課 長  安 澤 伸 一 君 

   福祉事務所長  沢 田 清 隆 君 

   水 道 課 長  豊 島 裕 一 君 
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   教 育 次 長 兼       
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   センター所長 

金 増 信 幸 君 

   学 校 給 食       

   センター所長 
岡 村 好 知 君 

   千 寿 園 長        村 中   純 君 
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島 内 千 尋 君 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午前１０時００分 開議 

○議長（寺田公一君） これより本日の会議を

開きます。 

 日程第１「一般質問」を行います。 

 順次発言を許します。 

 ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） 皆さん、おはようござ

います。４番、松浦でございます。 

 それでは、通告に従いまして、一般質問を行

いたいと思います。 

 私が今回、質問する内容は、集落支援員制度

の導入と、離島振興法についてであります。集

落支援員制度の導入につきましては、去る６月

議会における鵜来島地区の離島振興対策につい

ての質問の中で、人口の減少や高齢化が深刻な

過疎に悩む鵜来島地区の現状を考えた場合に、

その対策の一つとして、現在、全国各地の自治

体で取り入れられております集落支援員制度を

導入してはどうかと、市長に提起をした経緯が

ありますが、再度、この問題について質問をさ

せていただきます。 

 市長は、答弁の中で、「地元とも一応調整す

る中で、これは積極的に検討していきたいとい

うふうに考えております。」との力強い答弁を

いただきました。 

 この集落支援員は、新潟県上越市の若者を中

心とするＮＰＯ法人かみえちご山里ファン倶楽

部の取り組みがそのモデルケースといわれてお

ります。 

 深刻な過疎化と少子高齢化に悩まされ、地域

社会そのものが崩壊する危険性があった上越市

の西部中山間地域に、８年前から自然景観、文

化及び地域農林水産業を守る、深める、創造す

ることで、豊かな地域文化をはぐくみ、地域資

源を生かしたさまざまな活動を、８名の若者ス

タッフが行ってきました。 

 彼らは、通信販売などで資金を調達していま

したが、活動を継続させるには、資金の調達が

最大の課題でありました。そこで、国や自治体

が最低限度の活動費を支援することで、人によ

る過疎地域の活性化を行おうとするのが集落支

援員制度の発想であります。 

 地区に都会の若い力が加わり、伝統と農産業

を再開し、途絶えた地区の行事も復活したとの

ことであります。 

 私たち市民クラブは、今日の宿毛市の状況を

考えた場合に、早急に取り入れられる制度では

ないかとの観点から、先進的な取り組みを行っ

ております島根県隠岐の島町に政務調査を活用

し、勉強に行ってまいりました。 

 市町村が任命した集落支援員は、市町村職員

と協力し、集落点検チェックシートを活用する

中で、住民とともに集落点検や集落を巡回して、

集落の状況把握に努める等の活動、そしてそれ

を受けての集落のあり方について、住民同士、

住民と市町村との間で集落の現状、課題はどこ

にあるのか。そして、集落のあるべき姿等につ

いての話し合いを促進していく任務を持つもの

であります。 

 それらの活動の中から、市町村は集落点検や

話し合いの結果を踏まえ、住民と市町村の協働

による地域の実情に応じたその集落で必要と認

められる施策を実施していくことで、集落の維

持、活性化対策を推進しようとするものであり

ます。 

 例えば、伝統文化継承の取り組みに対する支

援、または地域公共交通を確保する課題への取

り組み、高齢者の見守りサービスの実施、住民

の命と健康を守る活動への支援策等々、その地

域に合った集落対策を推進していくものであり

ます。 

 そのように集落支援員は、市町村と集落の

人々のパイプ役であります。そして、総務省は、
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集落支援員制度を導入する自治体には、その事

業に要する経費については、特別交付税で措置

することになっております。 

 ちなみに、専任の集落支援員１人当たり年間

３５０万円、地区長などの兼務の場合は４０万

円であります。 

 平成２０年度から取り組まれておりまして、

２１年度の取組状況は、都道府県分は９府県、

市町村分で３６府県１１３市町村で実施されて

おります。専任の集落支援員の設置数は４４９

名であり、２０年度に比べて約２．２５倍、自

治会長などの兼務の集落支援員は３，５００人

となっておりまして、約１．７５倍も増加をい

たしております。 

 今後、宿毛市は人口減少と少子高齢化の進行

に伴いまして、集落機能の低下が著しい山間部

や離島を抱えておりますので、集落の維持及び

活性化等の支援対策についての取り組みは喫緊

の課題であろうかと存じますので、本市におい

ても、集落支援員制度を積極的に導入すべきで

ないかと考えますが、市長の所見をお伺いいた

します。 

 次に、離島振興計画についてでありますが、

去る１１月４日、離島を抱える高知県など、全

国２６都道府県議会の議長で構成をする離島振

興対策都道県議会議長会は、離島振興法が２０

１３年３月で期限切れになることから、新法を

制定し、支援を続けるよう求める決議をまとめ、

国土交通省に提出をいたしました。 

 決議は、離島と本土の格差はますます拡大を

しており、国の支援なくして離島の経済産業浮

揚を目指すことは極めて困難である。そして、

漂着ごみ対策や離島航路の維持といった離島振

興にかかわる来年度の予算を、政府が確保する

ことを求めたとの新聞報道がありました。 

 市長も、全国の離島を抱える首長の集まりで

あります全国離島振興協議会の役員をされてお

るとのことでありますので、離島振興法の必要

性については、十分に感じておるものと思いま

す。 

 そこでお伺いいたします。 

 市長として、離島振興法の延長に向けて、ど

のような取り組みをされてきたのかお伺いをい

たします。 

 あわせて、離島振興法を取り巻く現在の状況

はどのようになっているのか、お伺いをいたし

ます。 

 １回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、おはようござい

ます。松浦議員の一般質問にお答えをさせてい

ただきます。 

 まず、集落支援員制度の導入でございます。 

 松浦議員からるる、他の事例とか、今、いた

だきました。私も沖の島、鵜来島につきまして

は、高知県で唯一の有人離島が当市だけでござ

います。そういった意味で、もう一つ、県での

取り組みというものが、少し中央に対する呼び

かけというのが、少しどころか、非常に弱いと

いうふうに思っております。 

 私自身も、この離島について、沖の島が以前

は３，０００人もおられた、今は３００人しか

いない。鵜来島に至っては、もう３０人を切っ

たと、実際の住居を持っている方はですね。 

 そういう意味で、やはり島の振興、島におら

れる方は、やっぱり島で暮らして、島でいろん

なものを享受したいというふうなことを思って

おられる、いうふうな思いがあるというふうに

思いまして、就任以来、すぐに島のほうの水道

事業を、まずこれをやってあげなきゃいけない、

そういうことで、今年度、大体のかたがつきま

した。 

 それから、民間のほうでは、沖の島のアドベ

ンチャーランであるとか、そしてまた、私のほ
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うでは、宿毛全体でございますけど、島の紹介

ということで、パンフレットでなくて、ＤＶＤ

でＳＷＡＮテレビに依頼をしまして、つくり上

げていきました。 

 この宿毛市全体のものより、どうも沖の島の

ほうのＤＶＤのほうが、非常に県のほうの観光

協会等に持って行きましたら、非常に好評でご

ざいます。そういうふうな状況もございます。 

 また、島への医師の派遣、へき地診療もござ

いますし、非常に今、へき地、高知県のへき地

診療につきましても、お医者さんの数が少ない

というふうなことで、大変な状況になっている。 

 それには、お医者さんも居ついていただかな

きゃいけないんで、お医者さんの住居環境も整

えていかなきゃいけない、そういうふうなこと

も思っているわけでございます。 

 鵜来島にしても、沖の島にしても、やはり県

のほうで、もう少し力を入れていただきたいと

いうのが、私の今の思いでございます。 

 具体的に今、集落支援員制度に関する問いが

ございました。現在、集落支援員制度、県内の

ほうも調べてみましたら、越知町、中土佐町に

各１名の集落支援員が配置されておるわけでご

ざいまして、見守り活動とか、集落点検の実施

とか、話し合いの促進、市町村と地域のパイプ

役と、地域の活性化対策の支援を行っていると

お聞きしております。 

 あと、業務上では、地区長さんの業務と似通

っている面がございます。そんなことから、県

下では各地区長さんが集落支援員としての業務

をになっていただいているという判断をしてい

る市町村もあるというふうに聞いております。 

 本市におきましても、幸いにも本市は各区長、

地区長さんが行政と地域のパイプ役、集落活動

の取りまとめ役を非常に担っていただいており

まして、そういった面からも、十分にその集落

支援員としての機能も果たしていただいている

というふうなことを、私としては認識しており

まして、非常に感謝を申し上げているところで

ございます。 

 しかしながら、やはり高齢化とか、非常に著

しい人口の減少、特に交通不便地帯でございま

すから、奥のほうに至っては、非常に人口が少

なくなっているというふうなこともございます。 

 地域の実情に合った取り組みも必要であると。

島ばかりでなく、山のほうも非常に人口が少な

く、１軒、２軒のところもございますし、そう

いった非常に少ないところがございます。 

 これは、地域の区長さんと、前回、私も積極

的に、導入についての検討をしたいということ

を言っております。 

 これ、地域区長さん方と、やっぱり十分、も

う一度話し合いもしてみなきゃいけないという

ふうなことで、地域からの要望等に応じて、何

と言いますか、本市のモデル的なケースとして、

導入も図っていく、検討していきたいというふ

うなことを思っております。 

 特別交付税の措置があるということでござい

ますけど、私、特別交付税という、交付税、地

方交付税とかいろいろあるんですけど、なかな

かその項目ごとにくれておりませんので、非常

に信用ならない部分があります。 

 その分だけふやしてくれているというふうな

ものが、顕著に見えてこないというのが、交付

税措置でございますので、そこら辺に、確実に

こういうものがいただけるということでありま

したら、私どもの財政的にも非常に助かるとい

うことでございますから、これはもう、ぜひや

っていかなきゃいけないというふうなことにな

ろうかと思います。 

 次に、離島振興計画でございます。離島振興

対策都道府県議長会、これは高知県の議長さん

が出ておられたかどうかは、私はちょっと承知

をしておりませんが、やはり離島を擁する各県
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の方々が、非常にこういったものに力を入れて

いただきたいと。たかだか、私どもの沖の島、

鵜来島だけ、２島だけですけど、やはりこれは

県民でございますから、高知県のほうも、非常

に、先ほどから申してありますように、離島に

ついての力をもっと入れていただきたい。 

 例えば、航路であります巡航船でありますけ

ど、やはりこれは道路と一緒でございますよね。

だから、道路を我々が通行するときに、有料高

速道路以外は、我々は無料で車を走らせたり、

歩いているわけです。 

 島の人たちは、これ有料なんですよね。少し

は割引あるかもしれませんけど、やはりこうい

った問題については、根本的な問題として、や

はり島の人たちに有利な形で、非常に格安にす

るとか、そういったものもぜひやっていただか

なきゃいけない。 

 離島は外海に面しておりますから、どうして

も漂着ごみがたくさんあるとか、そういったも

のはやっぱり片づけてもらわなきゃ。やっぱり

国土でございますから、国のほうで、ぜひしっ

かりした対策もとってもらいたい。もちろん実

行は我々がやらなきゃいけないとは思っており

ますけど、そういうふうなことを思いながら、

離島対策には力を入れていくべきだというふう

に、私は思っております。 

 それから、先ほど、松浦さんもおっしゃいま

したように、本市は全国で、今、１３８市町村

が加盟しておりますが、離島振興協議会に加盟

しております。 

 私はもう、これの役員と申しましても、幹事

という形で参画をさせていただいておりますが、

離島の方々が集まるときには、同じような課題

が、全国どこでもあります。特に国境を接して

いるところ、島根県であるとか、沖縄であると

か、そういったところの方々にとっては、非常

に国境を守っているんだというふうな気概が、

非常にございます。 

 幸いにも、我々のほうには国境のことは問題

は生じておりませんけれども、やはり離島に暮

らす人たちの心情を思ったりするときには、き

ちんとこの離島振興法の延長というものをやっ

ていただかなきゃいけない。そして、離島に対

するかさ上げ措置というものをきちんとしてい

ただかなきゃいけない。そういうことは、これ

は離島振興協議会に加盟している人たち全員の

共通の願いでございます。 

 そういった思いで、佐渡市の市長が会長でご

ざいますけれども、毎回毎回政府との折衝事も

していただいております。もちろん本四架橋を

された離島の指定解除というものもございます

けど、せんだっての情報でございますけど、こ

れは国土審議会の離島振興対策分科会というの

がありまして、これに会長以下事務局も出席し

ております。 

 市町村長では佐渡の市長、それから八丈島の

町長、それから岡山の笠岡市長さんがメンバー

で出ております。 

 そういった形で、学識経験者としては、離島

センターの専務理事も出ております。こういっ

た中で、離島の、次の離島振興法の基本姿勢と

して、国家責務による平等条約、条件の整備等

についての要望を申し上げていると。 

 やはり、この離島振興協議会として、一致し

た要望を常に出しておりまして、今は野党でご

ざいますけど、野党になっている公明党さんで

あるとか、自民党のほうにも離島振興の部会が

ございます。そういったところにも、折に触れ

てこの事務局、あるいは会長職のほうから、毎

回、お願いをしに行っておりまして、いろいろ

な問題がたくさんございます。そういった問題

がある中で、離島振興法の延長というものを、

いわゆる２３年度に、もう既にかからなきゃい

けないというふうなことで実施をしております。 
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 非常に我々の沖の島、鵜来島についても、ま

だまだ課題解決しなきゃいけない解決課題がた

くさんあるということは承知しておりますし、

人が住んでいただきたい。そして、高知県唯一

の有人離島に観光客として来てもいただきたい

というふうな思いでいっぱいでございます。 

 そんなことで、私ども、引き続き離島振興協

議会を通じまして、この要望活動を実施してい

きたいというふうに思っております。 

 そのメンバーとして、参画をしておりますと

いうことを申し上げておきます。 

○議長（寺田公一君） ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） どうもありがとうござ

いました。市長、風邪ひいてるみたいですね。

余り、また質問は避けたいと思います。 

 離島振興法の関係を先にやらせてもらいます

けれども。 

 今、全国的な取り組み、そしてまた状況等に

ついて、お示しをいただきました。大変御苦労

をかけると思いますけれども、そうした全国の

声を受けて、市長の立場で発信をしていただき

たいというふうに、強く思うところでございま

す。 

 それで、集落支援員制度についても、その必

要性とか、そこらあたりについては、十分把握

をし、また本市における独特といいますか、区

長会の皆さん方の不断の努力を、こういう集落

支援員制度の趣旨と同等の取り組みをされてお

るというお話を聞きました。 

 そこで、それについては、私も理解を示すと

ころですけれども、１点だけお伺いをさせてい

ただきます。 

 これ、四万十市の市長、田中さんがよく言わ

れる言葉の中に、「里が栄えて街が栄える」と

いうお話を聞きました。そういった中で、田中

市長も、山間地をもっております西土佐地域を

中心にしながら、その振興策にも取り組んでお

るというお話を聞きました。 

 そしてまた、昨今では、中心市街地の活性化

ということで、１０何億ですか、補助金がある

とはいえ、投入をする計画も、今、本市では鋭

意進めておるというお話も聞きます。 

 それと反対に、１０年後、そこあたり見ます

と、山間地域、中山間地域に対する取り組みが、

私としては非常に少ないのではないか、弱いの

ではないかという思いがいたします。 

 そういった面で、中心市街地活性化も必要で

ありましょうし、先ほど言いました「里が栄え

て街が栄える」という思いから、中山間地域に

対する取り組み、計画、そこらあたりを、計画

を策定する考えはないのか、市長の所見をお伺

いします。 

 その１件です。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、松浦議員の再質

問には、お答えできるかどうか、ちょっとわか

りませんが。通告にないものですから、今、急

に中山間地域に対する計画策定ということでご

ざいます。 

 取り組みに対する計画というものは、やっぱ

りいるとは思います。特に町中の活性化だけを

やっているわけではございませんで、私ども、

市内全域、やはり全体のことをやっていかなき

ゃいけないのが行政でございますから、特にこ

れだけ、何をただ、優先をしていくかというふ

うなことは、必要かと思います。 

 ただ、中山間地域に対する取り組み、いわゆ

る、今、政府のほうが非常にもう細かい、何か

小さなことばっかり、事業として挙げてきて、

それを現在、行政のほうとして消化するのに時

間がかかっているというふうなことでございま

す。 

 特に、政府に振り回されているといったら言

葉は悪いんですけれども、そういった部分がご
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ざいますので、やはりここの地域にはこういっ

た取り組み、ここの地域にはこういった取り組

み、これはまた地元の方々、さっきの集落支援

の話じゃないんですけど、地元の方々の意向と、

やはり行政と市民が協働して、そういったもの

を次につなげていこうやという話は必要だと思

いますし、今ある中山間地域の支援のいろんな

事業についても、それは地域の方々と話し合い

ながらは、させていただいております。 

 ただ、長期の展望というものは、やっぱり必

要かなとは思います。 

 ただ、今、行政では非常に、政府の政策の中、

または県からの事業実施というものを言われて

おりまして、そのものを消化している状況であ

るというのは、認識しております。 

 だから、これをやっぱり長期計画的なものを

つくってやるのは、必要かなというふうな認識

は持っております。 

○議長（寺田公一君） ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） 済みません。そこらあ

たり、十分な打ち合わせいいますか、ができて

なかった部分はあったかと思います。お許しを

いただきたいと思います。 

 今、市長、最初の答弁、そしてまた再質問い

いますか、その中でも一定、前向きと言います

か、そういった思いの中で行政を進めていくと

いうお話をいただきました。 

 ぜひ、２３年度の予算編成も大変お忙しい時

期かと思いますけれども、そういった思いを一

つでも二つでも、その予算の中に反映をしてい

く。それがまた市長の思いであろうかと思いま

すので、その点を申し上げまして、私の一般質

問を終わります。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） 皆さん、おはようござ

います。６番、一般質問を行います。 

 初めに、宿毛市バイオマスタウン構想の堆肥

化工場について、お聞きをいたします。 

 先月の１１月２９日に、黒川地区集会所にお

いて、堆肥化工場建設候補地についての地元説

明会が行われたとお聞きをいたしました。 

 その中で、工場の設置主体は宿毛市、運営主

体は企業、もしくは団体等に委託。そして、材

料取扱量は年間１，５００トンであり、その原

料の内容は養殖死魚、魚介類加工残渣、農産物

加工残渣、生ごみ等といった説明がなされたと

聞いております。 

 私も、平成１８年より数回にわたり、このバ

イオマスタウン構想について一般質問をしてき

た経過があります。そこで市長にお聞きをいた

します。 

 工場は宿毛市が建てるということのようです

が、建設費は幾らで、その財源内訳はどうなる

のか。材料は、主に先に述べました４種類が予

定されておりますが、それぞれの予定量はどの

ようになっているのか。また、運営主体は委託

をする考えのようでありますが、堆肥化に使用

する菌によりまして、パテント料も発生すると

思います。委託費用とあわせて、年間のランニ

ングコストをどのように試算しているのかにつ

きまして、まずお聞きをしたいと思います。 

 続きまして、宿毛小学校校舎建築について、

お聞きいたします。 

 市長は、先月２９日の臨時議会の議員協議会

の場において、学校再編計画で来年度の平成２

３年に設計をし、そして２４年、２５年度に校

舎建築予定の宿毛小学校を中心市街地活性化事

業のまちづくりの中で、建築家のノーベル賞と

もいわれているプリツカー賞を受賞された建築

家に設計をしていただきたい。世界一の方に、

日本一の小学校を建てていただきたいと思って

いると報告をされました。 

 そこで何点かにわたりまして、まず市長にお

聞きをいたします。 
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 市長が設計をお願いしようとしている建築家

の方は、どのような建築物をこれまで手がけて

こられた方でしょうか。そして、この方に依頼

した場合の設計料及び建設費の予定といいます

か、予想額は幾らになるのか、お聞きをいたし

ます。 

 また、日本一の小学校とは、何が日本一なの

か。宿毛小学校をどのような学校にしたいのか。

学校に何を求めているのか、あわせてお聞きを

いたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、中平議員の一般

質問にお答えをいたします。 

 最初は、バイオマスタウン構想の堆肥化工場

でございますが、これは中平議員からも、以前

にバイオマスの実施をされているところ、多分

に見てこられたという質問もいただきまして、

これ、やはり資源の再有効利用ということで、

こういうものにやっぱり取りかかっていかなき

ゃいけない。 

 中村のほうにありますクリーンセンターで、

億という金が費やされておるわけでございます

から、そういったごみも堆肥化して、有効利用

してリサイクルしていくということが非常に大

切だというふうなことから、ずっと勉強もして、

現地も視察もさせていただいたり、そうしてま

いりました。 

 議員の皆様にも、現地というか、これ実際に

ＹＭ菌でございますが、ＹＭ菌のほうの視察も

していただいたということも聞いております。 

 この宿毛市が建てるということで、最初、建

設費は幾らでと。財源内訳ということでござい

ます。建設費は概算で、このあいだ黒川で説明

してきましたのは、３億円というふうに試算を

しております。もうこの財源でございますが、

バイオマスタウン構想の実現化を支援する目的

で制度化されております国の交付金、これを２

分の１。それから、高知県の産業振興総合補助

金を６分の１、全体で３分の２の財政支援制度

を活用していきたいというふうに考えておりま

す。 

 次に、原料として予定する有機廃棄物の種類

と、それぞれの予定量でございますが、養殖死

魚とか、魚介類の加工残渣を６４０トン、芋焼

酎やナオシチの搾りかすなどの農産物加工残渣

を４６０トン。主にスーパーの事業系の生ごみ

を３００トン、家庭系生ごみを１００トン、合

計で１，５００トンと、当初しております。 

 これらの量でございますが、それぞれの事業

所への聞き取り調査をもとにしまして、その後

の事業拡大や産業振興を見込みながら、市内か

ら発生する有機廃棄物の受け入れが可能となる

規模の工場を計画する上で、想定した量として

おります。 

 次に、委託費用でございますが、年間のラン

ニングコストと原料となる有機廃棄物の処分料

金収入が、算定の基礎になってこようかと思い

ます。 

 現在の試算では、人件費を２人役、それから

光熱水費や機器の管理等を含めまして、工場の

維持管理費として年間３，０００万円余りが必

要となります。 

 また、処分料金は、今のところ、現在、幡多

クリーンセンターの事業系一般廃棄物の料金で

あります、１０キロ１３０円をベースで考えた

いというふうなことを思っているわけでござい

ます。 

 次に、宿毛小学校の校舎建築計画でございま

すが、これ、せんだっての議員協議会で申し上

げたことの御質問でございます。建築家の方の

ことでございますが、個人名を出させていただ

きます。新聞等に出ておられる方ですから、御

了解がいただけると思います。 
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 まず、妹島和世氏でございます。以前に妹島

和世建築設計事務所を設立しまして、数多く、

建築作品を発表する傍ら、慶應義塾大学教授と

して、務めておられます。 

 また、西沢立衛氏でございますが、西沢さん

も建築設計事務所を設立しまして、数多くの建

築作品を発表する傍ら、横浜国立大学大学院の

教授を務めておられます。 

 妹島和世さんの作品の一つとしては、熊野古

道なかへち美術館、西沢立衛氏の作品の一つと

しては、十和田市現代美術館がございます。 

 お二人は１９９５年にＳＡＮＡＡという共同

組織を立ち上げまして、金沢にあります２１世

紀美術館、海の駅なおしま、スイスのローザン

ヌ連邦工科大学ラーニングセンター、フランス

のルーブル美術館ランス別館などを設計をしま

して、世界的に活躍をされております。 

 建築界のノーベル賞といわれておりますプリ

ツカー賞を、本年受賞されております。 

 依頼した場合の設計料及び建設費の予定額は

幾らかとの御質問ですが、現在、当初予算とし

て２３回の第１回定例会に提案するために、担

当課において、規模とか内容等を検討している

ところでございますので、金額について、まだ

お答えできる状況にはございませんので、御容

赦願いたいと思います。 

 ただ、有名だから高いということではないと

思います。我々、公共の建物をつくる場合には、

全体事業費の設計額は何ぼというふうなことで

限度がございますので、それにのっとった形で

の御提示しかできないというふうに、私は思っ

ております。 

 あと、私が日本一の小学校というふうに言っ

たことでございますが、これにつきましては、

日本一の小学校になるかどうかは、他が評価す

ることでございまして、キャッチフレーズとい

うふうなことで聞いていただければ、軽く聞い

ていただければありがたいかなと。でき上がっ

たものが日本一だぞというふうなことであった

ら、なおいいなというふうなことで、一つの、

日本一の小学校あるぞというふうなことをキャ

ッチフレーズに、言えるようなものにしていき

たいという思いでございますので、そこのとこ

ろは、軽く聞いていただければありがたいとい

うふうに思います。 

 建築界におけます、世界的にも最高峰のプリ

ツカー賞を受賞した建築家さんでございます。

このようにすぐれたデザイナーの方に設計を依

頼できるという機会を得ること自体が、大変な

ことでございますので、非常に、もしお引き受

けしていただけるのであれば、ありがたいかな

というふうに思っております。 

 また、既にヨーロッパのほうで手がけられた

教育施設の設計は、世界的に高い評価を得てお

られます。私どもも、どのような学校にしたい

か、何を求めているとかいうふうな御質問もご

ざいました。 

 私、学校は当然のことながら、児童・生徒は

もとよりでございますが、教職員の方々にとっ

て、使いやすい施設、勉強しやすい施設にする

ことが、これがもう大前提というふうに思って

おります。 

 さらには、由緒あるこの地にふさわしい建築

物にしたいと思うのは、皆さん、町の人たちも

そういうふうな思いがあるんじゃないかなとい

うふうに思います。 

 このたびの統合小学校建設に際しましては、

開かれた学校づくり、それからコミュニティー

スクールモデル事業としての位置づけも行って

おります。あわせて文科省が中心となりまして、

４省庁が連携して取り組むエコスクール事業も

導入しまして、環境に優しく、維持コストも低

減できる施設。それから、そういう施設として、

児童・生徒に対する教育効果も備えた施設とい
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うことにしたい。単に建設費を多くかけて、豪

華なものをつくるということではなくて、市民

が親しみ、憩い、触れ合う、子供たちが学ぶ、

そして学校へ行きたくなる。中心市街地のラウ

ンドマークの創出を目指したいと、そういうふ

うなことを思っております。 

 今言ったことは、なかなか欲張りなことでご

ざいますが、やはり安価なというよりも、環境

に配慮したものもつくっていかなきゃいけない。

子供たちにとっても、それが教育にも、少しな

るかなというふうな思いもございます。 

 最初に申し上げましたように、とにかく生徒

のための、また教職員の皆様のための、使いや

すい施設にするということが大前提でございま

すので、御了解願いたいと思います。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） ６番、再質問をいたし

ます。 

 まず、堆肥化工場についてでありますが、る

る説明をいただきました。 

 私のほうの聞き落としかもしれませんが、委

託先と委託料については、ランニングコストの

３，０００万の中で委託料、そして委託先はま

だ、当然決まっていないのでということではな

いかとは思いますが。 

 この堆肥化工場、１０キロを１３０円ベース

ですね。となると、１トン１万３，０００円と

いうのがベースで考えていくというふうな考え

方だと思います。 

 ただ、私自身が、このバイオマスタウン構想

の中で生ごみの堆肥化をすべきであると。この

生ごみというのは、家庭から出るごみでありま

すが、そういうふうに訴えてきたつもりでござ

います。 

 それは、以前にも申しましたが、全国に向け

て、自然の豊かさを、特に市長は発信しておら

れる。そういった宿毛市こそ、循環型社会の構

築を図るべきだと考えたからであります。 

 以前にも言いました、生ごみは宝物といった

発想で、生ごみを溶融炉で燃やすのではなくて、

堆肥として有機化し、その堆肥で安全・安心な

農産物をつくる、そういった循環型社会の構築

を、提言をしてまいりました。 

 これには、市民の皆さんの意識改革を含めま

して、多大な協力が必要であることは、市長と

私の共通した認識であったと思っています。 

 要するに、何が言いたいかといいますと、生

ごみが堆肥化の中心にあるべきだと考えており

ます。しかし、今計画を見たときに、家庭から

出る生ごみは１００トンとなっています。残念

ながら、余りにも少ない数字だと思いますが、

この量は一体、宿毛市の堆肥可能な家庭から出

される生ごみの何％に当たるのか、試算されて

いれば、その数字をお示し願いたいと思います。 

 そして、この、今、１００トンと予定されて

いる生ごみを、どのように集める予定なのか、

市民の皆様への指導といいますか、お願いを含

めまして、現在のそういった状況を、どういう

ふうな取り組みをしているのかをお聞きをいた

しておきたいと思います。 

 それから、先ほど、トン当たり１万３，００

０円という、これをベースにというお話もいた

だきました。現在、堆肥工場を運営している数

名の方にお話をお聞きしたところによりますと、

トン当たり１万５，０００円でもし受け入れを

したと試算をいたしまして、最低でも年間３，

０００トンの処理を行わなければ、工場として

は赤字が出る、そのようにお伺いをしておりま

す。 

 要するに、年間１，５００トンの原料の予定

で工場を動かすと、毎年、毎年、市から一般財

源で赤字を補わないといけない状況になる可能

性が高いと思います。この点についても、市長

の見解をお聞きしておきたいと思います。 
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 続きまして、宿毛小学校の校舎建築について

でありますが、こちらのほうも再質問をさせて

いただきます。 

 市長のほうから、いろいろとお話をお聞きし

ました。現在、設計のほうを頼みたいと思われ

ている方々は、方と言いますか、そういったユ

ニットでありましょうか、そちらの方は、主に

有名な美術館などを手がけてこられた方という

ふうな御説明だったと思います。 

 私も市長と同じように、学校は子供たちが安

全で安心して学べる施設で、そしてその中で先

生方が使い勝手のいい、そういった施設である

べきだと思います。 

 そして、学校は子供たちの学校施設でありま

して、決して観光客の人たちのための、見物施

設でもないと思っています。そのあたりが若干、

懸念されるところでありますが、そんなことは

当然、市長もわかっておられて、クリアされた

上での設計だとは思いますが、市長の今、お話

をされたような学校を建てることによって、ど

のような、子供たちに対する教育効果が得られ

るのかを、まず教育長のほうにお聞きをしてお

きたいと思います。 

 １回目の再質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、中平議員の再質

問にお答えをいたします。 

 これ、バイオマスタウン構想では、作成マニ

ュアルで示された試算方法によりまして、一般

廃棄物等の発生量から、家庭から排出される生

ごみの量を試算しております。 

 その量は、市内全体で年間が、ただいま１，

５１６トンとなっています。当時と比較して、

一般廃棄物の量も減ってはきておりますが、今

回、堆肥化工場で予定してますのは、１００ト

ンでございますので、全体の６．６％にしか当

たらないということでございます。 

 私自身も、先ほど、中平議員がおっしゃった

ような形で、生ごみ、これ全部、本当は堆肥化

したいという気持ちでいっぱいでございますが、

まだ、なかなか全体の中で、ここに１００％も

ってこれる確定、確信がまだ持てておりません。 

 まだ、持っていく場所も、今、折衝中でござ

いますので、そこら辺の解決しなきゃいけない

課題もございます。 

 これ、本当に全体を持っていきたいという気

持ちには変わりないということを、申させてい

ただきたいと思います。市民の皆さんに御協力

いただいて、１００％持っていきたいなという

ふうなことは思っております。 

 ソフトランディングと申しますか、緩く１０

０％に近いものにもっていきたいなというふう

なことは思っているということを、表明させて

いただきます。 

 次に、収集方法でございます。家庭系の生ご

みは、まず家庭で生ごみとか、いろんな異物が

入っている、ビニールとか、そういったものが

ありますので、やっぱりこれは区別をしていた

だきたい。分別をしていただいて、地区内に集

積場所を設置しまして、市または市が委託する

団体で収集運搬ということを行う計画でござい

ます。 

 そこの集積場所等が、どうしていくかという

ことも、まだはっきりとしたことが、まだでき

ていないのが実情でございますが、そのために、

先進地におけますシステムは調査していかなき

ゃいけない。来年度には、モデル地区、または

団体と共同しまして、分別収集、運搬までのシ

ステムを構築しまして、地域を拡大していきな

がら、工場の操業にあわせて搬入できるように

取り組みたいと、このように考えております。 

 また、市民への啓発指導でございますが、資

源ごみの分別とか、生ごみの減量化について、

日々の業務とか、市の広報誌、ケーブルテレビ
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等を通しまして、市民への浸透を図っておりま

すが、バイオマスタウン構想の実現化に向けて、

さらに市民との共同体制が必要となっていると

いうことで、堆肥化工場の計画と並行しまして、

取り組みを進めていかなきゃいけない。 

 また、工場建設地の皆様方にも、御説明をき

ちんとしていかなきゃいけないというふうなこ

とも思っています。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 皆さん、おはようご

ざいます。教育長、中平議員の一般質問にお答

えをいたします。 

 宿毛小学校の校舎建築についての質問であり

ますけれども、まず、教育委員会といたしまし

て、学校建築における基本的な考えを述べたい

思います。 

 市長、それから中平議員のほうで、いろいろ

お話がありましたので、重複するところもあろ

うかと思いますけれども、私どもの考えており

ます基本的な考えを、まず述べさせていただき

たいと、このように思います。 

 これまで学校施設の建築におきましては、今

までもそうでありましたけれども、教育施設の

整備につきましては、学校生活を送る児童生徒

を中心に据えまして、児童生徒が安全で安心し

て学校生活をおくる。また、可能な限りにおい

て、教職員、児童生徒が教育活動を行う上で、

支障が出ることがないように、スムーズな運営

ができるような施設を設置することを念頭に置

きまして、担当課、市長部局に要請をしてまい

りました。 

 来年度から建設に向かって取り組んでまいり

ます宿毛小学校と、現在の宿毛小学校と松田小

学校の統合校舎につきましても、耐震の施設で

ありますことはもちろんでありますけれども、

統合時の児童数を考慮をいたしまして、必要な

普通教室であるとか、理科室、音楽室などの特

別教室の確保、それぞれの教室の適切なスペー

スの確保、それから教職員が利用しやすい職員

室であるとか、児童生徒や教職員が作業する場

所の確保、児童や教職員が校舎内をスムーズに

移動できることができる通路の確保であるとか、

それから、学校施設として、基本的な機能を備

えていることを基本といたしまして、より使い

やすい、使い勝手のいいものをするために、現

場の教職員からも意見を聞きながら、可能な限

り、施設の設計に生かしていきたい、こんなに

考えております。 

 これらの基本的な考えに基づきまして、建設

課に話し合いを進めてまいりますけれども、先

ほど、市長からの答弁もありましたように、教

育委員会の基本的な考えを尊重をしていただき

ながら、まちづくりの観点から、市街地のシン

ボル的な施設として位置づけをすることは、市

街地活性化という観点から、意義のあることで

あろうと考えております。 

 いずれにいたしましても、施設のデザイン等

が優先されて、学校運営を行う上で必要な、基

本的な施設建設の考えが通らないということに

ならないように、担当部局とも十分協議をして

まいりたい、こんなに考えております。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 先ほどの中平議員のバ

イオマスタウン構想の関係で、ちょっと答弁漏

れがございましたので、話をさせていただきま

す。 

 いわゆるトン当たり、堆肥化工場を運営する

方での話でございますね。これは、現在、計画

しております年間１，５００トンの規模では、

処分料金等の工場収入のみで運営することは、

到底かなわないということは認識しております。 

 一般財源から、どうしても補っていかなきゃ
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いけないだろうというふうなことを思います。 

 一方で、幡多クリーンセンターでの溶融ごみ

を減量化することで、そこのほうの負担金の削

減効果が出てきますし、一次産業と連携しまし

た加工産業への支援にもつながるものでござい

ますので、これらの効果も精査しながら、循環

型社会の構築をリードする施設として、進めて

いきたいなと、このように考えております。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） ６番、再質問をいたし

ます。 

 まず、堆肥化工場についてでありますが、ど

のように家庭ごみを集めていくのかというのは、

今からまだ先進地を調査をしてということで、

まだはっきりしていないというふうに受けとめ

ました。 

 それで、私、先ほども言ったのは、家庭ごみ

からの生ごみですよね。こちらのほうを中心に

すべきだという考え方を述べさせていただきま

して、市長も同じような考え方ではあるが、現

在の予定量は全体の６．６％、これを緩い形で

１００％に持っていくような想定をしていると

いうふうに理解をいたしました。 

 先ほど、赤字が出るのではないかという私の

指摘に対します答弁の中で、溶融ごみのほうが

一番初めの答弁でもありました、億かかってい

るという形の中で、このごみの減量化が課題で

ありまして、この減量化をすることによって、

溶融炉に対する、かかっている費用のほうが減

額できるから、そういう試算をされていると思

っております。 

 そこで、何が言いたいかと申しますと、これ、

企業系のごみだけを集めたり、企業や団体です

よね。集めたり、その原料をもとに堆肥化工場

を運営すること自体は、市民の税金を使って、

赤字補てんをするだけであって、市民に対する

利というものが、利益がどこに生まれるのかな

という、そういう思いがします。 

 だから、早い段階で家庭ごみを１００％に持

っていかなければいけない。それがこれからの

宿毛市の課題になってくるのではないかなと、

そういうふうに思っております。 

 そこで、以前も紹介をさせていただきました

が、私たちも行きました北海道の三笠市は、人

口が約１万５００人、ほとんど１万人ですね。

こちらで年間１，１００トンの堆肥可能な生ご

みが排出されておりますが、これのすべてが堆

肥化の原料となって、運営をされております。 

 それで、ここは委託を、外部に委託している

んですが、委託料は３，３００万の予定だと、

当時はお聞きをしております。 

 また、私たちの先輩たちが視察をされた山形

県長井市のほうでは、こちらが２万９，０００

人の人口とお伺いをしておりますが、世帯数で

いうと９，５００世帯のうちの５，０００世帯

が参加をしまして、生ごみ年間１，２００トン

が原料として集められております。 

 そこで、人口約２万３，０００人、そして世

帯が約１万世帯の、この宿毛市であれば最低で

も１，０００トンぐらいはごみを集めることが

できないのであれば、循環型社会の構築という

ふうな形での、バイオマスタウン構想の中での

位置づけにはなってこないのではないかなとい

うふうに考えております。 

 以前、宿毛市は、平成２１年３月に生ごみ処

理機１００基を試験的に一部の地域に配置し、

肥料としてごみの減量化に取り組むために５０

０万円を補正予算で計上し、そして本議会の中

で、本議会といいますか、私たち議会の中で議

会議決をいたしました。 

 しかしながら、この事業は実行をされており

ません。こういった取り組みの積み重ねによっ

て、市民のごみに対する意識が変わってくるの

ではないかなというふうに期待しておりました
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ので、大変残念な結果となっております。 

 私自身も、早期のバイオマスタウン構想の実

現、循環型社会の実現を願ってきたひとりでは

ありますが、その工場を建設、ハード事業です

よね。そちらを進めていく前に、もっともっと

市民の方々とのヒアリングといいますか、話し

合いをしなければいけない、そういう課題がた

くさん残っているように思われてなりません。 

 現在の状況で、もし工場のほうを建設すると

いうことであれば、時期尚早であるのではない

かと考えますが、この工場をいつごろ建設され

る予定なのか、市長にその点についてお伺いを

しておきたいと思います。 

 そして、学校のほうの校舎建築について、教

育長のお考えといいますか、どちらかというと、

執行部に対して、これだけのことはものを申し

てますよと、そういったお話をお聞かせしてい

ただきました。 

 そこで、私、このあと市長にちょっと質問し

ますが、その後にもう一度お伺いしますので、

そのときで構いませんが、私、聞きたかったの

は、そういった宿毛市のシンボル的な建物を小

学校として建築することによって、子供たち、

そこに通う子供たちにとって、どういった意味

で教育的な効果があるのかなという思いもあり

ましたので、その点についても、普通の新築の

校舎と、そういった宿毛市のシンボルのような

学校に通うのと、どういうふうな子供たちの教

育的効果の面で違いがあるのかについてを、後

でお聞きしたいと思いますので、答弁のほうを

よろしくお願いをいたします。 

 この件について、市長に再度、御質問をいた

します。 

 例えば、市内に、今回でしたら小学校ですの

で、小学校が１校しかなければ、このような学

校を建てても、本当にいいのかなというか、す

ばらしいことなのかなという思いもいたします

が、現在、耐震補強すらできていない学校が、

市内にはあります。当然、補強等、建てかえ等

に向けて、計画は策定されているわけですが、

こういった１校だけ突出したような、シンボル

的な学校を建てることは、どうかなという思い

もある中でお伺いしますが、今後の建築予定と

してあがっている宿毛と橋上中の統合した後に

建てようとされる平成２６年からの建築予定の

ものであるとか、平成２９年の東中学校である

とか、平成３０年からの山奈小、平田小の統合

後の学校であるとか、こういったものも、それ

ぞれすばらしい校舎、今回のような形で建てら

れることを計画されているのか、その点につい

て市長にお聞きをいたしておきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、中平議員の再質

問にお答えいたします。 

 堆肥化工場、いつごろ建てるかということで

ございます。先ほど申し上げましたように、ち

ょっとまだ建設地と予定地とのお話し合いが、

まだ合意をされておりません。 

 そういった形で、こちらが建てていきたいと

思っている場所と地域の方々と合意がなされて

からの出発点になろうかと思いますので、恐れ

入りますけれども、ここでいつやりますという

わけに、なかなか地域の方々との思いもござい

ますので、言えないところがありますので、で

きれば皆さん方の、地域の皆さんとの合意が得

られた段階で、設計にもっていきたいというふ

うなことを思っております。 

 それから、学校の件でございますけど、これ、

教育長、先ほど申し上げましたけど、私はもう、

ここの中心市街地の活性計画の中に、基本計画

の中に、区域の中に入っている関係から、そう

いった言葉も使わせていただいております。 

 やっぱりそのまちに合った形というものがあ
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るんではなかろうかと。この宿毛の市街地にあ

るから、そこだけ立派ということには、なかな

かならないというふうに、私は認識しておりま

す。 

 それから、これから建っていかなきゃいけな

い宿毛中学校であるとか、東の方の学校ですね、

これもやっぱり生徒さん、それから職員の皆さ

んにとっては、先ほども申しました大前提があ

ります。そういった環境、使いやすい環境のい

い学校、やはりこれもせっかく建てるんであれ

ば、そこの地域に合った形で、立派な学校を建

てていきたいというふうなことは思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） ６番、若干、再質問を

いたします。 

 先ほど言いましたように、教育長のほうにち

ょっと質問をいたしたいと思います。 

 小学校の建築についてであります。市長のお

考えも、今、お聞きをいたしまして、宿毛小学

校だけ、中心市街地の今回の事業にのっかって

建てるわけですが、その以外の部分も、随時、

いいものを建てていただけるというふうな答弁

で受けとめてよかったのかなというふうに、自

分自身は思っております。 

 そういった中で、そういった学校を、先ほど

言いましたように、建てることによっての、よ

そと違う学校での教育効果的な美術館とかを設

計された方々が建てるものでありますから、何

かちょっと、外から見て、よそとは異質なもの

が、すばらしいものができるのかなとは思いま

すが、それに対する教育効果というのはあるの

かなというのを、まず教育長にお聞きをしたい

のと、それから、現在、先ほども若干言いまし

たが、市内の小学校を見たときに、耐震補強が

なされていないばかりではなくて、施設の老朽

化が激しくて、とてもじゃないですけれども、

整備されているとは思えないような学校の施設、

学校が見受けられます。 

 一例として、ここにあげてみますと、トイレ

を見たときに、市内のほとんどの学校に、いま

だに水洗化をされていない、俗に言うぽっちゃ

んトイレ、こちらのほうがあります。 

 環境課は市民の皆さんには水洗化に向けての

取り組みをするようにとお願いをしているとこ

ろだとは思いますが、このぽっちゃんトイレ、

低学年の児童にとっては危ないばかりではなく

て、大変、衛生的にもよくないと、そういうふ

うに私は思っているのでありますが、こういっ

た状況の、宿毛市の現状の中で、そういったシ

ンボル的な小学校の、シンボル的なような建物

を、小学校として建てるというのはどうなのか

なという思いもあって、１点お聞きをします。 

 今回、子供たちがどの学校に通うかを決める

校区制を、教育委員会のほうは厳しくしたと思

います。学校施設を子供たちは現在、選べませ

んよね。自分の校区に通わなければいけないと

思います。校区外のあそこの学校がすばらしい

から、そこの学校に僕は通うよ、お母さん、お

父さんと言われても、両親も困るわけです。 

 そういった状況の中で、余りにも突出した、

立派な施設をつくることは、学校施設間の不均

一と申しますか、そういったあっちはすばらし

い学校、僕の学校は何でこんなに整備されてい

ないのか。そういった意味で、子供たちの心に

悪影響を及ぼすような結果になるのではないか

というのが、一つ危惧としてあります。 

 その点について、教育長の見解のほうを求め

ておきたいと思います。 

 そして、再度、堆肥化工場についてですが、

家庭ごみの話は、一定、話わかりました。僕の

思いとしては、やはり、もっともっと市民の皆

さんに協力を願えるようなお話し合いを持って
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いくべきだと思いますが、この事業系の、ちょ

っと視点を変えまして、事業系のごみを原料と

して１，４００トンですか、集めるということ

ですが、まず、現在、原料をいただこうと予定

をしている、そういった企業や団体とは、ヒア

リングはできたというお話は、ヒアリングとい

いますか、聞き取り調査ですか、聞き取り調査

はいたしたというお話がありましたが、話し合

い、詰めた話し合いができているのかという点

で、若干、御質問をしたいと思います。 

 この件について、いろいろな業者のところに

出向いて、お話を聞いてみますと、まず、ユズ

をそういった堆肥化しているところで話を聞く

と、ユズは酸が強くて、房の部分を入れてしま

うと、菌が死ぬそうであります。皮と房を分け

てから、皮だけを持ち込まないといけないとい

うお話を聞きましたが、ナオシチもユズ系の、

酢ミカンですよね。同じような処理が必要にな

ってくると思いますが、こういったことは考え

られておられますでしょうか。 

 そして、また、水分が多いと、菌に大変負担

がかかって、効率も悪く、また菌が余分に要る

そうです。１対１の、菌と原料１対１のところ

を、もっと菌のほうをふやさないといけない、

そういったこともありまして、芋焼酎のような

搾りかすは、前処理として脱水機にかけないと

いけない。そして、脱水機から出てくる廃液に

ついては、またそれぞれ処分をしていただかな

いといけない、そういうお話も聞きました。 

 そして、現在、宿毛市から、飼料として、原

料として運ばれている物は、その収集運搬を堆

肥化工場のほうがしております。もし本市のほ

うの工場に持ってきてもらうということになれ

ば、この運搬についても、またいろいろな問題

が発生してくるとは思います。 

 そこで、何が言いたいかといいますと、どれ

もが原料として、トン１万３，０００円で受け

てもらう、払うお金以上に、別の経費が、ここ

で発生してくる状況になってくると思います。 

 現在、企業や団体は、既に何らかの方法で、

自分たちのところから出るごみを処理している

現状の中で、何かメリットがないと、このうち

の工場、宿毛市がしようとする工場のほうに協

力をしていただけないのではないかなというふ

うに思うわけですが、例えば、そのメリットを、

受け入れのトン１万３，０００円を１万円にし

ますよと。値段を下げますよというふうにする

とすれば、先ほど来から出てきているように、

この原料の中で占める割合が、このごみが９

３％以上なんですよ。だから、溶融炉に入れて

いるごみを減量化して、溶融炉の負担金を減ら

しますよと言っているごみは、わずか１，５０

０トンの中の７％未満にすぎない。９３％は企

業からいただくお金で、この工場を運営してい

かないといけない今の計画の中で、この堆肥工

場は大変な、大赤字の工場になってしまうので

はないか、そういう思いがしてなりません。 

 こういったのも含めまして、この１，４００

トンという数字自体も、業者と詰めた話ができ

た中での出てきた数字なのかをお聞きしておき

たいと思います。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 中平議員の再質問にお

答えします。 

 原料の排出元となる企業や団体との話し合い

ということだろうと思いますが、廃棄物量の聞

き取り調査の際には、協力的なお話、聞いてい

るわけでございます。 

 が、その分別することの困難さというのもご

ざいます。料金設定についての御質問もござい

ます。今後、堆肥化工場の計画とか、分別、保

管方法、これらについては、具体的な提案、し

ていかなきゃいけないだろうと。今まで聞いた
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話の中を受けて、それを企業、団体と話し合い

の機会を持って、原料の確保とか、それからい

わゆる採算性の問題も、我々としてあるわけで

ございますから、幾らで受け入れて、企業との

合意ができるか。そしてまた、これが、採算が

とれるのかとれないのか、そういったものも含

めた形で、今も検討もしておりますので、これ

から相手のある話でございますから、我々も数

値的なものにつきましては、やはりこれを赤字

のままで、ずっと赤字でございますというわけ

には、なかなかいかないと思いますので、そう

いったものも含めて、きちんとした計画を、数

値として話すようにしたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 教育長、中平議員の

再質問にお答えをいたします。 

 大変、回答のしにくい質問でありますけれど

も、学校の施設、建築施設につきまして、こう

いう効果を期待をして設計をお願いしたと、そ

ういう視点ではありませんので。 

 今回の宿毛小学校、新しい宿毛小学校につい

ての建設につきましては、中心市街地活性化、

それからコミュニティースクールを充実させる、

そういう視点で建設をお願いをしていると思い

ます。 

 それから、その中で、やはり文教の里、宿毛

の地に合うデザインという視点もあると思いま

す。それは、いろいろ、宿毛市街地だけが活性

化を図って、よそ、先ほど松浦議員のお話もあ

りましたけれども、里が栄えるということも大

事でありますけれども、パイロット的に宿毛の

市街地、文教の里を中心に活性化をして、それ

を里に広めるという、そういう考え方もあろう

と思います。 

 我々教育委員会として、学力向上のために、

こういう建物を建てて、こういう効果があろう

というような考えは持っておりません。 

 しかし、先ほど来、申し上げておりますよう

に、学校として教職員、それから生徒が使いや

すい、そういうことをお願いをしていると、こ

ういうことでございます。 

 いろいろ教育効果につきまして、そういうモ

デル的な学校を建てて、こういう効果があると

いう、今、データを持っておりませんので、な

かなか、我々が今度計画をしております宿毛小

学校について、教育効果はいかにと問われまし

ても、なかなか的確にお答えはできないかもし

れませんけれども、今、教育委員会のスタンス

はそういうことであります。 

 しかし、今、宿毛小学校が建設されようとし

ております校舎につきましては、特にデラック

スで、いろいろな設備が、よその学校と比して

ぜいたくなものであるとは考えておりません。

やはり、それぞれの学校と均衡のとれたような

建築費であるようなことをお願いしていきたい

と、こういうふうには考えております。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） ６番、再質問をいたし

ます。 

 まず、今、答弁を教育長からいただいた校舎

建築についてですが、その学校施設の不均一に

よる子供たちの心への悪影響という部分を、再

度、ちょっと教育長の考え方をお聞きしたいと

思います。 

 特別に今、ぜいたくな学校を施設的につくる

んではないということを、教育長のほうはお考

えのようでありますし、市長のほうからも、特

に建築費、高いようなものをつくるつもりもな

いし、設計額については、通常と同じような形

でお願いをしていきたいということのようでご

ざいます。 

 ちなみに、僕が勘違いをしていなければ、小
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筑紫、せんだって建てられました小筑紫小学校

の場合は、設計額は建設費の約３％ぐらいじゃ

なかったかなというふうに思っておりますので、

そういったふうな形になってくるのかなという

ふうに認識をいたすところであります。 

 その点について、学校施設の不均一について

の子供たちへの影響がないのかということをお

聞きをしておきたいと思います。 

 それから、今後の学校も同じように、それぞ

れの地域にとって、すばらしい建物の、小学校

を建てていただきたいなという思いもいたして

おりますので、それもつけ加えさせていただい

ておきます。 

 それで、堆肥化工場について、特に再質問は

ございませんが、一つお願いをしておきたいの

は、もう見切り発車をして工場は建てたが、材

料が集まらないという形にだけは、ぜひならな

いようにお願いをしておきたいし、何よりも工

場の、先ほどから言うように、材料の中心は家

庭から出る生ごみであって、それの収集方法が

確立できていないにもかかわらず、企業とか団

体系のごみをあてにして、工場を建設をすると

いうのでありましたら、根本的な考え方が違う

ので、バイオマスタウン構想の中での位置づけ

から、計画変更の必要があるのではないかとい

うふうに思ってますので、それをつけ加えさせ

ていただいておきたいと思います。 

 教育長、お願いをいたします。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 教育長、中平議員の

再々質問にお答えをいたします。 

 シンボリックな学校建築において、児童生徒

が不均一を感じて、学校の教育活動に支障を来

す懸念があるのではないかという御質問であり

ますけれども、先ほど申しましたように、その

外観につきましては、いろいろ世界的に有名な

方がつくるのでありますから、風変わりなと言

いますか、変わったデザインになるかもしれま

せんけれども、中身においては、変わらないよ

うに、使いやすいようにというお願いをしてま

いります。 

 そして、子供たちに、自分たちの学校と比べ

て、なかなか見劣りがすると。自分たちの学校

は宿毛小学校と比べて、新しい小学校と比べて

見劣りするということで、自尊感情が損なわな

いように、そういうような設計になるように、

我々もお願いしていきたいと。それが我々の努

めではないかと。 

 その宿毛小学校、あんなにすばらしい学校が

できて、我々の学校はという、特に中平議員が

おっしゃりたいのは、これから建てかえのない、

耐震補強で対応していく学校については、その

ことについて、教育委員会としても目配り、気

配りをしながら、学校の先生たちと協働で取り

組みをしたいと、こういうふうに思っておりま

す。 

 そのことについては、努めてまいりたいと、

こんなふうに思っております。 

○議長（寺田公一君） ６番中平富宏君。 

○６番（中平富宏君） ６番、南海地震もいつ

来るかわからない状況の中で、宿毛小学校を一

日も早く建てかえていただきたいというのは、

私だけではなく、ここにおられる皆さん全員の

思いだと思います。 

 ただ、その結果、使い勝手の悪いようなもの

ができても困りますので、十分、子供たちのこ

とを考えて、先生ともお話をしながら、教職員

の方々ともお話をしながら、みんなにとってす

ばらしいと思えるような、そういった学校の建

設に向けて努力していただきたいことをお願い

いたしまして、私の一般質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） この際、午後１時まで

休憩いたします。 

午前１１時２３分 休憩 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午後 １時００分 再開 

○議長（寺田公一君） 休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 ３番野々下昌文君。 

○３番（野々下昌文君） ３番、野々下でござ

います。通告に従いまして、一般質問をさせて

いただきます。 

 初めに、市長の政治姿勢についてお尋ねをい

たします。 

 私たち青雲会、一新会は、１０月２８・２９

日と、兵庫県養父市、京都府京丹後市へ行政改

革、議会改革の取り組みについて政務調査を行

ってまいりました。 

 ７月の行政視察に続き、大変感動的な視察と

なりました。 

 まず、養父市のまちづくり基本条例の取り組

みであります。 

 養父市は、人口２万７，６２３人、面積４２

２平方キロで、４町が合併してできた、本市に

よく似た山合いの町であります。 

 自治基本条例については、９月議会において

同僚の今城議員が基本条例の必要性について質

問をしております。同じ趣旨になろうかと思い

ますが、養父市のまちづくり基本条例を紹介し、

お尋ねをしたいと思います。 

 養父市のまちづくり基本条例は、少子高齢化、

急激な人口減少が進む中、１０年後、２０年後、

人口が減り、税収が減り、職員が減り、今の行

政組織を維持できない状況になる。郊外では、

住民が孤立化をし、地域コミュニティーが崩壊

していく。そのときにどうやって市民の人権や

暮らしを守るのか。そのためには、今、どのよ

うな地域自治組織を作っておかなくてはいけな

いのかということを、まちづくり基本条例の柱

にし、１６人のメンバーでまちづくり委員会を

設置し、ワークショップ方式により、協議を繰

り返し、策定に至っております。 

 ９月議会の同僚議員の質問に対して、市長は

答弁の中で、地方分権の進みぐあいを見ながら、

調査研究を進めていき、いざというときに条例

がきちんと発効できるような体制で取り組んで

いくと、前向きな答弁をされております。 

 多くの先進地では、２年、３年かけて策定に

至っており、また、むしろそこに至るプロセス

が重要視されます。 

 策定に至る時間、中でどれだけ多くの市民と

の意見交換や、自分たちの町をともにつくって

いくという意識の共有があろうかと思います。

いざというときに、条例をきちっと発効できる

体制というのは、とりかかっていてこそできる

ことだと思います。決して慌てることはないで

すが、大切なことは、より多くの市民が、市政

を身近に感じ、宿毛市の未来をともに考え、と

もに成長することだと思います。 

 そこで提案ですが、平成２６年に市制施行６

０周年を迎えます。この６０周年に向けた取り

組みとして、市民、行政、議会、市長の責務や、

その関係性を明確にして、１０年後、２０年後

の宿毛市を見据え、一貫性のある基本条例の制

定に取りかかってはどうか。また、私が３月議

会で提案しました市長と語る会についてであり

ますが、市長は答弁の中で、今年度予算が議会

で決まったら、区長さんにもお願いをして、話

に行かせていただきたいとの答弁でありました

が、きょうまでどこの地域で、何回の語る会が

行われたのか、お尋ねをいたします。 

 次に、公共交通政策についてであります。 

 この問題についても、同僚の松浦議員が９月

議会において質問をされております。今回、京

丹後市の上限２００円バスの取り組みについて、

調査を行ってまいりましたので、紹介をし、質

問に入りたいと思います。 

 京丹後市は、京都府の最北部に位置し、２０
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０４年、６町の合併で生まれ、面積は５００平

方キロ、中山間地が多く、高齢化と過疎化が進

行する地域であります。同市の取り組みの特徴

は、路線バスの再生を行ったところであります。 

 路線バスの利用者は、年をおうごとに減少し、

赤字を補てんする補助金は、年々ふえ続ける悪

循環の中で、同市の企画政策課が取り組んだの

が、利用者がふえれば財政支出が抑制でき、同

じ公費を負担するなら、空気を運ぶより乗客を

運ぶほうが住民福祉の増進になり、税金の有効

な使われ方、との基本方針のもと取り組んだの

が、大人１回乗車上限運賃２００円、子供は半

額の上限２００円バスであります。 

 この取り組みにより、本年９月、運行開始か

ら満４年を迎え、利用者が導入前の２倍を超え、

路線によっては３倍になったところもあり、財

源支出も、２００７年が５４０万、２００８年

が２，０００万、昨年が２，４００万圧縮する

ことができております。 

 過疎地で公共交通を活性化できた事例として、

今、全国的にも注目を集めているところでもあ

りました。 

 もちろん、バス代を２００円にしたから成功

しているわけではなく、全市民へのアンケート

を初めとする調査研究、事業者のＰＲ活動など、

不断の努力があることはいうに及ばないことで

あります。 

 市長も、９月議会の答弁の中で、今後の公共

交通政策については、根本的な形での問題を考

えなくてはいけないときにきているというよう

な話をされておられました。同市のような発想

の転換も、一つの案ではないかと考えます。 

 そこで、定住自立圏構想の中で、利便性向上

へ向けた地域公共交通の充実ということが、課

題の一つにもあげられております。国の地域活

性化再生事業補助金なども活用し、幡多地域で

の高知西南地域公共交通協議会の検討課題とし

て取り組むことはできないか、お伺いをいたし

ます。 

 また、本市に置きかえれば、橋上スクールバ

スに混乗という形で運行されておりますが、昨

年度の利用実績を見ますと、稼働日数が２９７

日、一般混乗人数が５８１人、収益が１２万３，

９９０円で、１日平均に換算しますと、利用人

数は１．９５人、約２人、収益は４１７．４円

となっております。仮に上限２００円の運賃で

考えますと、１人がどこからでも１往復したこ

とと変わりはありません。 

 市長が言われるように、病院や買い物に利用

しやすい時間帯にもう１便あれば、高齢化が一

段と進む中、安全面や経費のことを考えると、

乗用車からの乗りかえも、また往復で１，００

０円前後もかかる坂本や楠山の方たちの利用者

もふえるのではないかと考えますが、このよう

な取り組みはできないのか、お伺いをいたしま

す。 

 次に、いじめ・自殺根絶への取り組みについ

てでございます。 

 １０月２３日、「やっぱり友達っていいな」

と題した漫画をノートに残し、群馬県桐生市の

小学６年生の少女が、みずから命を絶ちました。 

 それから２週間たって、彼女が通っていた学

校による調査結果が明らかにされ、学校は初め、

いじめの存在を認めなかったわけですが、報告

では、複数の子から心ない言葉を投げかけられ

たと。ひとりだけで給食を食べていたことから、

いじめはあったと判断をしたということでした。 

 ただ、自殺との関係は明らかではないとして

おります。本当に小さな心の叫びを、どこかで、

だれかが受けとめられなかったのかと、痛みが

胸に突き刺さる思いがいたします。 

 全国各地で子供の自殺が報道されております。

１１月２２日、札幌市教育委員会は、同市中央

区の市立伏見中学校２年の女子生徒が、その日
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の朝、いじめをうかがわせる遺書を残し、飛び

降り自殺をしたと発表し、１１月１４日、千葉

県市川市の中学２年生男子生徒が自殺し、学校

側は、原因がいじめとは特定できないが、要因

の一つであるという認識は持っていると、苦渋

の説明をしておりました。 

 ６月には川崎市の中学３年の男子生徒が、友

人のいじめを救えなかったなどとした遺書を残

し、自殺した事件も記憶に新しいところであり

ます。 

 ９月に発表された文部科学省の問題行動調査

では、全国の小・中学校が２００９年度に把握

した児童生徒の暴力行為は、前年度比２％増の

６万９１３件、初めて６万件を超えていること

が明らかになっております。 

 自殺した児童生徒は、前年度より２９人ふえ、

中高生で１６５人となっております。 

 また、群馬県桐生市の小６少女の自殺の背景

には、クラスが学級崩壊に陥っていた問題が浮

き彫りになり、毎日新聞が全国の都道府県教育

委員会に、学級崩壊について取材したところ、

継続的な実態調査をしているのは、全国で４分

の１に当たる１３府県。マニュアルで明確な指

針を示していると回答したのは１６道府県にと

どまっていることもわかったと報道をされてお

ました。 

 未来ある子供たちが、死をもって訴えようと

したことはなんだったのか、耳を澄ませて、必

死で探らなければならないのは大人の責任であ

ります。 

 本市の子供たちのかけがいのない未来を守る

ために、お伺いをしたいと思います。 

 本市の小・中学校におけるいじめの実態、ま

た子供たちの発するＳＯＳに、どのように反応

し、いじめとどのように向き合っているのか、

お伺いをいたします。 

 また、本市の小・中学校における学級崩壊の

実態と、その対策について、伺います。 

 次に、発達障害やその他の文字を認識するこ

とに困難のある児童・生徒の学習支援、マルチ

メディアＤＡＩＳＹについてお伺いいたします。 

 発達障害を抱えた児童・生徒への支援ツール

として、新たに開発されたマルチメディアＤＡ

ＩＳＹがあります。ＤＡＩＳＹは、もともと視

覚障害者のための録音テープにかわるものとし

て開発されました。これをさらに、文字と音声

と映像を組み合わせたものがマルチメディアＤ

ＡＩＳＹです。パソコンで音声を聞きながら、

同時に文字や絵や写真を見ることができ、読ん

でいる箇所がハイライトされるので、どこを読

んでいるのかわかるようになっております。 

 わかりやすい例をあげれば、カラオケを歌う

とき、テレビ画面の文字の色が変わっていくよ

うなイメージであります。 

 印刷物だけでは、情報を得ることのできなか

った人々への支援ツールとして、活用が始まっ

ており、将来は学習障害、ＬＤや発達障害のあ

る人だけではなく、高齢者を初め、すべての人

に活用を試みる計画も始まっております。 

 発達障害や、その他の障害がある児童・生徒

のための拡大教科書やＤＡＩＳＹ教科書は、特

別支援教育の学校現場や保護者の間で、大きな

効果が得られることが認められてきました。 

 しかし、これまでは法律の制約から、その使

用は一部に限られていました。２００８年９月、

教科書バリアフリー法と著作権法の改正により、

これまでの制約が大幅に緩和され、ＤＡＩＳＹ

版教科書が作成できるようになり、ことし１月

１日より、著作権法がさらに施行されることに

より、発達障害も含まれ、文科省検定教科書も

ＤＡＩＳＹ版教科書として活用できるようにな

りました。 

 宿毛市では、既にすべての学校にパソコン対

応のテレビが設置をされております。ＤＡＩＳ
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Ｙ版教科書を活用できる環境は整っています。

したがって、宿毛市は先駆的に活用ができるの

ではないでしょうか。 

 また、発達障害児童・生徒がふえている現状

を考えますと、すべての小・中学校において、

マルチメディアＤＡＩＳＹの活用を進めること

は有効なことだと考えますが、あわせて見解を

伺います。 

 さらに、ＩＣＴ教育や、マルチメディアＤＡ

ＩＳＹの活用を進めるためには、教職員の機器

活用や、新たな指導方法、研修は欠かすことは

できないことだと考えます。教員の研修につい

ても、積極的な取り組みが不可欠と思いますが、

御意見を伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、野々下議員の一

般質問にお答えをいたします。 

 まちづくり基本条例の制定でございます。前

回も少し、今城議員の御質問があったように、

ちょっとお答えをさせていただきました。 

 それからのことでございますが、自分でいろ

いろと、各基本条例を見させていただきました。

それから、その中で感じたことが、簡単なもの

だなというところと、非常に難しいなというと

ころと、こういうふうな思いを持っています。 

 それで、自分で少しずつ、手で書いてみない

とわからないという部分もあったり、いろんな

思いがあって、まちの中でですね。そういう思

いで書きつつあるんですが、まだほとんど成案

というまでには至ってないのが実情でございま

す。 

 それで、今回、来年度から始まります振興計

画、宿毛市のですね。そういったものが１０周

年、１０年間のことを決めていくわけでござい

ますから、そういったものとの関連性というも

の、整合性というものもとっていかなきゃいけ

ないだろうというふうなことも思っております。 

 それからまた、今の情報収集の中で、思いま

したのは、この制定している自治体でございま

すが、大体、合併した自治体が多いようでござ

いますね。 

 それから、合併まで、その自治体単位で実施

した施策を、一体的な取り組みをするための基

本ルールとして、これはやっぱり位置づけるこ

とが必要であったんじゃなかろうかというふう

なことを思っております。 

 制定に当たりましては、市民からのニーズを

もとに、国、県、市町村並びに住民の役割分担

を明確化する必要があろうかと思います。 

 これ、きちんとした思考、思いの中で時間を

かけて策定していく必要があろうかというふう

に思います。 

 恐らく、我々も合併したんであれば、このよ

うな形で、全体の中でのまちづくり基本条例と

いうものが、もっと早く、やっぱりやらざるを

得なかったんじゃなかろうか、そういうふうな

ことを思っております。 

 地区長連合会の皆さんと、本当に真剣な議論

を、協議をして、それにはもともとの原案たる

ものを、やっぱり我々は示していかなきゃいけ

ない。その示すまでにも、まだ至っておりませ

んが、そんな形で、状況は今、そういう状況で

ございますことだけお伝えをさせていただきま

す。 

 それから、野々下議員からの御提案もありま

した市民と語る会について、これ、予算がそれ

ぞれの地域に関係をしてくるものですから、ぜ

ひ、各地域に出向いていって、予算説明したい

なという思いでおりました。 

 ただ、これは相手方のある話でございまして、

なかなか時間等とれないものがあったり、地区

長さんの都合とかいろいろありまして、残念な

がら、一地区だけで実施しているという状況で
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ございます。 

 来年度から、また来年度の話をするわけでご

ざいますけれども、議会のほうに上程して、御

承認いただければ、その予算について、各地域

にかかるものについては、できるだけ開いた形

で、予算書をもって地区にも御説明にまいりた

いと、このようには思っておるところでござい

ます。 

 次に、公共交通政策でございますが、皆様、

ここでは御存じのとおりでございますけれども、

宿毛は公共交通の縮図かなと、私は時々思って

いるんです。 

 というのは、鉄道があります。それから、こ

れは民間ですけど、バスがあります。そしてま

た、島に行くための巡航船があります。それで、

九州へ結ぶためのフェリーがございます。もち

ろん、そのほかの準公共といいますか、タクシ

ー等の会社もあるわけでございますけど、いず

れも赤字の会社ばっかりでございまして、そう

いった中に、公共のお金をつぎ込んでいってい

るのが現状でございます。 

 非常に、厳しい状況で、公共交通政策につい

ては、何とか根本的に解決する方法がないもの

かというふうなことを、いつも悩んでおるわけ

でございます。 

 ことしから高知県のほうにも、公共交通の経

営関係で、検討会が今、なされておりまして、

自分もそのメンバーとして行っているわけでご

ざいます。 

 乱暴な言い方だろうとは思いますが、鉄道を

やっぱり通じている以上は、鉄道の時間帯に合

わす。我々のところまできている鉄道は、岡山

の新幹線に合わせている部分もあったりして、

いわゆる全国のベースから来ているのが、今の

時間帯でございます。 

 そういうふうなことを考えますと、例えば、

高知県内の公共交通。公共交通そのものは、や

っぱり便利じゃないと、なかなか皆さんが利用

してくれないんじゃなかろうかというふうなこ

とを、私自身は思っておりまして、くろしお鉄

道が特急列車を、大分、廃止されました、一時

期。それには、ひとりだけ反対を、私はしたわ

けでございますけど、押し切られた形で、今、

特急は非常に少ない。 

 そうしますと、不便になってくるわけです。

我々の首都圏は高知市でございますから、高知

市へ行くのにもなかなか不便をかこつというふ

うになりますと、どうしても中村からの特急だ

と、道路が中村まで２０分か３０分以内でいき

ます。そうしますと、鉄道に乗るにしても、中

村駅から乗ったほうが、皆さん便利になるわけ

ですね。そうすると、宿毛線は乗ってもらえな

くなるとか、そういうふうな弊害があったりし

ております。 

 だから、やっぱり乗る方、利用する方に便利

でなきゃいけないんじゃないか、そういうふう

なことをいつも思って、どうすれば便利になる

だろうかというふうなことを考えましたときに、

鉄道がある以上は、鉄道に附随した形でバスの

連絡網を、時間帯をつくっていく。 

 例えば、鉄道がついてバスがあちこち行くの

に１時間も間があったら、これはだれもバスに

乗りません。そういった形で、鉄道がつけば、

１０分後にはもうバスが出ていくよとか、あち

こちいくよとか、そういう話。 

 それから、地域内の交通を考えますと、どう

してもバスが公共交通だと言わざるを得ないと

思います。そうしますと、何に使うんだろう、

バス。公共交通をと考えましたときに、高齢化

も進んでおります関係で、使うのは幡多けんみ

ん病院へ行くかなと。それから、年配の主婦の

方々は、買い物かなとか、そういうふうなこと

を考えますと、その方々のニーズに合った時間

帯に運行していただく、そういうのが一番便利
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でなかろうか。 

 先ほど、空気を運ぶより人を運ぶというお話

がございました。私ももう、全く同感でござい

まして、地域のバス会社が２つあります。宇和

島と西南交通ありますが、やっぱりこの方々に

も、今までの統計があるわけですから、どの時

間帯ががらがらのバスが走っているのか、そう

いうのを路線としてどこがそうなのかとか、い

ろんな、やっぱり分析もしていただかなきゃい

けないんじゃないか。 

 その上で、ニーズのある時間帯、路線を走ら

せてもらうというふうなことも考えてもらわな

きゃいけない。 

 この路線の認可は、地方の、四国の運輸局の

ほうが認可をされますから、そういったところ

にも柔軟な考えで、こういった公共交通を運行

してもらうというふうな認可の仕方も必要じゃ

なかろうか、そんなふうなことを思っているわ

けでございます。 

 それから、今、２１年度ですか、２０年度で

すか、四国西南地域公共交通協議会というのが、

幡多地域の皆さんで、また県も入っておるわけ

でございます。これも、国から２分の１が出る。

そのかわりほかの２分の１は、各自治体の負担

でございます。だから、実証実験をやっている

わけでございますが、私自身は、人が乗らない、

それから実証実験といいながらも、やはり無駄

なことはやめていくべきじゃないかというふう

なことは、提案をしておりますが、なかなかき

いていただけなくて、例えば三原村から平田駅

を通りまして、黒潮町大方まで行くバス運行を

新たにして、バスを購入しております。非常に

莫大なお金をかけてやっておるにもかかわりま

せず、ほとんど乗客がいない状況でございます。 

 それでやったら、三原から平田へ人を運んで、

平田から鉄道に乗っけて、大方へ行くのが本当

ではないかというふうなことで、この平田から

大方までバスを走らせるのは無駄じゃないかと

いうふうなことも思っているわけでございます

けど、やはり、皆さんが何とか乗ってもらえる

時間帯、路線というものを、やっぱりきちんと

把握しながら、やらなきゃいけないのが、この

地域公共交通の次に向かっているステップじゃ

ないかと、いうふうなことを思っております。 

 ある方が、年間、ここの幡多地域の住民の方

が、鉄道に２回乗れば黒字になるよと言いまし

たけど、２回も乗らない人がたくさんいるわけ

です。需要がない。用事がないから乗らないと

いうの、当然でございますけど、これを乗らな

いから、何とかしようじゃないかということを、

検討しているわけでございます。 

 そんな意味で、地域公共交通の政策につきま

しては、やはり日本各地、大体、似たようなも

んだと思います。 

 先ほど、どこかも見てこられたところの、安

くして、たくさんの人に乗ってもらうという話

がございました。これも、西南地域公共交通協

議会で、例えばニコニコ１０というふうな、鉄

道の、１００円のことをやりました。 

 しかし、これは３０％ぐらい人がふえました。

ふえましたが、大きな赤字でございます。反対

に、収入が減少したというふうな状況もござい

ます。安くてたくさん乗ってもらっても、なお

かつこれ、従来より赤字というふうな状況もご

ざいますので、どの辺が一番、住民が乗る方向

と、いわゆる料金の設定というのが非常に難し

い部分があるんじゃなかろうか、そんなことを

思っている状況でございます。 

 それから、スクールバスの運行でございます。

遠距離通学の児童・生徒の通学条件の緩和を図

るために、運行しているものでございますが、

公共交通がない地域につきましては、通学等の

学校運営に支障のない範囲で、地域の要望に基

づく実情を勘案しまして、運行経路を設定しま
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して、住民の有償利用をしているわけでござい

ます。 

 橋上のほうも、それまでが住民の要望がござ

いまして、宿毛高校まで行くのを、宿毛高校の

生徒さんには申しわけないんですけど、桜町線

のところでおりていただいて、宿毛駅までとい

うふうな変更もさせていただいております。 

 病院とか、先ほど申しました買い物に利用し

やすい時間帯に、もう１便あれば、利用者がふ

えるんじゃないかというふうなこともあると思

います。現在も、地域からの要望とか、需要と

かいうものにつきまして、できるだけ聞く耳を

持ってやっているわけでございます。費用対効

果等についても、これはぜひ検証していかなき

ゃいけないというふうに思っております。 

 また、今後、来年からは、栄喜からのスクー

ルバスも、小筑紫まで運行しなきゃいけないと

いうことでございまして、そのときも、スクー

ルバスだけというよりも、栄喜の方々の御要望

があるんであれば、例えばけんみん病院に行か

なきゃいけないとか、その買い物に、宿毛まで

行かなきゃいけないとか、いう方がおられるん

なら、その要求に応じた形でのスクールバス活

用というのは、やっていいんじゃないかという

ことで、地元とも、今、話し合いはさせていた

だいておりますが、現在のところでは、そんな

に使わないんじゃないかというふうなお話、感

触というものはいただいております。 

 ただ、そういうふうな要望があって、運行を

しなきゃいけないということでありましたら、

柔軟にスクールバスの運行についても、市バス

と同じような形ででも、少しずつやっていけば、

住民の利便性が高まるんではなかろうかという

ふうなことを思っております。 

 スクールバス、朝夕の通学のほかにも、校外

活動がたくさんありますから、スクールバスは

その児童生徒のそういった校外活動での輸送も

実施しておるわけでございます。学校の教育活

動を主体的に、運行はしていきたいというふう

なことは思っておりますが、教育委員会とも、

いろんな形、また地元ともいろんな形で協議を

した上での運行計画を検討していきたいと、こ

のように考えております。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 教育長、野々下議員

の一般質問にお答えをいたします。 

 野々下議員からは、いじめと学級崩壊、それ

からＩＣＴ教育とマルチメディアＤＡＩＳＹの

活用について、御質問がありました。 

 まず、１点目のいじめの実態と、その対策に

ついてお答えをいたします。 

 本市の小・中学校におけるいじめの認知の件

数でありますけれども、毎年、文部科学省が実

施をしております「児童生徒の問題行動等生徒

指導上の諸問題に関する調査」に基づいて、報

告をしておりますけれども、平成１９年度には

１６件、小学校が１件、中学校が１５件。平成

２０年度におきましては、２１件、うち小学校

は３件、中学校は１８件。平成２１年度につき

ましては、１９件、小学校はゼロ、中学校は１

９となっております。 

 平成２２年におきましては、１学期につきま

して、２件という報告を受けておりますけれど

も、今、１２月の集計がなされておりませんの

で、１学期の２件のみとなっております。 

 １校当たりの認知件数だけを比較すれば、全

国よりも低い数値となっておりますけれども、

毎年、２０件前後のいじめが認知されていると

いうことから、その対策といたしましては、学

校だけでなく、教育委員会といたしましても、

未然防止や早期発見、早期解決に向けて、鋭意

取り組んでいるところであります。 

 学校におきましては、児童・生徒や保護者が
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相談をしやすい環境づくりを目指しまして、児

童・生徒と日記のやりとりであるとか、個人面

談を実施して、悩みを聞き取る、そういう機会

を設けたりをしております。 

 また、直接、相談をすることが不得手な児

童・生徒につきましては、アンケートを実施を

するなどして、教師が子供の合図を早い段階で

気づける取り組みを実施をしております。 

 そして、市内のすべての小・中学校におきま

して、集団生活に適応できない子供の増加とか、

それから対人関係を形成できない子供の増加の

対策といたしまして、ＩＱアンケートというも

のを実施をしております。 

 それを分析をいたしまして、活用して、居心

地のよい学校、学級づくりを努めております。 

 教育委員会といたしましても、校長会とか指

導者の担当者会を通じまして、児童・生徒一人

一人の声なき声をしっかりと聞き取るために、

平素よりすべての教職員がアンテナを高くして、

情報収集を行い、それぞれの情報を共有化をす

ることによって、いじめの未然防止であるだと

か、早期発見、早期解決に努めるように指導、

助言をいたしております。 

 具体的な取り組みといたしましては、県の教

育委員会よりスクールカウンセラーを研究所に

派遣をしてもらって、教師と違う、専門的な視

点で、それからそういう立場で、児童・生徒、

教職員、保護者とかかわることによって、問題

解決につながるような取り組みも行っておりま

す。 

 また、昨年度から高知県の不登校、いじめ対

策等、小・中学校連携事業を受け、さまざまな

活動をしております。 

 きょうも東中学校の取り組みの発表、それか

ら研究所の発表ということで、県の人権教育課

が来ていただいて、宿毛市の中で教育研修の取

り組みを発表をしているところであります。 

 その事業の中では、集団でいろいろな活動を

することで、相手の気持ちがわかったり、集団

の中でのルールを守ることの大切さを学んだり、

ソーシャルスキル、すなわち社会の中で生きる

技術を身につけるなどの活動をしております。 

 そのようなプログラムを実施することにより

まして、望ましい人間関係を構築をし、いじめ、

不登校対策の予防的な取り組みを充実していく

ように努めております。 

 さらに、教員研修といたしましては、本年の

６月に人権主任研修会で、高知県教育委員会よ

り指導主事を招聘をいたしまして、いじめ未然

防止や、いじめの効果的な対応について、研修

もいたしております。 

 小・中学校の校内研修会でも、いじめや虐待

をテーマに、研修も行ってもおります。 

 また、いじめ予防対策の授業も行い、子供の

感想文もいただいております。いじめの授業し

た中で、自分がいじめの加害者であったり被害

者であったりすることで、考え方をいろいろ、

学習したことを感想文として、教育委員会にも

いただいております。 

 それから、宿毛市の青少年育成センターが中

心となりまして、学校の要望に応じまして、ネ

ット上のいじめの講習会等も行ってもおります

し、教育委員会内にも、子供支援ネットワーク

の相談電話を設置もしております。今後も、県

の事業を活用したり、それから各学校において、

きめ細かな取り組みを進める中で、いじめ未然

防止や、早期発見、早期解決に努めていきたい

と思っております。 

 それから、２点目の学級崩壊についてのお尋

ねでありますけれども、学級崩壊とは、文部科

学省の定義によりますと、生徒が教室内で勝手

な行動をして、教師の指導に従わずに授業が成

立しない学級の状態が、一定以上継続する。続

く。学級担任による通常の方法では、問題解決



 

－ 46 － 

ができない状態に立ち入っている、そういう場

合がいじめだと定義づけられております。 

 学級がうまく機能しない状態ということであ

ります。 

 そして、本市におきましても、教師の指導に

従わずに、授業が成立しないなどの状態に近い

クラスが、残念ながら存在をしております。 

 その学校におきましては、教育委員会と連携

を図りまして、対応、協議しながら、ＰＴＡの

役員会であるとか、保護者会を開催をいたしま

して、児童生徒の状況を保護者に知らせるとと

もに、保護者への協力の依頼をお願いをして、

改善に向けた取り組みを行っておるところでご

ざいます。 

 具体的には、定期的に参観週間を実施をして、

一人でも多くの保護者や地域の皆さんに、児

童・生徒の様子を見てもらう。現状を見てもら

うこと。それから、家庭においても、保護者が

積極的に、粘り強く、児童・生徒にかかわり、

悩みを聞いたり、それから人間としての生き方、

集団の中での生活について、話し合いを持って、

学校と共同でルールを守ることの大切さである

とか、学習規律を確立することで、学習保障と

向上につなげるような取り組みを進めたいと、

こんなに思っております。 

 それから、ＰＴＡや地域の方が主体となって、

毎朝、校門で朝のあいさつ運動や、交通指導を

していただいております。その結果、朝のあい

さつや交通マナー面、ヘルメットの着用である

だとか、服装のことであるだとか、そういう面

で、効果も出てきております。 

 教育委員会といたしましても、中学校であり

ますけれども、その中学校に支援員を配置する

ことで、改善を図っていきたいと、こういうふ

うに考えておりまして、本議会に関連の予算を

計上をしているところでございます。 

 今後も、保護者や地域の皆さんの御理解、御

協力をいただきながら、よりよい学校づくりに

努めていきたいと、こんなふうに思っています。 

 それから、ＩＣＴ教育とマルチメディアＤＡ

ＩＳＹの活用でありますけれども、議員が指摘

したとおり、学習障害であるとか、発達障害で

あるとか、文字を認識することが困難な児童・

生徒の学習支援として、ＤＡＩＳＹ版の教科書

の活用、そんなところのものがあると。それを、

宿毛市は先進的な地区にという御質問でありま

すけれども、議員御提案のマルチメディアＤＡ

ＩＳＹを活用したＤＡＩＳＹ版の教科書につき

ましては、ボランティア活動で作成されたよう

でありますけれども、現在、文部省の中でも、

効果について調査研究の段階であります。 

 国の教科用図書の無償の配布の対象外にはな

っております。そのため、本市においても、活

用には至っておりません。 

 本市では、昨年度、議員指摘のように、学校

情報通信技術環境整備事業、並びに地域活性化

経済危機対策臨時交付金を活用いたしまして、

市内の小・中学校にさまざまな情報機器の購入

や、当該機器を活用できる環境整備を行ったこ

とから、市内の小・中学校では、インターネッ

トを利用しまして、さまざまなデジタル教材を

作成して、事業の中で、活用をしております。 

 その中では、いろいろな音声や動画を含んだ

デジタル教材をインターネットからダウンロー

ドして使える、そして、視覚障害の子供には、

画面拡大が自由自在にできる、そのような教材

を作成して、電子黒板等で活用をしております。 

 現在の特別支援学級の中での授業は、担任の

先生方がさまざまな工夫を施して、子供たちが

興味を持てる方法で授業を行っております。 

 現在の取り組みで、学習効果が期待できない

障害を持った児童・生徒に対しましては、ＤＡ

ＩＳＹ版教科書の効果が高いということが認識

されるようであれば、教育委員会といたしまし
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ても、活用する方向で努めてまいりたい、こう

いうように思っております。 

 それから、最後に、教職員の研修についての

御質問でありますけれども、御指摘のように、

ＩＣＴ教育とか、マルチメディアＤＡＩＳＹの

活用を図るためには、まず、教職員の機器の活

用の活用研修が大事だと思っております。 

 現在も、教育研究所を中心に、さまざまな機

会をとらえては、研修の充実を図っております。 

 高知県の教育センターにおきましても、研修

会等を実施をいたしております。今後も、この

ような研修への積極的な参加を促して、公開授

業等を通じた教職員のスキルアップを図るとと

もに、学校教育効果を上げるために、大きな要

素と考えておりますので、教員の資質向上のた

めにも、研修の充実に向けて、積極的な取り組

みをしてまいりたいと、こういうふうに考えて

おります。 

 訂正をいたします。 

 先ほど、仲間づくりのアンケート調査を、Ｉ

Ｑテストと申したそうでありますけれども、Ｑ

－Ｕテストの誤りでありますので、訂正をいた

します。よろしくお願いします。 

○議長（寺田公一君） ３番野々下昌文君。 

○３番（野々下昌文君） 少し再質問をさせて

いただきます。 

 まちづくり条例についてでありますが、市長

の話、私も今回、行かせていただいて、行政視

察、また今回の政務調査で、市長と同じことを

感じました。本当にこの先進地というのは、合

併によって、それぞれの旧町村でそれぞれ意見

を合わす、レベルを合わしていくために取り組

まれているところが多いように感じまして、そ

のとおりだと思いますが。 

 この宿毛市、合併をしておりませんけれども、

今回、養父市で思ったのは、私たち宿毛市でも、

同じような取り組みができるんじゃないかとい

うふうに思いました。 

 また、先ほどの市長の話でありますと、多く

の区長会であるとか、そういう、多くの市民の

皆さんが求めてくるようであれば、またそのと

きに取り組んでいきたいというような答弁であ

ったように思いますけれども。 

 私、まちづくり条例の基本とするところは、

それぞれの市町村が、独自のものでいいと考え

ますが、本市のように、自主財源が非常に少な

く、財政規模が縮小していく中で、これからの

本市にとって、頼りになるのは、この全市民で

あります２万２，９６０人の市民である、一人

一人の持てる能力こそが、宿毛市浮揚のかぎを

握っているのではないかと考えております。 

 間もなく団塊の世代の方たちが、労働市場か

ら引退し、高齢者に大量に突入していくときを

迎えます。本市においても、ここ数年、企業や

役場や、退職された方たちが大変多くなってき

ているように思います。 

 この方たちは、まだまだ元気で、それで、そ

れぞれの分野で大変高度なノウハウを持ち、す

ぐれた能力を持たれた方もたくさんおられるわ

けで、この皆さんも巻き込んで、地域の中で、

市民同士の横の連携を強くし、再び元気な宿毛

市、活力ある宿毛市、全員参加のまちづくりの

ために、力を貸していただく。そのためのルー

ルづくりが、基本条例になるんではないかと考

えております。 

 先達の言葉に、「異体同心なれば万事を成じ

同体異心なれば諸事かなうことなし」というよ

うな言葉がございます。やはり、市長がまず旗

を振り、市長のもと、行政から発していくこと

が、職員の意識改革、また人材育成も行われて

いくことになると考えますが、この点について、

御見解をお伺いいたします。 

 また、語る会については、その３月議会の答

弁で、区長さんにもお願いして、話に行かせて
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いただきたいということだったので、私として

は、忙しい中でも時間をつくり、地域に出向き、

地域の人たちの顔を知り、実情を知り、その中

で市長の思いを語る場をもっていただきたいと

思っております。そのような気持ちで提案をい

たしました。 

 来年度になろうかと思いますが、このような、

また取り組みができないのか、重ねてお伺いを

いたします。 

 次、公共交通対策でありますが、先ほど、市

長自身も県の公共交通検討委員会のメンバーに

もなっているという話でありましたが、国や県

のガイドラインの中で、既にあらゆる分野でい

ろいろな工夫をして、取り組みが行われている

ということでありますが、どの対策も痛しかゆ

しの部分があるというふうなことだと思います。 

 また、スクールバスについては、今回、小筑

紫のスクールバスも始まり、地域の皆さんが求

めれば、また検討もしていかなくてはいけない

というような答弁だったと思いますが、私、先

日、高知新聞にも載っていたんですが、「中山

間地域の移動手段について」という記事が載っ

ておりました。 

 私自身も、この宿毛市内で先日あったことな

んですが、めがね屋さんで話をしていたときに、

婦人の方が入ってきて、免許の更新だけれども、

どうしてもこのめがねでは更新はできないと言

われ、もっと見えるようにしてもらいたいとい

う話でした。 

 その婦人は８２歳で、めがね屋さんの主人は、

おばちゃんのめがねは限界のところで調整をし

ていて、これ以上、見えるようにはならんがよ

というようなやりとりでした。 

 よく聞くと、大月町の龍ケ迫から来ていて、

主人を週１回病院へ連れて行き、ついでに買い

物もしており、免許がなくなると、私ら死なな

いかんというような訴えをしておりました。 

 このような方たちは、本市においても今後、

たくさんふえていくと考えます。行政としては、

具体的にこのような方たちに対して、どのよう

な対策を講じていこうと考えておるのか、お伺

いをいたします。 

 また、いじめ対策でありますが、横文字の分

はよく理解できない部分もありましたが、いじ

め対策、学級崩壊対策、日記交換であるとか、

アンケートであるとか、Ｑ－Ｕテストであると

か、情報の共有であるとか、たくさん、いろい

ろ努力をされて取り組んでいることはよくわか

りました。 

 私は今回、この問題を取り上げたのは、桐生

市の女の子は、事件の２日前にも、唯一すがる

すべの女性担任に、涙ながらに訴えていたよう

であります。ですが、教師からは、ひとりで頑

張ってねと言われ、ひとりで給食をとっていた

姿があったようであります。 

 この１１月１０日の東京新聞の社説がありま

す。社説の中に、この女の子の学級が崩壊状態

に陥っていたこと。また、これだけのＳＯＳを

出していたのに、学校はなぜ真実を確かめ、い

じめに立ち向かうことができなかったのか、悔

やまれてならないとし、先生は忙しい。報告書

づくりや会議、行事といった事務仕事に追われ

る毎日とされる。先生同士のコミュニケーショ

ンが薄れ、ひとりで問題を抱えこみがちだとの

指摘もある。 

 子供一人一人を見詰め、愛情を注ぐという本

来の教育に取り組めなくなっているとすれば、

先生を取り巻く環境は改めなければならないと

いうふうに言われておりまして、先生の忙しさ

について書かれております。 

 本市の先生を取り巻く忙しさ、状況はどうな

のか、お伺いをいたします。 

 また、１１月２２日の毎日新聞の社説では、

同じ内容が取り上げられてまして、「いじめ検
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証から防ぐ手だてを」と題して、今回の問題を

検証し、結びのところで、言うまでもないが、

いじめは犯罪だという教育を改めて徹底したい。

そして、事例検証から未然防止、阻止の知恵や

方策を引き出し共有するということ。これまで

なかなか定着しないルールを、しっかり築いて

いきたいというふうに結ばれております。 

 本市の教育の中で、いじめは犯罪だという教

育が徹底をされているのか、重ねて教育長にお

伺いをいたします。 

 また、ＤＡＩＳＹ教科書についてですが、Ｄ

ＡＩＳＹ教科書についても、一定、前向きな答

弁でございました。 

 一つだけ新聞にこのように載っておりまして、

ある小学４年生の女の子、まなちゃんという子

だそうですけれども、この子は全然読み書きが

できなかったという状況だったんですが、ＤＡ

ＩＳＹ教科書を利用して、マウスを使って、字

を大きくしたり、音を大きくしたり、スピード

を緩めたりしながらやっていて、読み書きが好

きになったという現状が載っておりました。 

 教育長の答弁では、効果の確認を待ってとい

うふうに聞こえましたが、この５月２０日には、

文科省の事務連絡で各県の教育委員会に児童、

生徒本人だけではなく、教員にも配付可能にな

るという事務連絡があっております。 

 文科省の教科書１冊が、数枚のＣＤロムにな

っていて、１枚２００円と送料で購入できるよ

うであります。 

 学校の特別支援学級の先生方に、まず見てい

ただいて、手にとっていただいて、子供たちが

少しでも能力が発揮できるような状況をつくっ

ていただきたいと思いますが、御見解をお伺い

いたします。 

 ２回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、野々下議員の再

質問にお答えをいたします。 

 まちづくり基本条例の件でございますが、先

ほど、ちょっと申し上げたと思いますが、市長

が旗を振れというふうなことでございます。こ

れ、非常にいろんなパターンのまちづくり基本

条例がございまして、目を通しているところで

ございます。 

 字でも書いているというところで、途中でち

ょっと中断しているというふうな状況でござい

ます。 

 ただ、皆さんの意見だけ先に聞くというより

も、ある一定、案を示してあげないと、やはり

皆さんがそれを検討していくというたたき台に

ならないんではないかなというふうな気持ちを

持っておりまして、これ、まちづくり基本条例

の案を、やっぱり示す必要があるんじゃないか

というふうに、私は思って、その案を示すこと

によって、それに付加していったり、皆さんの

御意見を入れていったりして、条例を本当に、

枝も葉もついていくというふうなことになるん

じゃなかろうかというふうに思っておりますの

で、その一つの案的なものを示せるように、努

力をしています。 

 それから、市民と語る会も、先ほど申し上げ

ましたように、いつでも私のほうも説明にいき

たいという気持ちはずっと持っております。３

月の議会で御承認をいただきましたら、その予

算案が執行する段階になります。できれば、執

行する前の段階で、できれば地域の人たちに御

説明をさせていただくほうがいいかなと。 

 それには、もちろん区長さん方にお願いもせ

ないかんのですけど、できましたら、ここにお

られる市議会議員の皆様にも、船頭役を少しし

ていただければありがたいというふうに思いま

すので、ぜひまた御協力も願いたいというふう

に思っております。 

 それから、中山間地域も含めた公共交通、す
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みからすみまでというわけには、なかなかいか

ないかもしれませんが、対策として、勉強とい

うものはしておりまして、大都会の中でもバス

の通らないところが結構ありまして、そんなと

ころには、デマンドバスとかいうふうなことで、

予約制で、前の日に予約していただければ、そ

こに連れに行くとか、そういうルートを考えて

いるところもございます。 

 こういった形で予約していただいて、そこに

お迎えに行くというふうなことも、一つの方策

かなというふうに思ってます。 

 これは、直営になるのか、民間に委託してお

願いするのか、いろんな方策は、方法がござい

ます。そういった中で、交通弱者と申しますか、

そういった方々の救いの手を差し伸べられるよ

うな形のものを、ぜひ、もう一つ力を込めて検

討していきたいなというふうに思っております。 

 近ごろは、燃料関係が少なく、管理費が少な

くなるようなバス、いわゆる電気バスとかいう

ふうなものも、早稲田の先生方からも御示唆を

いただいておりますので、そういった経費の面

でも、非常に安くあがるんじゃなかろうか。そ

ういったものが導入できましたら、この地域に

おいても、住民の方々の利便性が高まるような

ことをしていきたい。 

 先ほど、松浦議員のお話に、中山間地域の計

画を立てたらどうかというふうなお話もござい

ました。そういった形の中で、一つ組み込んで

いくとか、そういうものも検討してまいりたい

と、このように考えております。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 教育長、野々下議員

の再質問にお答えをいたします。 

 まず、私が誤りましたＱ－Ｕのテストであり

ますけれども、これはクエショニア・ユーティ

リティーというテストということでございます

けれども、先ほど申しましたように、集団生活

に適用できない子供、それから対人関係が形成

することができない子供、楽しい学校生活を送

るための、そんなアンケート、それがＱ－Ｕテ

ストと、こういうことであります。 

 それでは、３点質問があったと思いますので、

まず、１点目から。 

 先生の多忙化が、子供たち一人一人にかかわ

れる、かかわることができる、きめ細かな対応

をできることを阻害しているのではないかと。

宿毛市の教員の多忙化については、いかにとい

う御質問でありますけれども、確かに議員の指

摘のとおり、以前にも増しまして、調査物、提

出物が多数あります。それから、もう１点は、

保護者、それから地域の方からの要望であるだ

とか、いろいろ苦情だとか、そういうことがあ

りまして、先生がその対応に苦慮をしておりま

して、時間も大変さかれていると。 

 そしてまた、精神的にも疲れていると、こう

いう状況であることは確かであります。 

 調査物につきましては、教育委員会といたし

ましても、県のほうに要望いたしまして、ダブ

って提出しなくてはならないものがあるのでは

ないか。それから必要にない、必要にないと言

うたらおかしいですけれども、教員が子供にか

かわる時間をさいてまでして、提出する必要の

ない、必要度の低いものについては、やめるよ

うな、そういう要求をしておりますし、校長会

のほうでも、そういうものがあるならば、ぜひ、

我々のほうにお知らせをください。こういうふ

うに申しております。 

 教育委員会といたしましても、先生が孤立を

しないように、組織の中で団結していじめ、そ

れから不登校対応ができるような取り組みがで

きるように支援をしたい、こういうふうに思っ

ております。 

 それから、２点目のいじめは犯罪かというこ
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とで、これございますけれども、定義につきま

しては、いろいろ考え方はありましょうけれど

も、強迫であるだとか、恐喝であるだとか、暴

力であるとか、そういうことになると、犯罪で

ありましょうけれども、学校内で起きることに

つきましては、すべてが犯罪とは、定義づける

というのは、難しいとは思います。 

 しかし、そのいじめが原因で、子供、集団の

中で阻害されることによって、不登校にあるだ

とか、最悪の場合は死に至らしめるような、そ

んなことについては、これは大変な問題であり

ますので、教育委員会といたしましても、議員

おっしゃられましたように、だれかがどこかで

ということで、小さな兆候を見逃さずに、アン

テナを高くして取り組むようなことをしたいと。 

 それから、加害者はふざけてやっているけれ

ども、被害者にとっては大変苦痛であると。そ

ういうことも授業の中で指導していただきたい

と。教育委員会としても、学校現場に、そのこ

とはお願いをしていくと、そういう気持ちでお

ります。 

 それから、ＤＡＩＳＹ版の教科書につきまし

ては、先ほど、私が申しましたように、いろい

ろ先生方もインターネットからダウンロードし

て、いろいろな教材を、電子黒板を活用して取

り組みをしておりますけれども、ＤＡＩＳＹ版

教科書についての優秀性については、議員御指

摘でありますので、我々としても調査をして、

支援学級の担当の先生に見てもらって、やっぱ

りこれのほうが使いやすいということであれば、

金額にして、大した金額になりませんので、前

向きにというか、先生の意見を聞きながら、予

算計上をするような方向でしていきたいと、こ

んなふうに思っている。 

 先生の意見を聞きながら調整したいと、こん

なふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） ３番野々下昌文君。 

○３番（野々下昌文君） 基本条例についてで

すが、先ほど私、ちょっと言い漏れましたけれ

ども、市長、最初のところで答弁しておりまし

た、自分なりに取り組まれている、また案を示

せるような形でもっていきたいというふうにい

っておりました。 

 また、語る会については、行くこともやぶさ

かではないということであります。 

 公共交通については、交通弱者に対して、も

う一歩踏み込んだ形で検討していくという答弁

でございました。 

 また、教育長、いじめに対しては、本当に先

生も忙しいということでありますが、教育委員

会のほうで先生に対する支援はきっちりやって

いくということですので、どうかよろしくお願

いをいたします。 

 また、いじめ対策でありますが、前向きに先

生の……これはＤＡＩＳＹか。失礼しました。 

 そういうＤＡＩＳＹ教科書についても、前向

きに先生の意見を聞きながら、また取り組んで

いきたい。先生のそういう取り組みを伝えてい

きたいということでありましたので、ぜひよろ

しくお願いをしたいと思います。 

 このＤＡＩＳＹ教科書については、対象にな

る人は本当に限られる人だと思いますけれども、

たとえ１人であっても、今までできなかったこ

とができるようになる。親にとっては、大変喜

ばしいことでありますし、前向きな取り組みを

お願いをしたいと思います。 

 大変、それぞれ丁寧な御答弁をいただきまし

た。本当にありがとうございます。私自身も、

議員としての資質向上へ、さらに努力をしてま

いる決意であります。 

 以上で一般質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（寺田公一君） この際、１５分間休憩



 

－ 52 － 

いたします。 

午後 ２時０４分 休憩 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午後 ２時２１分 再開 

○議長（寺田公一君） 休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 １５番西村六男君。 

○１５番（西村六男君） １５番、一般質問を

行います。口の悪い人が、はや私がいくように

言っておりますが、もうしばらくここにとどめ

てもらいたいと思います。 

 一般質問というよりは、まことにささいなこ

とで申しわけありませんが、人間一生に一度は、

どうしてもお世話にならなければならない、人

生が終わらないところでございますので。斎場

の運営について、ちょっと市長にお聞きしたい

と思います。 

 斎場の運営についての改善点を提起したいと

思いますが、市長、この斎場の運営について、

良きにつけ悪しきにつけ、市民のお声がいろい

ろ聞こえておると思いますが、まず、どのよう

な御批判をお聞きしておるか、お聞きしたいと

思います。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、西村議員の一般

質問、唐突にどんな苦情を受け付けているかと

いうことでございます。 

 私の場合は、ほとんど市役所における苦情受

付係のようなものでございまして、いろんな行

政においての苦情がきます。 

 斎場の運営について、私の耳に届いているの

は、申し上げますと、火葬を受け付けてもらえ

ずに、市外で火葬にしたとか、それから接客態

度が悪いというふうな苦情が寄せられているの

は事実でございます。 

 それぞれに理由があろうかと思いますが、そ

んなふうなことが寄せられているのを、承知は

しております。 

○議長（寺田公一君） １５番西村六男君。 

○１５番（西村六男君） 質問を行います。 

 今、市長がお聞きになっておる案件も、私ど

もが市民から聞く声も同じでございます。 

 それで、私は、いろいろこの問題を考えてみ

ますに、どうもこの苦情というものが、斎場側

にあるのか、またこの委託側の市にあるのかと

いうところで、若干、聞いてみたいと思います。 

 まことに残念ながら、昨年度、平成２１年に

宿毛市民が３１２名の方がお亡くなりになって

おります。本年９月には、宿毛市の人口がつい

に２万３，０００人になってしまいました。 

 そのようなことから、好むと好まざるにかか

わらず、近年、市内には立派な葬祭会館が４施

設建設され、５社の葬儀社が営業いたしており

ます。 

 そのため、各社はそれぞれ競争をして、従業

員教育、接遇接客は目をみはるほど日々向上し

ております。 

 それに比較して、斎場での接客は、今、市長

が申されるような苦情が出ておりますし、その

上に、今、市長が申された上に、もう１点、１

日に３体しか処理せんということで、どうして

も４体目をやってくれんから、市外で済まされ

たという御不満も多々聞いております。 

 そこで、私はその理由を私なりに検討してみ

ましたが、その大きな原因の大半は、委託した

市のほうにあるのではないかと思います。 

 ほかの市町村を例にとってみますと、須崎市

の須崎やすらぎの丘の葬祭場でございますが、

ここは須崎市が直営でやっておりまして、職員

２名でございます。 

 職員２名の方が、年間扱っております人数は、

４２９名、１人当たりに換算しますと約２１５

名の処理をしておるところでございます。 

 そして、中村市の中央葬祭場を見ますと、委
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託契約で３名の方がやっておりまして、６２９

体を処置しておりますが、１人当たりで言いま

すと、約２０９体になるわけでございます。 

 ところが、我が宿毛市の場合は、親子でやっ

ておるから、実質２名だと。委託契約は２名と

やっておるというお話を聞きましたけれども、

実質、払っておる賃金は、この幡多中央斎場の

３名の方に払う委託料の１名分にも足らない金

額しかお支払いしておりません。 

 それで４１７体もの処理を、現在、やってお

りまして、どうしてもあこで委託を受けておる

方が、親切丁寧に、遺族とともに悲しんで、死

者の尊厳を損なわないようにお送りしてあげた

いと思っても、やれないのが現実でございます。 

 しかも、受付時間も８時半から１７時までと

いうことでやっておりまして、葬式に遺族の方

は早く、その時間を知って、遠くにいる親兄弟、

子供にも知らせたいということになるわけでご

ざいますけれども、葬祭場のほうが８時半から

９時までやないと受け付けんということで、時

間を決めてくれないから、非常に困るという苦

情が来ておりますけれども、聞けば、委託契約

は、朝は７時ごろから、晩は９時ごろまでは受

け付けもしてもらいたいというふうな内容でや

っておるようでございます。 

 しかし、相手方は、やりたくてもやれない。

そのいい例が、宿毛市で４１７体を処置してお

りますが、その中で、１日に３体以上処置した

のは、４月にたった１度きりでございます。 

 というのが、葬祭会館の方たちが申すには、

４人でしたらゆっくりできます。市民サービス

も十分できますと言います。それはなぜかと言

いますと、ＡＢ２つのかまがありますので、Ａ

のかまは１１時に１人、１３時に１人ですと。

それから、Ｂのかまは、１２時に１人、そして

１４時に１人でやれば、１日４人は十分にこな

せますと。 

 また、向こうの方も、それは時間的にはでき

ますと申しますけれども、いかんせん、賃金が

１人分しかない。３人以上は、どうしてもやれ

ないというのが現状ではないかと思います。 

 そこで、私は、今、もう一度、市民サービス

の向上のため、この委託契約書を見直して、も

う少し心のこもった賃金をお支払いして、市民

の満足いくお葬式ができないものか、その点を

市長にお尋ねしたいと思います。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、西村議員の一般

質問にお答えします。 

 現在、宿毛市斎場でございますが、火葬炉が

２基、汚物炉が１基を備えまして、業者に委託

運営をしております。 

 るる、今、西村議員がおっしゃられたこと、

また繰り返しになるかもしれませんが、状況だ

けを説明をさせていただきますと、一応、斎場

の業務時間は午前８時半から５時までと、夕方

の５時までとなっておりまして、お通夜等で式

場を使用する場合は、引き続き、業務を行って

いるというところでございます。 

 また、受け付けに関する問い合わせ、また急

を要する受け付けにつきましては、午後の８時

まで行うことになっています。 

 それから、処理能力でございますが、火葬炉

１基が１日、西村議員の御指摘もありましたよ

うに、２体まで火葬にできます。したがって、

宿毛市斎場の場合は、１日４体までの火葬と、

汚物等の火葬ができるというふうな施設でござ

います。 

 それから、業者の評判のことは、先ほど、苦

情が寄せられているということがありました。

事情も聞かないで、すべてがそうだという形で

決めつけるつもりはございませんが、そういっ

た苦情がくるということ自体が、よくないこと

だろうというふうには思っております。 



 

－ 54 － 

 先ほど、私のほうから申し上げました事項に

つきましては、その都度、担当の者において委

託業者に事実確認を行いまして、問題の解決に

向けた指導をしているところでございます。 

 まず、火葬を受け付けてもらえなかったとい

うことについての事実関係、ちょっと調査しま

したら、ほとんどの場合が、希望される火葬の

時間が、午後０時から午後２時までとかいうと

ころに集中いたしますので、そういった時間帯

が先に予約で埋まってしまうというところがご

ざいます。 

 そうしますと、後から申し込まれる方につき

ましては、早い時間、それから遅い時間といっ

た火葬になってしまいます。そうした場合に、

後から申し込まれた方が、火葬にするとしたら、

例えば告別式が朝の８時ごろになるとかいうふ

うな事情もございます。 

 で、その御希望に添えずに、御家族の希望さ

れる時間帯に火葬ができないというときもあり

まして、そのときは葬儀社のほうで、市外の斎

場を手配するというふうなところがあるという

ことでございます。 

 決して１日３体以上は火葬にしないというこ

とではありませんで、時間さえ合えば、４体ま

では可能でございます。 

 ４体すべてを希望される時間帯に火葬にする

ことが難しいというところでございますので、

その点は御理解をいただきたいというふうに思

います。 

 それから、先ほど申しました接客態度の関係

につきましては、もう搬送装置に不ぐあいがあ

ったときに、炉の中への搬入に手間取ったこと

があったようでございます。その際に、御遺族

へ、やはり丁寧に、西村議員先ほど申されたよ

うに、御遺族へやっぱり、きちんとしたおわび

が必要だろうと。その辺がなくて、御遺族の皆

様に不快な思いをさせてしまったというふうな

ことがあったというところでございます。 

 委託している業者さんも、深く反省をしてお

りましたが、我々のほうからも、日ごろの接客

態度も含めまして、指導を行っているというと

ころでございます。 

 御遺族の皆様にとっては、故人と最後にお別

れをする大切な場所でございます。斎場業務に

おきましては、厳粛かつ、やっぱり心のこもっ

た対応をしていただくようにしていただきたい

というふうに思っております。 

 委託料でございます。委託料が安いので、宿

毛はそういうことが出てくるんではないかとい

うふうなことでございますが、これ、業務内容、

当初の委託契約を結ぶときに、業務内容を精査

して積算した上で、委託契約を結んでいるとい

うことでございます。金額が安いからといって、

業務に支障を来すようであれば、これは契約違

反というふうなことになりますので、そういっ

た理由で委託料増額するということには、今の

ところ難しいのではないでしょうか。 

 委託料そのものにつきましては、見直しの必

要が生じましたら、協議をしまして、見直しを

図ってまいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） １５番西村六男君。 

○１５番（西村六男君） ちょっと申し添えて

おきたいと思います。 

 まじめに聞いておった方があったようでござ

いまして、宿毛市では、亡くなった方が３２１

名で、焼いた方が４１７人とは、数が合わんじ

ゃないかという声がしておりますが、これは３

２１名以上の方は、市外から搬入された方の数

字でございますので、申し添えておきたいと思

います。 

 今、市長の答弁の中で、希望する時間に合わ

ないから、やむを得ずできないという答弁があ

ったわけですが、万一そういう件数があったと
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しても、１年に４人処理したことは、たった１

回。もう３人以上はやらんと決めたかのように、

３人以上は全然取り扱っておりません。 

 それで、今、市内の葬祭センターの方に聞く

と、何時にできるぞということではなくて、委

託する市の指導で、１１時、１２時、１３時、

１４時と決めておいていただいたら、この時間

のどれがあいておるかということをこちらから

聞いて、それに合わす。今も、すべて葬祭場に

合わせておりますので、その時間、４つ時間を

決めてさえもらったら、いつでも私どものほう

で、その時間に合わすということを言っており

ます。 

 どうかそこら当たりも、含んでいただきたい

と思いますが、何はともあれ、この処理する人

数と、今、委託する金額とは、ほかの市町村に

比べて余りにも低過ぎる。やはり、ここは血も

涙もある、妥当な委託金というものを、ぜひ検

討してあげていただきたいと強く望んでおきた

いと思います。 

 さて、ここで一つ市長にお願いでございます

が、ある方が、うちんくのおやじが死んで、お

願いしたところが、忙しいけん、もうまんたん

で焼けん。それで、よそへ持っていけというこ

とで、よそへ連れて行ったら、２万５，０００

円余分に要って、その上に霊柩車の運賃が１万

円近く、３万５，０００円余分が要ったと。 

 しかし、うちのおやじは税金もまじめに払っ

て、最後まで宿毛市民を誇りにしてやったにも

かかわらず、最後はよそへ行かされた。しかも、

追加を持って行かされた、払わされた。これが

どうしても合点がいかん、納得がいかん。 

 それはよそへ行かざるを得んことはわかるけ

れども、その２万５，０００円と霊柩車の追加

は、今まで宿毛市に一生懸命尽くした人間に対

する当然の措置として、宿毛市のほうが、支払

いしていいのではないかということを申してお

ります。 

 それで、私はなるほどなと。しかも、決して

これは無理ではないと思います。 

 と申しますのが、宿毛市からよそへ行く方は

４０数名、よそから宿毛市へ来る方は１４０何

人。よそから来る方からは、２万５，０００円

をもらっておるのですから、宿毛から行った方

へ、その中から２万５，０００円、私は当然出

してあげていいのではないかと。そういう温か

みがあっていいのではないかと思います。 

 ぜひ、この付近も御検討をお願いしたいと思

います。 

 そして、だいたいの数字を見ますと、今まで

市が運営する入場料を取ったり、使用料を取っ

たりする施設で黒字になった施設は１件もあり

ません。ところが、この斎場は、建設資金の返

済は別として、日常の運営の中では黒字になっ

ております。どうかそこらあたりも兼ね合わせ

て、市外へ行く方への補助金、そして働いてく

れる方が気持ちよく働けるような委託金の変更

等々も御検討いただきますように、幾重にもお

願いいたしまして、私の一般質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） お諮りいたします。 

 本日の会議はこの程度にとどめ、延会いたし

たいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本日はこれにて延会することに決し

ました。 

 本日は、これにて延会いたします。 

午後 ２時４３分 延会 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午前１０時００分 開議 

○副議長（中平富宏君） これより本日の会議

を開きます。 

 日程第１「一般質問」を行います。 

 順次発言を許します。 

 ２番岡﨑利久君。 

○２番（岡﨑利久君） おはようございます。

２番、通告に従いまして、一般質問をいたしま

す。 

 初めに、公園への健康遊具の設置について、

お伺いをいたします。 

 急速な高齢化社会の中で、介護の問題が老後

の大きな不安要素となっています。その不安要

素を解消し、高齢者の介護サービスや介護支援

を保障するために、要介護者を社会全体で支え

る新たな仕組みとして、２００４年４月から介

護保険制度が導入をされております。 

 しかしながら、介護保険は使えば使うほど保

険料が高くなるため、介護予防が現在、とても

重要な役割となっています。 

 そこで、高齢者の皆様がより身近なところで、

簡単に健康維持ができることが大切だと考えて

おります。だれもが、いつでも、自由に、簡単

に利用できる公園などに、バランス感覚を養い、

筋力を高めるなど、体力の衰えを補い、転倒防

止などを防ぐための健康遊具が設置してあれば、

利用者の皆様でコミュニケーションもとれるし、

自分のペースで楽しく、無理することなく、習

慣的に利用することができると考えております。 

 健康遊具は、気楽に楽しみながら体を動かす

ことができ、柔軟性の向上、バランスの向上、

筋力の強化、リラックス効果などの効用があり、

健康維持、運動能力の向上を図ることができま

す。 

 現在、公園遊具全体に占める健康遊具の比率

は、２００７年で３．５％とまだ少ないですが、

１９９９年には５，６９０基だった健康遊具は、

２００７年には１万５，１４４基と急増してい

るそうです。介護予防、健康増進のために、公

園への健康遊具の設置をすることはできないも

のか、お伺いをいたします。 

 次に、保育園への加湿器の設置について、お

伺いをいたします。 

 インフルエンザや風邪のウイルス、細菌は主

として低温、１５度から１８度以下、乾燥、湿

度４０％以下の環境を好みますので、冬に増殖

をいたします。 

 また、寒さと乾燥のせいで、鼻やのどの粘液

の分泌が減り、ウイルスなどを排除する繊毛の

働きが鈍くなってしまいます。こうして風邪を

ひきやすくなります。 

 予防のポイントとしては、手洗い、うがい、

温度・湿度を保つ、マスクをする、ビタミンＣ

の摂取、十分な睡眠、食事などがあげられてい

ます。 

 保育園では、手洗いやうがいは実行されてい

るとは思いますが、しかし、湿度を保つことは

余り実施されていないように思います。 

 湿度を５０％から６０％に保てば、鼻やのど

の粘膜のウイルスに対する抵抗力が強くなりま

す。 

 手洗いやうがい、加湿器を利用して湿度を保

てば、保育園での流行や重症化を防止すること

ができるのではないでしょうか。そこでお伺い

をいたします。 

 今現在、保育園での加湿器の設置状況をお伺

いをいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○副議長（中平富宏君） 市長。 

○市長（中西清二君） おはようございます。

市長、岡﨑利久議員の一般質問にお答えをいた

します。 

 まず、初めに、公園への健康遊具の設置でご
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ざいますが、まず、最初に公園について、簡単

に御説明を申し上げます。 

 市内にあります公園ですが、これは県が設置

して管理するもの、それから県が設置して、市

が管理しているもの。それから、市が設置して

管理しているものというふうな３種類のものが

ございます。 

 県が設置するものにつきましては、住民の方

とか、地区から市へ要望がありまして、遊具の

設置に関し、県へ要望する運びというふうな形

をとっております。 

 市が設置管理いたします公園の遊具につきま

しては、数年来の、住民の方から、多数、要望

をいただいておりまして、昨年度、平田公園へ

の大型複合遊具の設置を初めとしまして、本年

度におきましても、子育て支援の観点から、都

市公園を中心にしまして３地区、４公園に複合

遊具等の整備を、順次行っているところでござ

います。 

 いずれも、これはお子様用というふうな形に

なろうかと思いますが、健康遊具でございます。

現在、健康の遊具につきましては、県管理の宿

毛湾港緑地施設に４基、市管理の大海漁港緑地

公園に３基、この２カ所に合計７基のものが設

置されているというところでございます。 

 今後、さらなる少子高齢化社会に対応する中

で、健康増進はもとよりでございます、高齢者

と子供たちのコミュニティーの空間の創出にお

きましては、非常に有意義な施設というふうに

考えております。 

 私自身も、１人が１運動をしていただいて、

市民が健康でいっていただける、介護予防にも

なりますし、これ病気予防にもなります。そう

いったことで、この健康遊具、高齢者あるいは

成人の方々の意見も取り入れた形で、取り組み

やすい健康遊具、そういったものを設置を進め

てまいりたいと、このように考えております。 

 次に、加湿器の、保育所への加湿器の設置で

ございます。先ほど、岡﨑利久議員がおっしゃ

いました、私も不覚にも二、三年に１回の風邪

をひいておりまして、まことに申しわけござい

ません。 

 保育園の加湿器の設置状況でございます。現

在、山田保育園に２台、すみれ保育園に１台、

中央保育園に２台の３園に、０歳から１、２歳

児の部屋に５台、設置しておる状況でございま

す。 

 順次、増設していかなきゃいけない状況でご

ざいまして、設置してないところにおきまして

は、先ほど、岡﨑議員がおっしゃったように、

園児の風邪の防止とか、インフルエンザ、そう

いった防止のために、保育室にぬれタオルなん

かを置きまして、各保育園でも工夫をしまして、

園児が適切な環境で過ごせるように努めておる

ところでございます。 

 以上でございます。 

○副議長（中平富宏君） ２番岡﨑利久君。 

○２番（岡﨑利久君） ２番、再質問をいたし

ます。 

 まず、公園への健康遊具の設置についてです

けれども、今、市長よりいろいろと答弁をいた

だきました。ありがとうございます。 

 前段階で高齢者のためにと説明をさせていた

だきましたけれども、先ほど、市長が申しまし

たとおり、メタボ対策が必要である中高年を含

む、健康づくりのためにも、ぜひ健康遊具を設

置していただきたいと思いますし、先ほど、取

り組みやすい健康遊具からの設置をということ

で、答弁をいただきました。 

 それで、今、健康遊具が宿毛市内、宿毛湾港

に４基、大海に３基と、合計７基設置をされて

いるようですけれども、私自身、健康遊具の設

置がどこにされてあるのか、全く今まで、答弁

を聞くまで知らない状況でしたので、今後、設
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置をされるのであれば、市民の皆様にわかりや

すい方法で、その遊具をできれば使いやすいと

いうか、どのように使用することができるのか、

そういうところも含めた上での宣伝活動なり広

報活動というか、市民の皆様に伝えれる方法を、

ぜひ検討していただいて、健康遊具の設置をお

願いしたいと思いますけども、その点、答弁が

ありましたらお願いをいたしたいと思います。 

 次に、保育園への加湿器の設置について、今、

説明を受けました。現在、３つの保育園に加湿

器が設置されていて、今後、順次、設置をして

いくとの答弁をいただきました。 

 山田・すみれ保育園については、６カ月から

の乳児を対象に、乳児保育をしております。ま

た、山田・すみれ保育園以外にでも、平田・二

ノ宮保育園でも６カ月からの乳児を対象に、乳

児保育をされております。 

 優先順位を考えますと、できれば早い段階で、

この２園については、加湿器の設置をぜひとも

早い段階でしていただきたいと思いますけれど

も、この点、市長のお考えを再度お聞きしたい

と思いますけれども、よろしくお願いいたしま

す。 

 以上で、２回目の質問を終わります。 

○副議長（中平富宏君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、岡﨑利久議員の

再質問にお答えをいたします。 

 今後、健康に資する遊具を設置するというこ

とで、そういう方針を進めてまいりたいと思い

ますし、広報でそういったものの使い方につい

て誤るとけがをしたりしますので、やはり今お

っしゃられたような形で、この使い方も含めて、

無理をしないように。余り健康遊具が設置され

たからといって無理をしますと、また自分の体

に悪い影響も与えると思いますので、そういっ

た形での説明も含めた形で、どこにどういうも

のがあるということも含めて、広報してまいり

たいと思います。 

 それから、保育所への加湿器の設置でござい

ます。今後も保育所で、先ほど申しましたよう

に、保育室にぬれタオルを置くなどの加湿状況

をつくっていくということは、進めてまいりま

す。 

 また、手洗いとかうがいの励行をするという

ふうなことも必要でございますし、いろいろな

状況を確認しながら、進めていきたいと思いま

す。 

 今、岡﨑議員の、早い段階での２園への設置

ということをお聞きしました。これは、財政と

も話しまして、きちんとした対応をとるように

してまいりたいというふうに思います。 

 蛇足でございますけれども、岡﨑議員が以前

に、やはり女性とか子供のということで、子宮

頸がんやヒブワクチンのこと、これにつきまし

て、今年度、ようやく政府も動いてくれまして、

政府のお金、それから市のほうも負担をしなき

ゃいけませんが、そういったもののワクチン接

種が可能となってきましたことを御報告もさせ

ていただきます。 

 以上でございます。 

○副議長（中平富宏君） ２番岡﨑利久君。 

○２番（岡﨑利久君） どうも答弁、市長、あ

りがとうございます。 

 私から、今回、質問させていただきましたの

は、公園への健康遊具の設置について、それで

保育園の加湿器の設置について、質問をさせて

いただきましたけれども、健康遊具については、

順次、検討しながら、この進めていくというこ

とでございますし、保育園への加湿器の設置に

ついても、財政等と相談の上、設置をしていた

だけるという前向きな御検討、答弁をいただき

ましたので、私のほうから、これ以上、再質問

する、質問をすることはございませんので、以

上で私の一般質問のほうを終わらせていただき
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たいと思います。 

○副議長（中平富宏君） １４番中川 貢君。 

○１４番（中川 貢君） おはようございます。

１４番、中川でございます。 

 今議会での一般質問は、１問だけとなってお

りますので、市長におかれましては、明快な、

わかりやすい御答弁をお願いをいたしたいと思

います。 

 その質問内容ですが、市営住宅の耐震対策と、

まちづくり基本計画についてをお伺いをしたい

と思います。 

 私は、これまでの一般質問で、繰り返し取り

上げてまいりました本市の耐震対策でございま

すけれども、今回は市営住宅の耐震化事業につ

きまして、今後の宿毛市のまちづくり方針との

関連におきまして、御質問をいたします。 

 ３０年以内に、いつやってきてもおかしくな

いとされます南海・東南海地震の予想規模につ

きましては、政府の地震調査委員会において、

１８５４年に発生いたしました安政の南海大地

震のマグニチュード８．４クラスを想定をして

おります。 

 こうした巨大地震に備えるために、政府では

東南海・南海地震防災対策推進地域を指定いた

しまして、それぞれの地震防災対策関連法や、

耐震改修促進法などに基づきまして、防災地震

対策を講じることといたしております。 

 本市におきましても、既に平成１８年１月２

６日に施行されました改正耐震改修促進法に基

づきまして、宿毛市耐震改修促進計画を国に提

出しておりまして、平成２０年から２７年まで

の間に、耐震化率９０％を目標にして、市内の

対象となる建築物の耐震化を進めることを打ち

出しております。 

 加えまして、本年３月、平成２３年から３０

年までの当面する計画といたしまして、宿毛市

公営住宅等長寿命化計画を県に提出いたしまし

て、国の補助事業や交付金事業を導入して、市

営住宅の建てかえによる耐震化を進め、安心し

て暮らせる住環境づくりに取り組む姿勢を明ら

かにいたしております。 

 これらの現状を踏まえまして、次の項目につ

いて若干質問をしたいと思います。 

 １点目、市営住宅の耐震補強工事や建てかえ

計画など、住民の命を守るための耐震化事業の

円滑な推進のために、より具体的な事業計画の

策定が必要であるというふうに考えております。 

 来年度事業として、国の有利な施策を導入し

たまちづくり基本計画及び実施計画の策定に着

手するお考えはないか、まず１点お伺いをいた

します。 

 ２点目といたしまして、市営住宅の建てかえ

に当たりましては、住民参加のまちづくりの視

点が重要であるというふうに考えております。

これらの建てかえ事業に伴う新たなまちづくり

の取り組みを、地域福祉計画の取り組みの理念

に基づいて、自主防災活動などを含めて、地域

住民が主体となって支え合う地域福祉の推進に

つなげていくお考えはないか、まずお聞きをし

たいと思います。 

 以上、２点を御質問をしたいと思います。 

○副議長（中平富宏君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、中川議員の一般

質問にお答えをします。 

 まず、第１点目でございますが、市営住宅の

耐震対策を推進するために、来年度事業として

まちづくり基本計画及び実施計画の策定に着手

する考えはないかという御質問でございますが、

市営住宅の耐震対策につきましては、中川議員

から言われましたように、国の交付金事業を導

入しまして、市営住宅の建てかえによる耐震化

を進めるために、本年３月に、平成２３年度か

ら平成３０年度までの当面する計画としまして、

宿毛市公営住宅等長寿命化計画を県に提出をし
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ております。 

 また、本年８月には、庁内におきまして市営

住宅の再編等に係る検討会を立ち上げまして、

宿毛市全域をとらえた中で、公営住宅と民間住

宅の役割分担とか、高齢者対策なども考慮しな

がら、良好な住環境、居住環境の整備促進を図

るための検討を行っています。 

 建てかえに当たりましては、よりよい建てか

え計画にするために、来年度には住民や有識者

からなるまちづくり協議会を設置しまして、高

齢者や障害者などにも配慮するなど、さまざま

な角度から広く御意見をいただきまして、住民

との協働で基本計画を作成し、その後、財政的

なことも考慮しながら、随時、建てかえをして

まいりたいと、このように考えております。 

 それから、地域福祉との関連でございますが、

新たなまちづくりの取り組みを、地域福祉計画

に位置づけてはどうかという御質問と思います

が、地域福祉計画は、県下でももう策定率が非

常に低くて、各市町村とも策定がおくれている

現状でございますが、作成に向けた取り組みを、

現在、しているところでございます。 

 本計画は、地域の生活課題解決のための仕組

みづくりについて定めるものでございまして、

宿毛市では、平成２０年４月に、中角地区をモ

デルとして、中角地区地域福祉計画を策定させ

ていただいております。 

 来年度は、宿毛市全体の計画を策定するべく、

現在、検討を進めているところでございます。 

 この計画では、地域住民が主体となり、支え

合う地域福祉の推進につなげていかなければな

らないことはもちろんでございますが、市営住

宅の建てかえ事業と、地域福祉計画が直接関連

するものではございませんが、策定に当たりま

しては、広く住民の課題や意見を出していただ

きまして、高齢者、障害者、子供までが、みん

なが安心して暮らせるまちづくりを目指した計

画を策定していかなければならないというふう

に考えております。 

 いずれにしましても、すべての住民が、住み

なれた地域で、だれもが安心して暮らせるよう

に助け合い、支え合い、ともに生きることを目

指して、市民と行政の協働作業による仕組みづ

くりが必要と考えております。そのことが地域

福祉の推進につながるものというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

○副議長（中平富宏君） １４番中川 貢君。 

○１４番（中川 貢君） どうもありがとうご

ざいます。 

 ２点にわたる質問内容でしたが、それぞれわ

かりやすい御答弁をいただきました。 

 基本的に、基本計画も来年度、策定していこ

うという考えでありますし、住民福祉の推進に

つながる地域福祉計画、直接は関係ないとは言

いましたけれども、関連づけた取り組みとして、

地域福祉に推進するように取り組んでいくとい

うお答えだったというふうに思います。 

 そこで、この地域福祉に関して、来年度策定

されるということでありますから、その大きな

宿毛市全体の計画は取り組んでいっていただき

たいんですが、市長のおっしゃるように、策定

率は非常に悪い状況でありまして、高知県で現

在、市ですね、町村を除いて市の中で策定済み

のところは、室戸市と須崎市、清水市、それか

ら四万十市ということになっておりまして、あ

とはまだ策定をされておりません。 

 策定を予定しておるというところが香美市で

あり、そしてまた本市が来年度やりたいという

ことであるということでございます。 

 そういう意味では、少しおくれておりますの

で、それはそれとして進めていただきたいわけ

ですが、この地域福祉計画の前段にある地域福

祉の法的な位置づけとしてありますのが、地域
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住民が地域社会を構成する一員として、あらゆ

る分野の活動に参加する機会が与えられるよう

に、地域福祉の推進に努めなければならないと

いう努力規定として、４条で規定をされておる

わけでありまして、大いに今回のまちづくり計

画も、この地域福祉計画の理念、そして地域福

祉のこの４条の規定に沿ったものというふうに

考えておりまして、大いにリンクして取り組む

べき事業であるというふうに思っております。 

 計画のための計画ではなくて、具体的な取り

組みの中に、それを生かしていくという視点が

重要であるということで、指摘をさせていただ

きましたが、ぜひとも地域福祉計画と、それこ

そリンクさせて取り組んでいっていただきたい

というふうに考えております。 

 それから、もう１点、ちょっと角度をかえて

お伺いをしたいんですが、防災対策のこうした

事業と、地域の経済の関係についてであります。 

 現在、雇用の確保や産業振興による生活の安

定、そして住民のそうした消費意欲を推進して

いくためにも、こうした経済的な浮揚策という

のは重要な行政課題であるというふうに考えて

おりますが、そうした中で、昨今、よく報道さ

れておりますように、政府のＴＰＰ加盟の動き

に見られますように、これ環太平洋戦略的経済

連携協定ということの略のようでありますけれ

ども、こうした動きが日本各地、地方の、特に

農業にかかわる方々の生活を脅かすんではない

かということで、懸念をされておる実情もあり

ます。 

 今議会にも陳情があがってきておりまして、

意見書提出してほしいという陳情でありますが、

そういった現状にあって、非常に危惧をしてい

るわけですが、こうした現状に対して、行政と

して、一次産業、二次産業の振興、産業振興に

よる地域経済の活性化、底上げは当然のことで

ありますけれども、こうした、さっき言いまし

たような防災対策、特に巨大地震に備えるため

の市営住宅などの耐震化の事業につきましては、

活力を失いつつあるこの地域経済に、一時的な

ものであったとしても、カンフル剤として大き

なインパクトを与えるんではないかなというふ

うに考えておりまして、こういった事業が雇用

の確保や生活の安定、ひいては地域経済の拡大

にも大いに寄与するんではないかなというふう

に期待をしておるわけでありますが、これらの

防災ニューディール事業ともいえる自然災害に

強いこのまちづくりと、この経済効果について、

市長はどういうふうな見解をお持ちであるのか、

あわせてお伺いをしたいと思います。 

○副議長（中平富宏君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、中川議員の再質

問にお答えをいたします。 

 まず、１点目の地域福祉計画に、こういった

形のものを、住宅の関係へつなげていくという

ことについては、これからもそのように取り組

んでまいりたいというふうに考えております。 

 それから、防災の関係、耐震対策についての、

耐震事業が経済のカンフル剤となるんじゃない

かというふうなことで、非常にいい形のものだ

と思います。 

 私自身も、市内の経済効果、いわゆる我々の

ところの公共事業というものが、やはりまだ一

つ伸びが少ないわけでございますが、この疲弊

した経済には、非常にやはり公共事業的なもの

というものは、非常な、我々経済にもカンフル

となってくるんじゃないかなというふうに思っ

ているわけでございます。 

 国も経済対策を講じているわけでございます

けれども、なかなか国のやっている経済対策が、

我々に効果をあらわしていないのじゃないかと

いうふうなことでございます。 

 そういったことで、宿毛市内の経済、大変厳

しい状況があって、こういった市営住宅の建て
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かえ、これがやはり、大分、カンフル剤になっ

てくるんじゃないかという気持ちは、多分に私

は持っておりまして、この建てかえが始まりま

すと、雇用の場がまず設けられます。それから、

地元木材等も、この建てかえについて、いろい

ろ利用が図られるというふうなこともございま

して、大きな経済効果というものが発揮できる

んじゃないかというふうに思っております。 

 住宅の建てかえでございますが、学校の建て

かえ含めまして、財政的に許されるものなら、

早急にこれを早くやっていきたいというふうな

気持ちでいっぱいでございます。 

 優先順位は、やはり人間の住む、安全安心な

ところというものを提供するべきでございます。

学校の建てかえと含めまして、並行的にこの住

宅の建てかえについても、早急にやっていかな

きゃいけない。 

 これは先ほど申しましたように、県を通じま

して、国のほうにも出しておりますので、ぜひ

来年度から基本計画、実施計画等を立てながら、

順次進めてまいりたいと、このように考えます。 

○副議長（中平富宏君） １４番中川 貢君。 

○１４番（中川 貢君） どうもありがとうご

ざいます。 

 最後に、１点、意見になるかもしれませんが、

３回目の質問をさせていただきたいと思います

が。 

 現在、宿毛市の市営住宅、公営住宅、改良住

宅含めて３９８戸ございます。 

 その中で、先ほど、長寿命化計画で位置づけ

られたのが、公営住宅１０３戸を含む１８１戸

を、３０年度までに当面して取り組んでいこう

ということを挙げておられます。 

 先ほど、市長が申されましたように、現在、

学校の統合計画、そして耐震化も進めなけりゃ

ならんという状況にあります。 

 そういう全体計画、長期的なビジョンと整合

性を保っていただきながら、計画的に取り組む

べきであろうというふうに思いますが、国の、

国交省のほうの御意見をちょっと聞きますと、

財政的な負担については、余り市町村に、そん

なに過酷な負担にならんのではないかというよ

うなシミュレーションもしておりますし、公債

費の負担比率のカウントにつきましても、それ

はそこで直接、他の公債費と同じように実質公

債費比率の中にカウントしない形の、考えるこ

とができるというふうなお話もされております。 

 この公営住宅、改良住宅の中では、補助率の

いい事業もありますから、ぜひこの際、国の、

新たにパッケージとして制度化された、新しい

交付金事業もことしから始まったようでござい

ますから、ぜひそういった有利な制度をどんど

ん利用していただいて、宿毛市の負担が少しで

も軽くなるような方向で取り組んでいただくと、

非常に住民にとってもありがたいなということ

になります。 

 ぜひ、そうした努力を、市長が、宿毛市のト

ップとして、ぜひ県や国に対しても、強力にア

プローチしていただきたいということをお願い

もしたいと思います。 

 それについての市長の御見解をお聞きしたい

と思います。 

○副議長（中平富宏君） 市長。 

○市長（中西清二君） 中川議員の再質問にお

答えをいたします。 

 先ほど、中川議員からよい御提案もいただき

ました。もちろん、我々、財政的に非常に厳し

いところでございます。 

 先ほどの、特に市営住宅、改良住宅のことで

はございませんが、学校の中においても、中心

市街地活性化事業基本計画、これに入れること

によりまして、非常に有利な補助金がいただけ

る、そういうふうなものもございますし、ぜひ

財政的にも厳しいところでございますから、国
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の金を引き出して、そういう金をたくさん使う

形で、後世に余り負担を残さないような形のも

のを使ってまいりたいと、このように考えます。 

 以上でございます。 

○副議長（中平富宏君） １４番中川 貢君。 

○１４番（中川 貢君） 適切な御答弁ありが

とうございました。 

 ぜひ、御努力、宿毛市の代表バッターとして、

トップとして頑張っていただきたいというふう

に思います。 

 以上で質問を終わります。 

○副議長（中平富宏君） この際、１０分間休

憩をいたします。 

午前１０時３７分 休憩 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午前１０時４７分 再開 

○議長（寺田公一君） 休憩前に引き続き、会

議を開きます。 

 ５番浅木 敏君。 

○５番（浅木 敏君） 皆さん、おはようござ

います。５番議員の浅木です。ただいまから、

私の一般質問を行います。 

 質問通告に従い、質問を進めます。 

 まず、１番目に、国民健康保険について市長

にお尋ねします。 

 私は、６月議会で日本共産党宿毛市委員会が

実施した宿毛市政と市民の暮らしアンケートの

結果について紹介し、その中の幾つかを質問し、

市長から御答弁をいただいたことでした。 

 その中に、国保の問題もありましたが、国保

問題をめぐる大きな動きがありますので、再度、

質問いたします。 

 アンケートの中では、税金や国保等の保険料

が重くなったと答えた人が８０％、暮らしに不

安を感じる要因の第１番目が、税や国保料の負

担でした。 

 このため、市政に望むことの第１番目も、国

保税等の引き下げでした。 

 一昨日の新聞にも「国保税値上げで生活でき

ん」との大きな見出しで、高額の国保税に悩む

県民の姿が報道されていました。 

 宿毛市でも同じように、多くの市民が高額の

国民健康保険料の支払いに苦しんでいる結果が、

アンケートにもあらわれています。 

 昨年度末に、厚生労働省は前年の国保税収納

率の全国平均が、制度始まって以来、初めて９

０％を割ったと発表しました。宿毛市において

は、辛うじて９０％を維持しましたが、収入が

毎年低下する中では、高額の保険料を払いたく

ても払えない世帯がふえることは、火を見るよ

り明らかであります。 

 今、全国的に国保税引き下げの国民的運動が

起こり始め、既に引き下げを実施した自治体も

あります。 

 私は、国民健康保険の現状を、市民の立場で

改善するために、市長に次のことをお尋ねしま

す。 

 まず、１番目に、こうした市民の悲鳴に耳を

傾けて、国保料の引き下げを求めるものであり

ます。今日のような高額の保険料になった大き

な要因は、国保総会計に占める国庫支出金の割

合を、政府が１９８４年には５０％であったも

のを、現在の２５％に引き下げたことによるも

のであります。 

 差し当たっては、他の自治体のように、基金

の取り崩しや一般会計からの繰り入れで、高過

ぎる保険料を引き下げ、だれもが滞納せずに払

えるようにすることが必要かと思われます。 

 しかし、根源的には、政府が国庫負担をもと

の５０％に戻さなければ、解決がつきません。

このことを政府に求めることはできないか、お

伺いいたします。 

 ２番目に、国保加入者の収入が低下する中で、

治療後に病院の窓口で払う一部負担金の支払い
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が困難になる人がふえています。このため、厚

生労働省は、国保の患者窓口負担を減免する新

たな基準について、今年の９月１３日付で通知

を出しています。この通知は、収入が生活保護

基準以下に急減し、預貯金が生活保護基準の３

カ月以下の世帯が対象で、１カ月更新の３カ月

が標準となっています。 

 そして、市町村国保に対しては、減免額の２

分の１を国が特別調整交付金で負担するという

内容になっております。 

 宿毛市は、この通知の取り扱いをどのように

しているのか、市民にはどう周知しているのか

お尋ねします。 

 また、この際に、国から示された基準を参考

に、減免制度を明確にすることを求めます。 

 ３番目に、厚生労働省は、この通知の中で、

保険料滞納者に対する資格証明書の発行につい

ても、窓口負担減免基準に該当する人は、保険

証取り上げの対象とならない特別の事情に該当

する可能性があると指摘し、保険証の取り扱い

に留意を促しています。 

 宿毛市においても、この通知に基づいた取り

扱いを求めます。 

 ４番目に、資格証明書の発行については、２

０１０年３月４日の参議院予算委員会での長妻

大臣が、払えるのに払わないと証明できた場合

以外は、慎重に取り扱うよう自治体にお願いす

ると答弁しています。 

 悪質滞納者と証明できない限りは、資格証明

書を発行させない立場を明言したものと言えま

す。 

 宿毛市としても、このことに留意して、資格

証明書の発行は悪質滞納者のみとするよう、求

めるものであります。 

 ５番目に、政府は後期高齢者医療制度にかわ

る制度を検討していますが、これまでと同じよ

うに、７５歳以上の人の国保を別立てにし、県

に運営や財政責任を持たせようとしています。 

 将来的には、７４歳以下の人も県に移す計画

でもあります。 

 すべての国保加入者を県に移さず、これまで

どおり市町村国保とするように求めるべきでは

ないかと、市長にお伺いします。 

 大きな２番目で、農林水産物の自給について、

市長にお尋ねします。 

 食料の自給率向上が叫ばれる中で、菅首相が

臨時国会冒頭の所信表明演説で、突如、環太平

洋連携協定ＴＰＰ交渉への参加検討を明らかに

しました。 

 このため、ＴＰＰが関係業界でなく、多くの

国民の関心事となっています。このＴＰＰは、

原則として、すべての品目の関税を撤廃し、例

外なく自由化させる協定であります。 

 日本の場合、自動車や電機など、輸出に強い

工業界では、０．４８から０．６５％、国内総

生産、いわゆるＧＤＰを押し上げる効果がある

と、推進を求めています。 

 しかし、国際競争力の弱い農林漁業などは、

大量の輸入品に押され、壊滅的な打撃を受ける

ようであります。 

 農林水産省が公表している試算表によると、

農林水産物の直接生産減少額は、水産物の４，

２００億円、林産物の５００億円を含めて４兆

５，０００億円となっています。 

 また、農業の多面的機能は３兆７，０００億

円ほど失われ、雇用は３５０万人分消失するこ

とになっています。 

 こうしたことから、現在でも４０％の食糧自

給率が１３％にまで急落するとなっています。 

 高知県内では、産出額１３９億円のお米のほ

とんどが失われ、牛肉など、酪農産品を合わせ

た農産物が１７６億円減少するとなっています。 

 そこで、市長に次の４点についてお尋ねしま

す。 
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 まず、１点として、政府が農林水産業等に壊

滅的打撃となるＴＰＰに参加しようとしている

ため、宿毛市でも関係者は大変心配しています。

第一次産業のみならず、地域全体の経済に大き

なマイナスの影響があると考えますが、このこ

とについての市長の認識をお尋ねします。 

 次に、ＴＰＰ参加によって、農林水産物の完

全自由化が進められた場合に、宿毛市の農林漁

業及び関連産業と地域経済に、どのような影響

が出るか、数字的に試算をしておればお示し願

いたい。 

 ３番目に、ＴＰＰに大きな危機感を持つ高知

はた農業協同組合の理事長から、宿毛市議会に

対して、ＴＰＰに参加しないよう求める意見書

の提出の要請が来ております。 

 市長としても、こうした悲鳴を、悲痛な訴え

をされている団体の皆さんと連携し、ともに行

動を起こすべきときではないかと思いますが、

このことについて、市長の所見と認識をお尋ね

いたします。 

 ４番目に、政府はＴＰＰ交渉に参加するかど

うかを決めるのは、来年の６月前後としていま

す。宿毛市民がこんなにも心配しているＴＰＰ

に対して、市長として、機会あるごとに、きっ

ぱりと反対の意思表示と取り組みをしてほしい

と思います。 

 市長の所見と決意をお伺いします。 

 大きな３番目で、咸陽島の公園の整備事業に

ついてであります。 

 宿毛市が今進めている咸陽島魅力回復事業に

ついては、多くの市民から疑問、批判の声があ

がっているので、私は幾つかの点について、市

長にお尋ねします。 

 咸陽島公園は、景色がよいだけではなく、遠

浅の海岸は潮干狩りもできる、市民の憩いの場

ともなっています。 

 以前には水族館もあり、保育園や学校の子供

たちを楽しませたものでした。しかし、近年は

ほとんど手入れもなく、雑草や雑木が生い茂り、

ある程度、整備を求める声もありました。 

 しかし、シャワーとトイレに加え、大きな砂

場をつくったため、附帯工事も含めて４，２０

０万円かかっています。設計図の提出も求めず、

予算を承認した議会の責任もありますが、改め

て市長に次のことをお尋ねします。 

 １番目に、整備完了まで、まだあと１，５０

０万円ぐらい必要と聞いていますが、市民の多

くが、経済的困難に直面しているときに、多額

の税金を投入して、あれほど大がかりな事業を

する必要があったのかどうか。 

 ２番目に、約１，５００万円もかけて大きな

砂場をつくったが、だれがどう使うのか。市民

要望とはかけ離れたものではないか。市民の要

望をよく聞いてからつくるべきではなかったか。 

 ３番目に、また砂場周辺とその東側を芝生に

するようですが、雑草の繁茂、動物対策など、

芝生の管理は容易でないと思われます。 

 委託管理費として、毎年約６０万円を支払い、

除草や清掃もすることとなっていますが、これ

で十分な継続的管理ができるのかどうかをお尋

ねします。 

 最後に、大きな４番目で、公共建築物への木

材利用促進について、市長と教育長にお尋ねし

ます。 

 私は、これまでにも森林の育成や林産業発展

の観点から、木材利用の促進を求めてまいりま

したが、１０月から新たに公共建築物木材利用

促進法が施行されたので、その関係で、市とし

て今後の公共建築をどう考えているか、お尋ね

します。 

 まず、１点は、本年は小筑紫小学校の建築が

ありましたが、これから宿毛市は公共施設の建

築が続きます。宿毛市において、今後の公共施

設建築の木材利用をどう進めるか、市長にお伺
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いします。 

 ２点目は、最も早い建築が、宿毛消防署かと

思われます。この建築にも内装は木材が使える

と思います。木材の使用やエネルギー対策につ

いて、どのような構想をお持ちか、市長にお尋

ねします。 

 ３点目は、教育関係施設も老朽化が進み、学

校の施設改築が続きますが、建築に当たっては、

木造建築が可能となる立地条件、建築方法につ

いて、どのように考えているか、教育長にお尋

ねします。 

 ４点目に、今、宿毛市内の建築関係等の皆さ

ん方は、不況の中、仕事を求めています。こう

した大きな仕事の設計や、工事発注に当たって

は、地元業者最優先で取り組むべきではないか

と思いますが、市長の考えを伺います。 

 以上で、私の１回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、浅木議員の一般

質問にお答えをいたします。 

 まず、国民健康保険会計でございますが、数

点あろうかと思います。 

 まず、１点目でございますが、国保税の負担

を下げるために、国に対して国庫負担増を求め

るということでございます。 

 １５年ほど前の国保特別会計の決算総額に占

める国庫支出金の割合は、おっしゃるとおり５

０％ほどありました。 

 現在も、これは医療給付費に対する国県支出

金の割合は５０％ございます。現在の国保特別

会計には、１５年前にはなかった後期高齢者支

援金とか、介護納付金、それから共同事業拠出

金など、多額の歳出があるために、この総額が

大きくなっております。 

 そのために、総額に占める国庫支出金の割合、

国庫支出金がそのままでございますので、全体

に占める割合が低くなってきているという現象

でございます。 

 私自身思っておりますのは、国保は国の責任

で運営すべきものであるという認識でございま

す。 

 それから、２点目の病院窓口での医療費の一

部負担金の減免につきましての御質問でござい

ます。 

 ９月１３日付の厚労省からの通知によります

医療費の一部負担金の減免について。一部負担

金の減免制度自体に反対するつもりはございま

せんが、この減免によって生じる負担は、保険

者であります市が負担することになります。こ

の市の負担は、当然、その負担は他の被保険者

に返ってくるわけでございます。だから、国が

一部負担金の減免を提唱するのであれば、それ

によって生じる負担は、全額国が負担するべき

であるというふうに、私は考えております。 

 そのような体制が整っていない現状では、宿

毛市としましては、一部負担金の減免は実施で

きません。 

 なお、一部負担金の減免に係る国の全額負担

につきましては、これからも機会あるごとに要

請をしてまいりたいと、このように考えます。 

 ３点目の特別事情の関係と、資格証明書の質

問につきましては、同じ趣旨だと考えますので、

合わせてお答えをいたします。 

 以前から同趣旨の議員の一般質問に対しては、

何度も答弁してまいりましたが、当市における

資格証明書の交付につきましては、宿毛市国民

健康保険税滞納世帯に係る事務処理要領、要綱

がございます。また、同要領に基づき、被保険

者間の公平性を保ちつつ、適切に運用をしてい

るところでございます。 

 その上で、特別事情の質問にも関連するかと

思いますが、当市では、被保険者を取り巻くさ

まざまな環境の変化に対応すべく、きめ細かい

対応ができるよう、毎年度、被保険者証の交付
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基準を見直して対応しているつもりでございま

す。 

 今後も、資格証明書の発行において、当市の

対応を変更するつもりはございません。 

 次に、５点目の後期高齢者医療制度終了後の

新高齢者医療制度につきましては、せんだって、

有識者らで構成します厚生労働省の高齢者医療

制度改革会議により、後期高齢者医療制度にか

わる平成２５年３月からの新高齢者医療制度の

最終案を、厚労省が先日、発表したことは皆さ

んも御存じのとおりだと思います。 

 それによりますと、新高齢者医療制度につき

ましては、平成２５年３月からスタートをしま

して、現在の後期高齢者医療制度に加入してい

る７５歳以上の方、約１，４００万人のうち、

被用者保険に移る２００万人の方を除く１，２

００万人について、国保に戻すことになってい

ます。 

 次に、その運営主体につきましては、都道府

県もしくは広域連合とされておるということで

ございます。 

 ７５歳で区切るのか、その運営主体につきま

しても、市町村国保に返すべきだとの質問もご

ざいますが、被保険者の方が高齢者でもござい

ますし、制度の改正が被保険者の負担増につな

がらないように、財政安定化基金の活用等の声

を上げていかなきゃいけないんじゃないかとい

うふうなことを思っております。 

 この改正案自体につきましても、先日発表さ

れたと申しましたが、この全国知事会とか、政

府与党内にも高齢者の負担増につながるとして、

難色を示す動きがある、こういうことでござい

まして、先行きが不透明な状況でありますので、

今後の推移を、これは見守っていかなきゃいけ

ないかなというふうなことも思っております。 

 次に、ＴＰＰ、非常に発音が、日本人にはや

りにくい発音でございますが、環太平洋戦略的

経済連携協定ということで、関税を全部、オー

ルフリーにしましょうと、簡単に言えば、いう

ことで。これは、最初には４カ国の加盟で発行

したものを、何かアメリカとオーストラリア等

が参加を表明したということで、日本のほうも

おくれてはならじというような感じで、何か菅

首相が発表したようでございますが。 

 菅首相も、いろいろやはり、日本の国内の農

林水産業のことを、きちんとこの振興策、こう

いう関税、オールフリーになっても、国民が食

べていけるというふうなことを、まずしてから

やらなきゃいけないんじゃないかと、私は思っ

ているわけでございます。 

 ＴＰＰが全部、関税がフリーだからいいとい

うわけでは、日本にとってはないんじゃないか

なと、私は思っております。 

 これが、日本の農業が、関税がオールフリー

になっても、これは食べていける。農業が継続

していけるというふうな状況を先につくるべき

だと、私は思います。 

 この互恵関係を築くことは意義あることだと

いうふうには思いますが、参加の是非、先ほど

申しましたように、やっぱり何らか、その一次

産業に対する策をやっぱり講じて、それからや

るべきではないかというふうに思いまして、余

りにも拙速であるというふうなことを、今、思

っているところでございます。 

 また、一次産業への、これをすぐに実行され

ますと、壊滅的な打撃は、我々地域経済にとり

ましても、地域社会をより一層、冷え込ませる

というふうなことが出てくるし、また、雇用環

境を極度に悪化されるおそれがあるというふう

な認識を、私も持っておるところでございます。 

 次に、ＴＰＰ参加によって、農林水産業の数

値的なものを出せということでございますが、

きのう、きょうの新聞を見ますと、四万十市が

数値を出しているところでございますけれども、
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あれは聞きましたら、かなり随分前の数値だと

いうことでございます。 

 先に県が農業産出額を試算をしていましたが、

この数値は、もう農林水産省で出しているもの

に、減少率を掛けたものだけということでして、

宿毛市では、数値的なものは出しておりません

ので、ここで、済みませんがお答えはできませ

ん。 

 それから、今後の話でございますが、ＴＰＰ

の参加については、県のトップである知事も反

対ということでもございますし、今の時点で、

私も賛成できるものではございません。これは、

先ほど申しましたように、一次産業だけの問題

じゃなくて、地域経済そのものに与える影響が

非常に大きいというふうなことを思っているこ

とを申し添えておきます。 

 それから、咸陽島の整備事業でございます。 

 ２１年度に国の、これは地域活性化経済危機

対策臨時交付金事業というのがありまして、非

常に使途が限られたものでございました。 

 我々、事業に優先順位をつけながらやってい

るわけでございますけど、これに合うものが、

公園の整備事業、魅力回復事業ということで活

用いたしまして、議会の承認をいただきまして、

整備したものでございます。 

 この事業の内容につきましては、今まで何度

も説明を申し上げてきておりますが、前回の第

３回定例議会におきましても、今後の整備計画

を含めた詳細について、御報告をしまして、一

定の御理解もいただいておるものとは認識して

おりますが、市民の皆様にも、さまざまな御意

見があるということは、私も承知しています。 

 以前から、本市には小さな子供を持つ家族連

れが楽しめる公園や施設が、少ないとの声を聞

いておりました。 

 咸陽島にまいりますと、休日は小さなお子さ

んを連れた親子連れが、結構います。春には、

非常に、私も時々見回りといったらおかしいん

ですけれども、見に行きますと、芝のほうで遊

具で遊んでいる親子連れの方が非常におられま

した。 

 こういったことで、宿毛湾、いわゆる宿毛市

の地域が海に面して立地していながら、気軽に

海で遊べるような砂浜がほとんどないというの

が実情でございます。 

 そのために、１００％補助に近い本事業を有

効に活用しまして、老朽化して不便を来してい

るトイレとシャワー施設を含めた整備を実施し

たものでございます。 

 残念ながら、トイレにつきましては、非常に

いたずらをされまして、心ない者たちのいたず

らによりまして、トイレの修繕をしなきゃいけ

ないと、そういうものも発生しております。 

 私どもとしましては、今後とも、当初の目的

どおりに、市民の皆様方を初め、多くの方々が

自然に触れ合いながら、ビーチスポーツとか、

砂遊び、いつでも気軽に楽しめる施設として、

どんどん御利用いただきたいと願っているとこ

ろでございますし、公園全体として、皆さんが

年間を通して訪れる憩いの場として、計画的に

整備を図ってまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 その前に、咸陽島に、椰子に至る道路という

ものが、十数年かかってまだできてない。これ

は、道路の交付金の関係もございまして、県の

ほうからくれるお金のほうが少ないということ

もございまして、非常に遅々として進まない。

早く完成をして、この公園にも、ぜひその道路

を使って行っていただきたいというふうなこと

も思っているところでございます。 

 こういったことで、引き続き、市民の皆様の

御理解を得て、その広報やホームページなどを

通じて、周知してまいりたいと思ってますし、

市外の方々に対しましても、観光パンフレット
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とか、さまざまな研修会や会議の場を利用した

ＰＲ活動も、積極的に図ってまいりたいという

ふうに考えております。 

 また、東京にあります全国のビーチスポーツ

振興会のほうからも、いろんな御支援もいただ

けるということで、そういったほうの情報もい

ただきながら、活用を図ってまいりたいという

ふうに思います。 

 それから、芝の植栽でございますが、現在の

砂場周辺は、ごつごつした岩が多く、石が多く

て、裸の足で歩きますと、けがをする危険性が

ございます。そのために、今後の計画としまし

ては、芝生を張ることによって、利用者の安全

が確保できる施設として、整備を図ってまいり

たい、このように考えております。 

 芝の管理につきましては、この公園内には既

に芝生を植栽しまして、年間を通じて芝刈りと

か、雑草駆除等の作業を行うなど、維持管理が

できておりますので、新たな芝生につきまして

も、技術的には問題なかろうかというふうなこ

とを思っております。 

 次に、公共建築物への木材の利用促進でござ

います。浅木議員もおっしゃったと思いますが、

木材の利用を促すために、公共建築物等におけ

る木材の利用の促進に関する法律が、本年の５

月２６日に公布されまして、１０月１日に施行

されてます。 

 この法律では、公共建築物の建築に用いる木

材を、円滑に供給するための体制を整備する等

の措置を講ずるとされておりまして、地方公共

団体の責務として、地方公共団体は国の施策に

準じて、木材の利用の促進に関する施策を策定

し、及び実施するよう努めるとともに、その整

備する公共建築物における木材の利用に努めな

ければならないというふうにされております。 

 宿毛市の最近の公共建築物としては、小筑紫

の小学校があります。この建物におきましても、

内装材及び備品の机とかいすなどにも、木材を

利用しておりまして、また、新港埠頭用地に建

設しました８４マリンターミナルにつきまして

も、木造建築とするなど、法律の制定に先立ち

まして、地産地消を推進するため、積極的に木

材の利用に取り組んでいるところでございます。 

 今後につきましても、宿毛市が建築する建物

につきましては、可能な限り、積極的に木材を

利用したいと考えております。 

 また、この木材も、できましたら、ぜひ地元

産材を使っていきたい、こういうふうなことを

強く感じているところでございます。 

 来年度、工事に着工予定の消防庁舎における

木材の利用関係でございますが、現在、基本設

計を行っておりまして、その中で構造について

も、検討を行っておりますが、消防庁舎が非木

造の構造が最適というふうになった場合におい

ても、内装材として採用するなど、可能な限り、

積極的に木材は利用していきたいと、このよう

に考えております。 

 また、省エネ対策につきましても、太陽光発

電とか、ＬＥＤ照明などの設置によりまして、

エネルギーの節約にも努めてまいりたい。環境

に配慮した施設にしたいというふうなことを考

えております。 

 それから、私のほうで、木造の公共建築物を

建築する場合に、設計または施工は、市内業者

への発注を優先すべきじゃないかということで

ございます。もちろん、この景気低迷の折に、

地元の方々にいろんなことをやっていただくと

いうことは、私も基本的には、そういう方針で

取り組んでおります。 

 ただ、基本的に設計及び施工については、そ

ういうふうに思っております。ただ、それには、

いろんな資格というものがあったり、それに対

する対応するものが要ると思います。そういっ

た資格審査をした結果、そしてまた、建築物の
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規模等、あと施工の監理とかいうふうなことを、

総合的に判断した形で、庁内にあります指名委

員会のほうに諮りまして、こういうことを決め

てまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 教育長。 

○教育長（岡松 泰君） 教育長、浅木議員の

一般質問にお答えをいたします。 

 まず、初めに木造建築が可能となる立地条件

は、どのように考えているかという御質問であ

りますけれども、まず、本年の３月に、市長も

話がありましたけれども、新しい統合の小筑紫

小学校が、建築が完成をいたしました。 

 当初は、木造建築を予定をしておりましたけ

れども、建築場所が海の近くである。それから、

近い将来、高い確率で発生するであろう、そん

な可能性のある南海地震による津波被害も想定

されること等、勘案をする中で、鉄筋のコンク

リートづくりを選択をいたしました。 

 今後、新たに設置、整備につきましては、何

よりも児童・生徒の安全・安心の確保が、最も

重要な要件だと考えております。当然、立地条

件につきましても、慎重に検討をしていかなけ

ればなりません。 

 一方、学校の建設場所につきましては、現在

ある学校の歴史的な経過であるだとか、保護者、

地域住民の思いとか、希望だとかも、十分配慮

をする必要があります。 

 教育委員会の考えだけで決定できるものでは

ありませんので、したがいまして、それらを総

合的に検討した上で、場所を決定することにな

りますので、その場所に適した建築方法を研究

して、取り組みを進めてまいらなければならな

いと、こんなふうに考えております。 

 技術的なことは、詳しくは承知をしておりま

せんけれども、津波の浸水が想定される場所で

あっても、施設の一部を木造とするような工法

は可能ではないかとも考えております。工夫を

することによりまして。 

 次に、今後の教育施設の整備に当たって、木

造建築とすることについて、どのように考えて

いるかという御質問でございますけれども、先

ほど申し上げましたように、学校施設の建築に

つきまして、最も重要と考えておりますことは、

子供の安全であります。 

 あわせて、先ほど来、議員それから市長も話

をされましたように、公共の建築物における木

材の利用の促進に関する法律の目的にも明記を

されておりますように、地球温暖化の防止とか、

それから循環型の社会の形成に向けた取り組み

を推進するためとか、さらには木の持つ温かさ

とか、森林の大切さを子供たちに理解させるた

めにも、木造建築は有意義な取り組みの方法だ

と考えております。 

 いずれにいたしましても、教育施設の建築方

法につきましては、担当部局とも十分協議をす

る中で、検討をしてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） ５番浅木 敏君。 

○５番（浅木 敏君） ５番、再質問をいたし

ます。 

 国民健康保険制度についてお尋ねした中で、

市長からいろいろ御答弁いただきました。 

 まず、１点目の国保料の高いことについて、

国保料が高いから市民が払えないと、こういう

面で引き下げしてくれという要望が強いという

ことですが、これについては、まだ数少ないで

すが、もう既に、各市で実際に引き下げもして

いきゆうというところもあります。 

 逆に、やりくりができなくなって、上げると

いうところもありますが、この場合に、先ほど

も言いましたように、当面は基金の取り崩しと

か、一般会計からの独自繰り入れですね、これ
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によってやっていきゆうところもあるわけです。 

 全国的には、この独自に一般会計から繰り入

れよる額が３，６００億ぐらいあるように聞い

ているわけです。 

 また、高知県全体でも、１１自治体ぐらいは

一般財源から国保へ向けて繰り入れているとい

うことがあるわけです。 

 そういうこともしながら、地域住民、地元の

人が何とか払えるような額にしていくというこ

とでやっていきゆうというふうに聞いているわ

けです。 

 これを、確かに市長の言うように、国が減額

したからこういうことになったということは、

私と共通する部分ですが、国が回復するまでは、

そしたら市民の国保料は上げ続けるのかという

ことになってもいかんと思うんです。これは何

とか、いろいろ財政の工夫しながら、これ以上

は上げないと。また、できれば下げる、こうい

う方向で今後、検討していってもらいたいと、

再度求めるわけであります。 

 それから、窓口負担の軽減の問題ですね。こ

れにつきましても、せっかく厚生労働省から、

初めて、金額は少ないけど、２分の１負担をす

るということで通知があったのにもかかわらず、

宿毛市ではそれがあっても受けれないと。この

２分の１負担がなくても、実際にやっている自

治体は、もう既に実施している自治体はあるわ

けです。そういった面から、国のほうで、市長

から言うと額が少ないやないかと。全額負担せ

よという、これは、これも一理ありますが、初

めて２分の１負担するということになったんで、

これを生かさん手はないと思うわけです。 

 ぜひ宿毛市民も、この恩恵にあずかれるよう

に、今後、まだ期間がありますので、ぜひここ

の部分は、考え方を、市民のほうへ目線を向け

て、考えてもらいたい。 

 それから、資格証明書の問題で、市長は毎年

見直しゆう。今のところ、見直しをするつもり

ないという答弁でしたが、この資格証明書につ

いては、以前はかなり厳しくしていた自治体に

つきましても、この資格証明書になっているた

めに、なかなか病院へかかれないということで、

各地でこのことによって亡くなる人がふえてき

たと。いよいよ行き詰まるまで病院へ行かない

と。最後に行ったときには手おくれだったとい

うケースが多くなっている関係から、政府のほ

うも、これを、資格証明書の発行基準を見直す、

緩めるという方向になったわけです。 

 そういったことから、今までの方法、これを

ぜひ再検討をしてもらいたい。 

 ちなみに、資格証明書の発行状況ですが、こ

れは高知県下では、今年の６月時点で３，２７

０世帯というふうに聞いております。そのうち、

宿毛はその１割の３２５世帯。 

 この世帯に対する、滞納世帯に対する資格証

明書の発行率、これは県平均では１８．４９だ

と。ところが、宿毛市では４７．３１という、

大変高い率になっているわけです。これは、９

市の中では一番です。滞納者に対して、いかに

多くの資格証明書を発行していきゆうかと。ほ

かの８市以上に、発行率が高いということが言

えます。 

 なお、お隣では、四万十市が２８．３３で６

位と。土佐清水では３３．４４で５位というふ

うになってますが、これと比べましても非常に

高いと。 

 こういったことから、宿毛市では国保証を持

てない人が、病院へ行ったときに、とりあえず

１０割払わないかんという人が、これほどふえ

ているという状況です。 

 このことについて、やはり、市長答弁で時々、

平等とかいうことを言いますが、ほかの市町村

と比べて発行率が高いという面がありますので、

ここらあたりは、政府の考え方も受け入れて、
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今後、引き下げるように、発行率を下げるよう

に検討いただきたい。 

 なお、この問題での広域化の問題については、

市長もあらかたをつかんでいると思いますが、

やはりこの広域化になることによって、今度は

７５歳以上だけということですが、やがて７４

歳以下も、県のほうの管理に国保はしていくと

いう方向になっていくわけです。 

 そうした場合に、はや私がここでこういうふ

うに質問しておりますが、それぞれ市町村レベ

ルでは、声が反映できないということになって

いくわけです。今の後期高齢者の広域連合でも

同じですが、それぞれの議員が発言できるわけ

ではなしに、選ばれた人だけしか、広域連合の

議員として、後期高齢者問題については発言で

きてないということがありますが、それと同じ

ように、この市町村に国保がなくなると、市民

の声を、こういう場で市行政に求めていく、国

保のほうへ求めていくということはできなくな

ると。 

 それとあわせまして、先ほど、私が言いまし

たように、独自会計が、独自繰入ができなくな

るということで、国保料はさらに上がっていく

ということになるわけです。 

 そういった面から、市としては、県のほうが

とってくれたらややこしないという面はあるか

もわからんですが、やはり市民を守るという面

からは、市町村国保を残していただきたいと、

そういうふうな考え方で臨んでいただきたい、

このように思います。 

 それから、農産物の自由化の問題で、ＴＰＰ

の問題で提起いたしましたが、市長の考え方に

ついては、尾崎知事にほぼ近い考え方のように、

私は受け取ったわけです。 

 このＴＰＰが実施されると、高知県のような

農林業県、そして宿毛も同じですが、非常に被

害が大きくなるということから、先ほど提起い

たしましたように、これからいろいろな運動、

これに対する運動も起こってきます。ぜひとも、

市長も積極的に協力していってもらいたいと。 

 早、先般は農協の皆さん方がこれに反対する

ような署名も集めておりました。そしてまた、

近々、県、また市町村レベルでも、これに反対

するような取り組み、集会等をやるようでござ

います。ぜひそういうことについて、政府が、

先ほど市長も言いましたように、拙速にＴＰＰ

に参加しないように、国民世論を高めていくと

いう面からも、市長にもひとつ取り組んでいた

だきたい。 

 このことについて、今後、要請があったら、

参加していただきたいんですが、この面につい

てお尋ねします。 

 それから、咸陽島公園の問題につきましては、

この是非については、今、議論されているわけ

ですが、最後のほうに、市長が言いました、今

後の維持がもうできたものをどうこうするいう

てもどうもならんですので、管理の問題ですね。

芝の管理については、非常に難しいと。今後、

管理していくんだということですが、私の心配

するのは、宿毛市でいろいろ公園をつくる。荒

瀬山もそうですが、咸陽島に桜植えたときもそ

うです。それから、子供が遊ぶ、木でつくった

アスレチックですかね、ああいうものもつくっ

たけど、後の管理が、妙に手が回っていないと

いうことがあって、果たして芝を植えても、こ

れから５年、１０年、１５年、継続してきちん

と管理していけるんだろうかという心配もある

わけです。 

 これ、長期的にきちんと管理していく、こう

いう展望は持っているのか。それについてもお

聞きします。 

 それから、公共建築物への木材利用促進につ

いては、今、お答えいただきましたように、今

後、可能な限り、利用できるように取り組んで
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いくということでございますので、その点につ

いては、再質問をいたしません。 

 以上で２回目の質問を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 市長、浅木議員の再質

問にお答えいたします。 

 国保税のことをおっしゃいますけど、一般財

源投入だとか、各、ほかの市のことをあげてお

られますけど、我々としても、それは上げたく

ないですよ。そら上げたくないのは、人情とし

て当然でございます。ただ、うちのほうの一般

財源の関係であるとか、財政の状況であるとか、

そういうものを総合的に勘案して、うちは四万

十市ではございませんから、宿毛市でございま

すから、宿毛市として、独自に、私個人が何で

もかんでもやってるわけではございませんで、

事務局と一緒になって、いろんな検討をしてお

ります。 

 そういった形で、これ以上上げない検討をせ

よというのは、なかなか無理なことがございま

す。我々も上げたくはないと思います。これは

もう、私どもも市民でございますし、市民の皆

様が困るようなことをやりたい、悪代官みたい

なことは、なかなかしたくないです。 

 ただし、この国保税、特別会計でございます。

やらざるを得ないところがございます。 

 ただ、上げないような工夫を、何とかしたい

という気持ちは、十分あります。 

 それから、窓口の負担で、厚労省から２分の

１の負担があるというのは、私は初耳でござい

ますので。そこはないんじゃないかな。ほかの

ところで２分の１、交付税措置があるとかいう

のは、よく聞くんですけれども、これはちょっ

と確認を、私してませんので、ちょっと答えが

できません。 

 交付税措置があったとしても、非常に、交付

税というのはいいかげんなもんでございまして、

交付税措置するよと言いながら、来年度、ほと

んどそれが、このことに対する金額はこれだと

いうのが、全然、明細が国のほうからきており

ません。 

 そういった意味で、交付税措置、交付税措置

という言葉に、余りだまされないようにしたい

というのが、私の今、ここの市政を預かる者と

しての心情でございますが。 

 ただ、２分の１負担があるということであれ

ば、また考えも改まるかなと。ちょっと私、不

勉強でございまして、申しわけございません。 

 それから、資格証明書の発行の仕方でござい

ます。先ほど申し上げましたように、我々、き

め細かい対応ができますように、ほかの市町村

はどういうふうな対応をしているか、私わかり

ませんが、我々も資格証明書じゃなくて、やは

り皆さんに負担がないようにしたいという気持

ちには変わらないわけでございますけど、審査

にしましても、きめ細かい対応ができるように、

交付基準等を見直して、毎年対応しているとい

うことでございます。 

 そういうことでございますから、御理解願い

たいというふうに思います。 

 それから、ＴＰＰに、何か要請があれば一緒

に行動せよというけど、私も公務がたくさんあ

りまして、そのときに要請があって、時間があ

れば、それはまた考えます。そのときにおいて

判断はさせていただきたいというふうに思いま

す。 

 それから、芝の管理については、先ほど申し

上げたとおりでございますので、今も芝があり

ますから、咸陽島公園には。それ、今までもず

っと管理してきておりますし、きれいな形でお

子さんとお母さんに使っていただいているとい

うことでございますから、将来においても、で

きるというふうに思います。 

○議長（寺田公一君） ５番浅木 敏君。 
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○５番（浅木 敏君） 再質問します。 

 窓口負担に対する２分の１については、私は

そういう何が、国のほうから連絡が来ているは

ずだということですが、市長のほうでは、手元

にそういう情報を把握してないということです

ので、今後、それは把握できたら検討するとい

うことですので、これについては、この情報を

把握してから取り組んでいただきたいと、この

ように思います。 

 それと、市長、保険証の問題ですが、保険証

が持てないという、これは非常につらいことで

す。お金があるのに横着して払わんずつ、保険

証がなくなっているという人は、そら金がある

んだから、自分の金で病院へ行けるかもわから

んですが、いよいよない。毎月の収入が非常に

少なくなっていると。その中で、多額の国保料

がくる、それが滞納になっていくという状況に

なってきておりますので、この人らに対して、

確かにその人の分を減額したら、ほかの人に負

担がいくという、市長は言いましたが、それで

もいろんな形で、戦後のこの国保いうものは相

互扶助ではなしに、社会保障という面で定義さ

れているわけです。昔のは相互扶助という考え

方ですが、今のは社会保障ということですので、

言いましたように、国が、基本的には見る。そ

れができなければ地方自治体が見る、こういう

ふうなことをしながら、だれにも、国民皆保険

として、全体が保険を使えるというふうにして

いかなくてはならないと。 

 先週も、私のところへ緊急の電話があって、

人が倒れたと。救急車を要請したと。しかし、

国保証がないと、どんなにしたらええろうとい

うことでした。 

 私も現場、救急車のとこまで行って、皆さん

と聞いてみましたけれども、この人は宿毛市に

住んではいるけど、住所が宿毛市でなかったの

で、宿毛市の責任ではない。私は関係する自治

体のほうと連絡とって、対策に当たったわけで

すが。 

 そういったように、国保証がないということ

について、すぐに病院にかかれないと。この保

障をぜひ、考えた時に、だれもが保険証を持て

るような、悪質滞納者でない限り、保険証が持

てるように、今後、今のところ考えはないとい

うことですが、今後、そういう考え方で検討し

てもらいたい。 

 このことを求めて、再質問終わります。 

○議長（寺田公一君） 市長。 

○市長（中西清二君） 資格証明書の発行を停

止しろということでございます。 

 ただ、非常に困った人に対しては、税の減免

とかもございますから、その窓口でいろいろと

相談にのっていただければありがたい。資格証

明書だから医者に行けないということでもござ

いませんし、我々も、そんな鬼みたいな人間ば

っかりじゃございませんので、やっぱり皆さん

に、浅木さんおっしゃるような形で、我々、も

のをやっているわけじゃございませんから、低

所得者の方には減免措置もやっております。だ

から、そういった形で、困った方には、ぜひ窓

口にも来ていただいたり、電話でも結構ですか

ら、御相談をかけていただければありがたいと

いうふうに思います。 

○議長（寺田公一君） ５番浅木 敏君。 

○５番（浅木 敏君） この問題は、意見の違

う部分もありますが、やはり、今後、市民の命

を守るという点から、私は他の町村でやってい

るように、例えばさいたま市では資格証明書ゼ

ロです。そういう状況になってますので、そう

いう方向を目指して、取り組んでもらう。そう

いう方向の自治体もあるということを期待しな

がら、きょうの質問は終わります。 

○議長（寺田公一君） これにて一般質問を終

結いたします。 



 

－ 78 － 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日は、これにて散会いたします。 

午前１１時４８分 散会 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午前１０時００分 開議 

○議長（寺田公一君） これより本日の会議を

開きます。 

 日程第１「議案第１号から議案第１７号ま

で」の１７議案を一括議題といたします。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑の通告がありますので、順次発言を許し

ます。 

 ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） おはようございます。

４番、松浦でございます。 

 何点か質疑をさせていただきたいと思います。 

 まず、初めは議案第１号別冊の平成２２年度

宿毛市一般会計補正予算（第３号）についてで

あります。 

 ページ１５ページ、第２款総務費、第３項戸

籍住民基本台帳費、１目戸籍住民基本台帳費、

１３節委託料についてでありますが、戸籍電算

化業務委託料として、５７７万５，０００円が

計上をされております。 

 また、この事業に関連しますが、ページ５ペ

ージの第２表債務負担行為補正の追加といたし

まして、平成２３年度から平成２４年度にかけ

ての戸籍電算化事業として、限度額を１億３，

５９７万５，０００円が計上をされております。 

 このように、電算化の事業を本年度から３年

計画で実施しようとするものでありまして、総

事業費は約１億４，１７５万円であります。 

 そこでお伺いをいたします。 

 まず、今回、補正をされました５７７万５，

０００円について、その内容をお示しいただき

たいと思います。 

 そして、このような規模の事業を実施しよう

とする場合は、本来なら当初予算に計上すべき

でないかと思いますが、年度途中の本議会で補

正をした理由について、お示しをいただきたい

と思います。 

 あわせて、債務負担行為補正の内容について

も、御説明をいただきたいと思います。 

 次に、戸籍や住民基本台帳を電算化すること

により、住民サービスの向上を図るとの観点か

らして、どのような効果が得られると考えてい

るのか、お示しをいただきたいと思います。 

 最後に、この事業の本格稼働予定を、平成２

４年度のいつごろを計画をしているのか、お示

しをいただきたいと思います。 

 次は、ページ２２ページ。 

 第４款衛生費、第１項保健衛生費、２目予防

費、１３節委託料についてでありますが、子宮

頸がん等ワクチン接種緊急促進事業委託料とい

たしまして、１，５５７万５，０００円が計上

をされております。 

 この問題につきましては、宿毛市議会におい

ても、本年の６月定例議会において、全会一致

をもって意見書を採択をし、政府に提出してき

た経緯があります。 

 市民の皆さん、特に女性の方々には、大変関

心のある事業であると思います。 

 そこで、この事業の対象人員はどれくらいを

予定をしているのか。そして、この事業をいつ

から開始しようとしているのか、その時期等を

含めて御説明をいただきたいと思います。 

 ページ２６ページ。 

 第７款商工費、第１項商工費、５目観光費、

１５節工事請負費についてでありますが、木の

香るまちづくり推進事業といたしまして、５２

万３，０００円が計上されております。新たな

事業であると思いますので、どのような事業を

行おうとしておるのかお示しをいただきたいと

思います。 

 次は、議案第１４号並びに１５号、指定管理

者の指定についてであります。 

 この議案は、宿毛市国民宿舎「椰子」は、株
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式会社くりはらさんを、また宿毛市観光センタ

ーは、社団法人宿毛市観光協会を、それぞれ指

定管理者として指定しようとするものでありま

すが、以下、それぞれお伺いをいたします。 

 指定管理者としての候補者を選定するに当た

り、どのような方法で審査をされたのか、お伺

いいたします。 

 そして、その審査員は何人で審査されたのか、

お伺いいたします。 

 次に、平成１８年３月３１日に締結をしまし

た宿毛市を甲、株式会社くりはらを乙とする宿

毛市国民宿舎「椰子」の指定に関する協定書に

ついて、若干お伺いをいたします。 

 本協定では、附帯施設でありますサンセット

ヒルの管理についてもうたわれております。 

 ５年前の平成１８年３月３１日に締結をした

時点では、サンセットヒルも十分、宿舎として

利用できる状態であったとお伺いいたしますが、

先般、決算特別委員会が現地調査をしています。

現在の施設のある場所や、施設そのものも、大

変荒れ果てており、とても宿舎として利用でき

る状態ではありませんでした。このようになっ

た施設の管理責任はどこにあるとお考えでしょ

うか、お示しをいただきたいと思います。 

 １回目を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市民課長。 

○市民課長（滝本 節君） 市民課長、４番、

松浦議員の質疑にお答えいたします。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）、１５ページ、歳出の第

２款総務費、第３項戸籍住民基本台帳費、１目

戸籍住民基本台帳費、１３節の委託料に係る戸

籍電算化業務委託料５７７万５，０００円を計

上させていただいておりますが、その内容と、

当初予算ではなく、補正予算を計上した理由、

あわせて５ページに計上させていただいており

ます債務負担の内容、並びに電算化した戸籍の

稼働年月につきましての御質問であります。 

 初めに、戸籍とは日本国民の国籍と親族的身

分関係を公証する唯一無二の公文書であり、機

密性の非常に高いものであります。 

 戸籍の電算化につきましては、本市に本籍を

有する者及び有した者を対象に、現在、本庁及

び各支所にて保管しております現在戸籍及び附

表、除籍、改製原戸籍につきまして、電算シス

テム化を行い、磁気データに改製するとともに、

住基システムと連動させ、記載誤りの是正や事

務の正確性、効率化等の向上を図ることを目的

に、いわば過去の戸籍をすべてつくり改める作

業となります。 

 導入により、証明書発行に係る時間や届出書

の記載に係る時間が大幅に短縮されることで、

住民サービスの向上につながります。 

 また、戸籍に係る各種関連業務の一括管理、

運用により、業務の効率化や業務時間の短縮化

が可能となります。 

 さらには、３０年以内に高い確率で来るとい

われております次期南海大地震等の震災時には、

戸籍簿の消失等が想定され、宿毛市の戸籍住民

事務の根幹を揺るがす事態を招くことが予想さ

れますが、戸籍の電算システム化により、デー

タの分散保存ができ、災害時における早期の機

能復旧が可能となります。 

 戸籍電算化事業は、最初で最後の事業であり、

将来にわたって使用する戸籍を正確なデータに

改正することで、住民の戸籍という財産とプラ

イバシーを守る事業であります。 

 今回、計上させていただいております補正予

算につきましては、現在、本庁や各支所におき

まして、紙原本による、タイプライターで記載

し、管理発行しております現在戸籍及び附表を

電算化するために、マイクロカメラで撮影する

ための予算であります。 

 内容につきましては、戸籍、附表合わせて３



 

－ 83 － 

万９，３１２枚に単価の１４６．９円を掛けた

５７７万５，０００円となっております。 

 戸籍の電算化事業につきましては、平成６年

に法整備され、県内では３４の自治体中３０の

自治体で導入され、９０％近い導入率となって

おります。全国で見ますと１，７５０の自治体

のうち、１，４８７の自治体で導入され、これ

も同じく９０％近い導入率となっております。 

 なぜ今回、当初予算ではなく、事業の補正予

算に計上したかと申しますと、先ほど申し上げ

ましたように、全国的に見てみますと、９０％

近くの自治体で電算化事業が実施されておるこ

とによりまして、委託業者の撤退が相次いでお

りますことから、事業実施を先送りすることに

より、事業費の高騰はもとより、電算化事業自

体が実施できなくなることも予想されておりま

す。 

 平成２３年度の当初予算にて、事業に着手す

る場合と、今回の補正対応で事業に着手する場

合と比較しますと、見積額のベースで数千万円

の増額となることから、今回、補正予算を計上

させていただきました。 

 今後のスケジュールといたしましては、今回

の補正予算におきまして、現在戸籍並びに附表

のデータ作成のためのマイクロ撮影を、平成２

２年度中に実施しまして、平成２３年度予算に

おきまして、現在戸籍等のデータ作成作業等を、

平成２４年度予算におきまして除籍、改製原戸

籍等のデータ作成作業の実施を予定しておりま

す。 

 この作業によりまして、現在戸籍及び附表の

システム稼働を、平成２４年の３月、除籍及び

改製原戸籍のシステム稼働を、平成２４年の１

２月に予定しております。 

 以上のように、当該戸籍電算化事業につきま

しては、今年度の事業着手から平成２４年度の

本格稼働までに３カ年を有することから、戸籍

電算化事業のシステム導入事業費といたしまし

て、本予算の５ページの第２表に債務負担行為

補正としまして、１億３，５９７万５，０００

円を計上させていただきました。 

 内容につきまして、平成２３年度予算としま

して、現在戸籍等のデータ作成、作業費並びに

ソフトウエア費用等９，２９２万５，０００円

と、平成２４年度予算としまして、除籍、改製

原戸籍等のデータ作成事業費としまして、４，

３０５万円を予定しております。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（寺田公一君） 保健介護課長。 

○保健介護課長（三本義男君） 保健介護課長、

４番、松浦議員の質疑にお答えいたします。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）、２２ページ。 

 第４款衛生費、第１項保健衛生費、２目予防

費、１３節委託料の子宮頸がん等ワクチン接種

緊急促進事業委託料１，５５７万５，０００円

について、その対象人員や開始時期等の説明を

との質疑でございますが、子宮頸がん、ヒブ、

肺炎球菌のワクチンの予防接種については、松

浦議員も言われましたように、これまでも、当

市議会において一般質問がなされ、意見書も可

決していただいております。 

 このワクチンについて、任意で予防接種を行

うには、接種費用が高額であることから、公費

負担による予防接種の実施が強く求められ、市

及び当市議会において、幾度となく国、県へ陳

情、要望書を出してまいりました経過がござい

ます。 

 今回、平成２２年度の国の補正予算、円高・

デフレ対応のための緊急総合経済対策に盛り込

まれ、実施することとなったもので、子宮頸が

ん等ワクチン接種緊急促進特例交付金により、

国が２分の１を補助し、平成２３年１月から事

業実施することになりました。 
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 事業対象の予防接種は、子宮頸がん予防ワク

チン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン

の３種類で、これにより、ヒトパピローマウイ

ルス感染による子宮頸がんの予防、ヒブ、肺炎

球菌感染による細菌性髄膜炎の予防に効果があ

るとされています。 

 宿毛市の無料で接種できる対象者数ですが、

国庫補助金の対象となる子宮頸がんの予防ワク

チンは、中学１年生から高校１年生までの女子

４４３人、県費補助の対象となる高校２年生か

ら高校３年生までの女子２３５人、合わせて６

７８人。ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチ

ンは、国庫補助対象で、ともに０歳から４歳の

乳幼児７９８人となっております。 

 今回の補正は、１月実施分のみで、積算内容

といたしましては、子宮頸がん予防ワクチン３

回接種のうち、１月に実施する１回分で、単価

１万７，０００円、ヒブワクチンは４回接種の

うち、１回分で単価７，０００円、小児用肺炎

球菌ワクチンについては、４回接種のうち１回

分、単価１万円で、それぞれに対象者数の一定

の摂取割合で予算を計上しています。 

 なお、２月以降に引き続き接種する分につい

ては、平成２３年度の予算で計上することとな

っています。 

 歳入につきましては、国の補助率は２分の１

で、残りの市負担分については、地方交付税に

より対応することとなっております。 

 また、子宮頸がんワクチンについては、県が

高校２年生から３年生に相当する年齢の女性に

おいても、県３分の２、残りの３分の１を市負

担で事業を拡大して実施することといたしまし

たので、それを合算して、１１ページ、歳入、

第１４款県支出金、第２項県補助金、第３目衛

生費県補助金、第１節保健衛生費の中で、高知

県子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業費補

助金として７７８万７，０００円を計上してお

ります。 

 なお、２月以降に引き続き実施するこれらの

ワクチン接種は、平成２４年３月３１日まで継

続実施できるよう、今回の国の補正予算に盛り

込まれております。 

 これらの予防接種の市民への周知方法等につ

きましては、対象者全員に対し、受託医療機関

一覧表や予診票、また詳細な実施内容を記載し

たお知らせ文書を同封し、１月上旬に個別通知

する予定といたしております。 

 以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（寺田公一君） 商工観光課長。 

○商工観光課長（津野元三君） 商工観光課長、

４番、松浦議員の議案質疑にお答えいたします。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）、２６ページ、第７款商

工費、第１項商工費、第５目観光費、第１５節

工事請負費の木の香るまちづくり推進事業工事

費５２万３，０００円を計上しておりますが、

その内容について、御説明いたします。 

 当市では、宿毛湾の冬の風物詩であるだるま

夕日を「幸運の夕日「だるま夕日」に出会える

まち」をキャッチフレーズに、観光の目玉とし

てホームページや観光ガイドに掲載するなどし

て、全国にＰＲしています。 

 そのだるま夕日の観光看板、幅４メートル、

高さ３メートル、全体高４メートルを、道の駅 

すくもサニーサイドパークに設置していますが、

木製であり、風水塩害による腐食がひどいため、

補修もできない状況になっております。 

 観光看板を駐車場そばに設置しているため、

駐車場側に倒れないように、公園内の樹木から

控えをとり、応急的な対応をしていますが、早

い時期に撤去、もしくは取りかえが必要となっ

ています。 

 道の駅には、市内外から市民や観光客も立ち

寄っていますし、観光客の多くはだるま夕日看
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板をバックに、記念撮影を撮っていると聞いて

おります。 

 このようなことから、観光ＰＲには欠かせな

い場所であり、事業効果も高いと判断できるた

め、新規だるま夕日看板を設置することにしま

した。 

 新たに設置するだるま夕日の看板は、幅２メ

ートル、高さ１．２メートル、全体高２．２メ

ートルは、既存の看板より少しは小さくなりま

すが、高知県木の香るまちづくり推進事業費補

助金２分の１補助を活用して、設置するもので

あります。 

 また、同議案歳入予算の１１ページ、１４款

１項１０目１節の観光費補助金、高知県木の香

るまちづくり推進事業補助金２０万８，０００

円を計上していますが、旧看板の撤去費が補助

対象外となるため、事業費４１万７，０００円

に対する２分の１の補助金となっています。 

 次に、議案第１４号並びに議案第１５号の指

定管理者の指定についてでありますが、指定管

理者候補者選定審査について、お答えいたしま

す。 

 平成２３年３月３１日をもちまして、国民宿

舎の指定管理期間が満期となるため、平成２２

年７月２６日から８月３１日の間、指定管理者

の公募を行いました。 

 公募に際しては、公告、広報、ホームページ

に掲載したところ、株式会社くりはら１社から

の応募があり、９月２８日に宿毛市国民宿舎指

定管理者候補者選定審査委員会設置要綱に基づ

き、選定審査委員会を開催し、５名の審査員に

よる書類審査並びにプレゼンテーションを行い

ました。 

 書類審査では、設置目的に合致した管理運営

に係る基本方針の策定、利用者に対するサービ

スの向上、経営的能力など、９項目についての

審査を行い、またプレゼンテーションでは、施

設管理業務における安全衛生管理対策は、どの

ようなことを考えているのか。人員の確保及び

人材の育成などをどのように行うのか等々、９

項目についての聞き取りを行いました。 

 評価に関しては、最低基準と評価項目ごとの

掛け率を測定し、審査員５人の総合評点３７０

点を指定管理者候補者の制定基準に取り決めて、

基準点以上の総合評点をクリアすれば、指定管

理者候補者として選定することにしました。 

 今回、申請のありました株式会社くりはらの

総合評点は、４５７．６点であり、審査委員の

評価もよいため、宿毛市国民宿舎指定管理者候

補者として選定しました。 

 また、宿毛市観光センターの指定管理につき

ましては、施設内で市営定期船業務を行う等の

市行政と一体性の施設であり、公衆トイレ並び

に小規模の修繕等の管理であるため、直接指定

により、社団法人宿毛市観光協会を指定管理者

候補者に指定しました。 

 このことから、宿毛市観光センターの指定管

理者候補者選定審査は開催していません。 

 次に、サンセットヒルの管理についてですが、

サンセットヒルは昭和４６年に民間業者により

建築され、平成５年３月に宿毛市観光開発公社

が買い上げ、簡易宿泊施設として管理運営をし

ていましたが、平成１８年４月１日からは、指

定管理者制度の導入に伴い、株式会社くりはら

が指定管理者となって管理運営を行っています。 

 本年１０月１２日の決算特別委員会において、

同施設の管理について、管理状態がよくないの

で、指定管理者とよく協議するようにとの意見

があり、株式会社くりはらと協議をいたしまし

た。 

 その結果、平成１８年４月の段階で、施設の

老朽化並びに利用客からムカデやクモなどの害

虫も多く発生するなどの苦情が多くあり、現状

のままでは使用できなかったと聞いています。 
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 また、大島中央線の完成に伴い、サンセット

ヒルの用地が咸陽島公園取りつけ道路の構想の

一部に含まれる可能性もあることから、当時の

担当課との協議で様子を見ることにしていたよ

うであります。 

 しかしながら、協定書にも記載してあるとお

り、サンセットヒルが指定管理物件に含まれて

いることから、施設整備をして管理運営ができ

る施設にするか、もしくは施設整備をしないの

であれば、指定管理物件から外すことについて、

指定管理者と十分に協議し、早い時期に明確に

する必要があります。 

 このようなことから、管理責任は担当課にあ

るものと考えています。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） 戸籍事務とか、ヒブワ

クチン、子宮頸がんの関係等については、十分、

詳しい御説明をいただきました。 

 市民の安心、安全、戸籍の重要性等を考えて、

なるべく、一日でも早くできればなという思い

がいたします。 

 それで、指定管理者の関係で、今、１８年４

月の、３月３１日に契約書を結んでおるわけで

すけれども、４月の段階で使える状態ではなか

ったという、お話も今、いただきました。 

 そういう面で、協定を、この議案が可決され

た以降に協定書は作成するものと思いますけれ

ども、そこらあたり、今、課長が言われました

部分について、十分、相手方と協議をして、管

理、宿毛市がするのか、この協定書の中にはめ

るのか、そこらあたり十分協議をして、やって

いただきたい。 

 というのは、やはり、市の公有財産の管理の

問題については、この議会でも何回か指摘をし

てきた部分があるわけですので、市の財産を守

るということで、取り組みをしていただきたい

というふうに思います。 

 ただ、１点お伺いしますのは、この指定管理

者候補者選定審査結果等について、公表されて

いるのかどうか、そこらあたりお示しをいただ

きたいと思います。 

○議長（寺田公一君） 商工観光課長。 

○商工観光課長（津野元三君） 松浦議員の再

質疑にお答えいたします。 

 宿毛市国民宿舎指定管理者候補者選定委員会

の評価結果につきましては、指定管理者制度に

関する運用指針に基づき、開示するようにして

います。 

 また、議会議決後には、指定管理者をホーム

ページに掲載し、市民への周知を図ってまいり

たいと考えています。 

○議長（寺田公一君） ４番松浦英夫君。 

○４番（松浦英夫君） 以上で私の質疑を終わ

ります。 

 ありがとうございました。 

○議長（寺田公一君） １番今城誠司君。 

○１番（今城誠司君） １番、質疑を行います。 

 先ほど、松浦議員の質疑の中でもあった部分

もありますので、重複しないように、質疑はし

たいと思います。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算についてであります。 

 ５ページの先ほどの戸籍電算化事業システム

導入ということで、もう少し聞きたいと思いま

す。 

 この電算化事業、市民のニーズはあるのか。

私は、議員になって、その戸籍の発行業務が時

間がかかるとか、そういう要望は受けたことは

ございませんが、市民のニーズについて、どの

ように考えられておるのか。 

 それから、市民の利便性、時間が大幅に短縮

されると答弁されておりましたが、大体、どの

くらいの短縮になるのか、具体的な数字をお示
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しいただきたい。 

 それから、事業の緊急性。業者がほとんど撤

退しているという緊急性の答弁がございました

が、大体、それを行っている業者がどのくらい

あって、これだけ緊急性があるというものがあ

れば、お聞かせ願いたい。 

 それから、この戸籍電算化システムの選定と

いうことで、仕様がどのような仕様に決定して、

委託業者をどのように選定していくのか。 

 先ほどのあれとも重複しますが、何業者ぐら

いできるとこがあるのか、それをどのように選

定していくのかをお聞かせ願いたい。 

 それから、導入後、紙ベースでやる場合と、

今回の電子化によって、維持管理のコストが発

生すると思いますが、そのランニングコスト、

紙ならただでいくと思いますが、どのぐらいな

負担増になっていくのか、お聞かせ願いたい。 

 それから、いろいろな市内の電子化事業とい

うことで、緊急雇用対策の予算を使って、いろ

いろ電子化というものが予算の中で出てくるん

ですけど、今回、総額１億４，０００万近い、

この大きな事業の中で、市内の雇用を改善する

ような事業には、これはなっていかないのか。

雇用に、せっかくの事業ですので、市内の雇用

に寄与できるような事業にはならないのかをお

聞かせ願いたいと思います。 

 続きまして、６ページ。 

 第３表地方債補正、追加、減収補てん債２１

０万円と、変更ということで、臨時財政対策債

４億６，４００万から５億２，９１１万５，０

００円で６，５１１万５，０００円増額の変更

になっております。 

 関連しまして、１５ページ、第２款総務費、

第１項総務管理費、１９目財政調整基金費、１

５節財政調整基金積立金６，７６９万８，００

０円についてであります。 

 減収補てん債及び臨時財政対策債は、国でい

えば赤字国債、目的を限定せずに収入不足を次

の世代に先送りして、経常経費に充てるという

ものであります。 

 今回、使い道がなかったのか、財政調整基金

に積み立てております。 

 今回、まだ借金できる、おたくに余裕がある

ので、借金をして基金に貯金をしてます。これ

はどのような効果があるのか、お聞かせ願いた

い。 

 次に、２９ページ。第１０款教育費、第１項

教育総務費、２目事務局費、１９節負担金補助

及び交付金。栄喜小学校閉校記念事業実行委員

会補助金７５万円についてであります。 

 田の浦小学校、小筑紫小学校両校ともに、補

助金、この予算は１００万円であったと記憶し

てますが、今回、この７５万円に、両校に比べ

て減額されているということで、この金額の算

出根拠、その交付要綱についてお聞かせ願いた

いと思います。 

 最後に、３０ページ。第１０款教育費、第３

項中学校費、２目教育振興費、７節賃金、中学

校特別支援員賃金８４万４，０００円について

であります。 

 先日の一般質問でも、教育長が少し説明しか

けておりましたが、この支援員を配置しなくて

はならない理由をお聞かせ願いたいと思います。 

 そして、この支援員の配置により、どのよう

な効果が期待できるのか。これは、市の単独で

配置するということで、県、国の支援策はなか

ったのかをお聞かせ願いたいと思います。 

 以上、１回目の質疑を終わります。 

○議長（寺田公一君） 市民課長。 

○市民課長（滝本 節君） 市民課長、１番、

今城議員の議案質疑にお答えいたします。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）、５ページの第２表債務

負担行為補正に係る戸籍電算化事業、システム
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導入につきましての御質問であります。 

 まず、市民のニーズについての御質問であり

ます。 

 戸籍電算化における最大の効果の一つに、漢

字の正字化が挙げられます。平成１７年の個人

情報の保護に関する法律施行後、金融機関や一

般企業においても、運転免許証、保険証等によ

り、本人確認が行われるようになりました。 

 手書きによる戸籍簿が残る本市におきまして、

市民の漢字に誤字が記載されていることが多く、

戸籍簿と本人確認書類のそごにより、市民の皆

様に御迷惑をおかけするケースが相次いでおり

ます。 

 ＩＴ化の進んだ現在において、コンピュータ

ーから出力できない活字が、個人を公証する戸

籍に記載されていることは、余りにも影響が大

きく、早急な戸籍の電算化が求められておりま

す。 

 続きまして、戸籍の電算化による市民の利便

性の向上につきましての御質問であります。 

 現在、本庁支所間の戸籍交付につきましては、

ファクスで対応しているため、１件当たり１０

分間程度の時間を要しておりますが、電算化後

は即時交付が可能となります。 

 また、相続登記等で使用する一人の方が出生

してから死亡するまでのすべての戸籍と、相続

人の戸籍を一式で交付する場合、３０分以上の

時間を要しておりますが、導入後は５分程度の

所要時間となります。 

 続きまして、電算化事業の緊急性についての

御質問だったと思います。 

 市民ニーズの件とも関連しますが、現在、戸

籍の記載につきましては、タイプライターで行

っておりますが、国内のタイプライターを製造

する会社がすべて撤退し、新規購入はもちろん

不可能な上、保守や消耗品の購入も大変厳しい

状況になっております。 

 また、戸籍の電算化事業につきましては、平

成６年の法施行に伴い、庁内でも検討してまい

りましたが、諸般の事情から現在に至っており

ます。 

 先ほど、松浦議員の質疑でもお答えさせても

らいましたが、県内、全国とも９０％近い自治

体が導入を終えており、今回の補正予算の計上

とさせていただきました。 

 それから、その受託業者の、いわゆるこの対

応できる業者の質問が出ておりましたが、総務

省の認可を、この戸籍システムの標準システム

に対応できる業者が、総務省の認可を受けてい

る業者は３業者だということで聞いております。 

 それから、戸籍電算化システムの選定につい

ては、どのような仕様に決定し、委託業者をど

のように選定するかという御質問であります。 

 戸籍電算化のシステムにつきましては、平成

６年１１月１６日、法務省民事局長通達におき

まして、戸籍事務を処理する電子情報処理組織

が備えるべき技術的基準についてが占めされて

おりまして、そのシステムについては、全国一

律で、その基準に沿ったシステムとなっており

ます。 

 それから、委託業者の選定の件でありますが、

先ほど申しました法務省の認可を受けておる業

者が３業者ということを聞いておりますので、

業者の選定につきましては、指名選定委員会に

おきまして、審議してまいりたいと思っており

ます。 

 それから、戸籍導入後のランニングコストの

件でありますが、電算後のランニングコストに

つきましては、戸籍総合システム保守料としま

して、年間２５８万円、戸籍総合システム使用

料としまして、年間３１５万円の合わせて５７

３万円を予定しております。 

 それから、最後に、電算化事業の実施に当た

り、市内の雇用対策に貢献できるかとの質問で
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ございますが、戸籍の電算化に使用するソフト

ウエアは、平成６年１１月１６日、法務省民事

局長通達に定められた基準を満たしておらねば

ならず、法務省の認可を受けたソフトウエアを

保有する業者が市内にはありません。市内の業

者が、一からこのソフトウエアを構築すること

は不可能であるとの回答を得ております。 

 また、戸籍の電算化事業につきましては、先

ほどの民事局長通達によりまして、個人情報の

機密保持と再委託の禁止、または制限に関する

事項が厳しく定められておりますことから、市

内業者への再委託をした場合、先の通達をクリ

アしようとするとコストがはね上がるため、現

在、予定しておる事業費を大きく上回ることに

なります。 

 ただ、その役場内での作業に限定されるわけ

ですけど、３月に予定されております現在戸籍

及び附表のマイクロフィルム撮影につきまして

は、土日、３月の土日の２日間でマイクロフィ

ルム撮影を予定しておりますけど、土日の２日

間で、延べにしまして６０人前後の雇用が必要

となっております。 

 また、改製原戸籍のマイクロフィルム撮影に

つきましても、５人で２週間ぐらいの雇用が発

生する予定でありますので、委託業者が決まり

ましたら、また業者との話し合いによりまして、

市内の雇用対策に貢献できるよう、検討してま

いりたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 総務課長。 

○総務課長（弘瀬徳宏君） 総務課長、今城議

員の質疑にお答えいたします。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）の６ページ、第３表地方

債補正の表で、減収補てん債２１０万の追加と、

それから臨時財政対策債の６，５１１万５，０

００円の補正、これと財政調整基金、ページが

１２ページですが、第２０款市債、第１項市債、

１目総務債、１節総務管理債の臨時財政対策債

６，５１１万５，０００円。それから、減収補

てん債２１０万ですね。 

 この歳入に対して、歳出で、ページ１５ペー

ジ、第２款総務費、第１項総務管理費、１９目

財政調整基金費、２５節積立金６，７６９万８，

０００円。借金をして、それを貯金にほとんど

しておるじゃないかと。その効果はどういうこ

とかというふうな御質問であったかと思います

が、臨時財政対策債につきましては、国の地方

交付税特別会計の財源が不足した場合に、平成

１２年度までは、国においてその不足する財源

を確保し、交付対象団体に全額を交付しておっ

たと。 

 ところが、１３年の制度改正によって、減額

分については、それぞれの交付対象団体、地方

自治体に起債を認めるというふうな改正になっ

たことから、その交付税の交付額を減額して、

その代替措置として財源補てんをするというよ

うなことですので、実質的には、形を変えた地

方交付税であるというふうな認識をしておりま

す。 

 そのために、国としては、元利償還相当額を、

後年度の地方交付税で措置をしておるという、

非常に有利な起債となっております。 

 現在の２２年度の一般会計の予算においては、

そういった積み立てが可能な、黒字を見込んだ

予算にはなっておりますけれども、今年度の退

職者も、当初見込みよりも多いというふうなこ

とから、３月補正においては、また退職金の予

算を計上しなくてはならない状況にありますの

で、今回は一たん、財政調整基金に積み立てを

しておって、そういった支出に備えたいという

ふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） 教育次長兼学校教育課
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長。 

○教育次長兼学校教育課長（出口君男君） 教

育次長兼学校教育課長、１番議員の質疑にお答

えを申し上げます。 

 議案第１号別冊、平成２２年度宿毛市一般会

計補正予算（第３号）、２９ページでございま

す。 

 第１０款教育費、第１項教育総務費、２目事

務局費、１９節栄喜小学校閉校記念事業実行委

員会補助金７５万円についての御質問でござい

ますけれども、同趣旨の補助金、これまで田の

浦小学校及び小筑紫小学校について、それぞれ

１００万円を計上しているけれども、栄喜小学

校、７５万円の交付基準はという御質問でござ

います。 

 閉校記念実行委員会への補助金につきまして

は、教育委員会として、補助金の交付基準とい

たしまして、補助対象事業費の２分の１、もし

くは１００万円のいずれか少ない金額というこ

とでございます。 

 したがいまして、今栄喜小学校につきまして

は、補助対象金額が２００万未満であるという

ことから、その２分の１相当額を、今回、補正

をさせていただいておりますので、よろしくお

願いしたいと思います。 

 次に、同じく平成２２年度一般会計補正予算

（第３号）の３０ページ。 

 第１０款教育費、第３項中学校費、２目教育

振興費の７節賃金８４万４，０００円につきま

して、今回、特別支援員を配置する理由、及び

その効果、並びに国、県等の補助金はなかった

のかというような御質問だったと思います。 

 今回、この７節の賃金及びその４節の共済費

も、同じくこの事業、特別支援員にかかわる事

業費でございますけれども、今回、２名をお願

いをしようといたしております。 

 今議会の、本議会の一般質問で教育長のほう

から御答弁を申し上げましたように、市内の中

学校におきまして、学習規律について、なかな

か十分に確保できない学級等があるということ

から、その学校において、現在、学校の教職員

はもとよりでございますけれども、保護者並び

に地域の皆様の御理解、御協力をいただく中で、

その改善に向けて、懸命に取り組んで、いたし

ておるところでございますけれども、教育委員

会といたしましても、今回、その２名の支援員

を学校に配置することによって、授業中の学習

規律について、その確保を図ってまいりたいと。

そのために、２名の配置をお願いしたいという

ことでございます。 

 なお、この配置によって、教科担任の負担の

軽減はもとよりですけれども、全体の学力の保

障にもつながるものというふうに考えておりま

すので、御理解をいただきたいと思います。 

 なお、国、県の補助については、この時期で

特に該当する補助事業もなかった関係で、今回

は単独事業でお願いをいたしております。 

 よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） １番今城誠司君。 

○１番（今城誠司君） ２点、再質問をさせて

いただきます。 

 臨時財政対策債、後から交付税の措置のある、

有利な起債であると。きのうの市長の答弁の中

では、「後から交付税の措置のある」という甘

い言葉にはだまされないという答弁もございま

した。 

 これが有利な起債であるという、同じ国にお

いて、やっぱり見解が違う。財政当局は、これ

はあてになった有利な起債であるという判断を

している。 

 国も、この本年度だけで、この臨時財政対策

債を７兆５，０００億も発行しているんですよ

ね。残高が３４兆円もある。これは、国も責任
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持てんのじゃないか。事業仕分けにもかかって

いた。 

 地方は、国のかわりに起債する、保障された

もの。その借金をやっぱり、地方が責任を持っ

ていかないかんのじゃないか。どんどんどんど

ん、国の言うとおりの起債に、ちょっと疑問を

持ったので、質問させていただいたんですけど。 

 有利な起債という点で、動かぬものか、一応、

総務課長、答弁を願います。 

 それから、教育委員会のほうですけど、特別

支援員の賃金ですね。非常に、市のほうで、各

校の問題に向けて、単独で取り組むというすば

らしい取り組みだと思いますが、その来ていた

だける人の力量によって、その効果は変わると

思います。 

 この予算が決定したら、即配置できて、こん

ないい人を予定しているというつもりはあるの

か、人選は終わっているのかどうか、再答弁を

お願いします。 

○議長（寺田公一君） 総務課長。 

○総務課長（弘瀬徳宏君） 総務課長、今城議

員の再質疑にお答えいたします。 

 この臨時財政対策債が、本当に有利な起債に

なるかどうかという御質問ですが、先ほども答

弁いたしましたように、地方交付税の形を変え

たものであるというふうな認識をしておりまし

て、この元利償還金相当額ですね、これが後年

度において基準財政需要額に、そのまま同額、

算入されるということからも、市長が昨日お答

えしました、その特別交付税なんかのように、

項目として入ってますよというようなものでは

なくて、全額、これは数字として基準財政需要

額のほうに反映されますので、これは間違いあ

りません。 

 それから、また、この起債によって、他の地

方債に影響が出るのではないかというふうな心

配もあろうかと思いますけれども、この臨時財

政対策債の原資については、国のほうにおいて、

きちんと確保されますので、これによってほか

の地方債に制限が起こるというようなこともあ

りませんので、そういった意味からも、私とし

ては、非常に有利な起債であるというふうに判

断して、そのような答弁をさせていただきまし

た。 

 以上です。 

○議長（寺田公一君） 教育次長兼学校教育課

長。 

○教育次長兼学校教育課長（出口君男君） 教

育次長兼学校教育課長、１番議員の再質疑にお

答えを申し上げます。 

 中学校の特別支援員に予定をしている方はい

るのかという御質問でございますけれども、教

育委員会として、この方が最適であろうという

ふうに考えている方はいらっしゃいますので、

この本議会で予算をお認めいただければ、早速、

その交渉に当たりたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） １番今城誠司君。 

○１番（今城誠司君） 大変よくわかりました。 

 質疑を終わります。 

○議長（寺田公一君） 以上で、通告による質

疑は終了いたしました。 

 ほかに質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） ほかに質疑がありませ

んので、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議案のうち

「議案第１号から議案第９号まで」の９議案に

ついては、会議規則第３７条第３項の規定によ

り、委員会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 
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○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって「議案第１号から議案第９号まで」の

９議案については、委員会の付託を省略するこ

とに決しました。 

 ただいま議題となっております議案のうち、

「議案第１０号から議案第１７号まで」の８議

案は、お手元に配付してあります議案付託表の

とおり、所管の委員会へ付託いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案等審査のため、１２月１６日及び１２月

１７日は休会いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、１２月１６日及び１２月１７日は休

会することに決しました。 

 以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

 １２月１６日から１２月１９日までの４日間

は休会し、１２月２０日午前１０時より再開い

たします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

午前１１時０２分 散会 
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議 案 付 託 表 

                             平成２２年第４回定例会  

付託委員会 議 案 番 号       件               名 

総 務 文 教 

常任委員会 

（ ２件） 

議案第１０号 

 

議案第１３号 

 

高知県西南中核工業団地への工業等導入における固定資産税

の課税免除に関する条例の制定について 

幡多広域市町村圏事務組合で共同処理する事務の変更及び幡

多広域市町村圏事務組合規約の一部を改正する規約について 

産 業 厚 生 

常任委員会 

（ ６件） 

議案第１１号 

議案第１２号 

 

議案第１４号 

議案第１５号 

議案第１６号 

議案第１７号 

宿毛市公園条例の一部を改正する条例について 

宿毛市生活改善センターの設置及び管理に関する条例を廃止

する条例について 

指定管理者の指定について 

指定管理者の指定について 

宿毛湾港港湾区域内の公有水面埋立てについて 

沖の島漁港区域内の公有水面埋立てについて 
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平成２２年 

第４回宿毛市議会定例会会議録第５号 

 

１ 議事日程 

    第１３日（平成２２年１２月２０日 月曜日） 

午前１０時 開議 

   第１ 議案第１号から議案第１７号まで 

      （議案第１号から議案第９号まで、討論、表決） 

      （議案第１０号から議案第１７号まで、委員長報告、質疑、討論、表決） 

   第２ 議案第１８号から議案第２０号まで 

      （議案上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決） 

      議案第１８号 宿毛市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部 

             を改正する条例について 

      議案第１９号 宿毛市議会委員会条例の一部を改正する条例について 

      議案第２０号 宿毛市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

             について 

   第３ 陳情第３６号外１件 

   第４ 委員会調査について 

   第５ 意見書案第１号及び意見書案第２号 

      意見書案第１号 ＴＰＰ交渉に反対する意見書の提出について 

      意見書案第２号 国の出先機関の統廃合に反対する意見書の提出について 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

２ 本日の会議に付した事件 

   日程第１ 議案第１号から議案第１７号まで 

   日程第２ 議案第１８号から議案第２０号まで 

   日程第３ 陳情第３６号外１件 

   日程第４ 委員会調査について 

   日程第５ 意見書案第１号及び意見書案第２号 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

３ 出席議員（１５名） 

   １番 今 城 誠 司 君     ２番 岡 﨑 利 久 君 

   ３番 野々下 昌 文 君     ４番 松 浦 英 夫 君 
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  １４番 中 川   貢 君    １５番 西 村 六 男 君 
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  １６番 岡 崎   求 君 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

４ 欠席議員 

   な  し 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

５ 事務局職員出席者 

   事 務 局 長        岩 本 昌 彦 君 

   次長兼調査係長  朝比奈 淳 司 君 

   議 事 係 長        岩 村 研 治 君 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

６ 出席要求による出席者 

   市 長  中 西 清 二 君 

   副 市 長  岡 本 公 文 君 

   企 画 課 長  岡 崎 匡 介 君 

   総 務 課 長        弘 瀬 徳 宏 君 

   市 民 課 長  滝 本   節 君 

   税 務 課 長  山 下 哲 郎 君 

   会計管理者兼 

   会 計 課 長 
小 島 秀 夫 君 

   保健介護課長  三 本 義 男 君 

   環 境 課 長        岩 本 克 記 君 

   人権推進課長  乾     均 君 

   産業振興課長  頼 田 達 彦 君 

   商工観光課長  津 野 元 三 君 

   建 設 課 長  安 澤 伸 一 君 

   福祉事務所長  沢 田 清 隆 君 

   水 道 課 長  豊 島 裕 一 君 

   教 育 委 員 長  松 田 典 夫 君 

   教 育 長        岡 松   泰 君 

   教 育 次 長 兼       

   学校教育課長 
出 口 君 男 君 

   生涯学習課長 

   兼 宿 毛 文 教       

   センター所長 

金 増 信 幸 君 

   学 校 給 食       

   センター所長 
岡 村 好 知 君 

   千 寿 園 長        村 中   純 君 
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   事 務 局 長 
小 野 正 二 君 
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   選挙管理委員 

   会 事 務 局 長 
島 内 千 尋 君 
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－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

午後 ２時２０分 開議 

○議長（寺田公一君） これより本日の会議を

開きます。 

 日程第１「議案第１号から議案第１７号ま

で」の１７議案を一括議題といたします。 

 これより「議案第１号から議案第９号まで」

の９議案について討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 これより、「議案第１号から議案第９号ま

で」の９議案を一括採決いたします。 

 本案は原案のとおり可決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

（賛 成 者 起 立） 

○議長（寺田公一君） 全員起立であります。 

 よって「議案第１号から議案第９号まで」の

９議案は、原案のとおり可決されました。 

 これより「議案第１０号から議案第１７号ま

で」の８議案について委員長の報告を求めます。 

 総務文教常任委員長。 

○総務文教常任委員長（宮本有二君） 総務文

教常任委員会に付託をされました議案の審査報

告をいたします。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第１

０号、議案第１３号の２議案であります。 

 議案第１０号は、高知西南中核工業団地への

工業等導入における固定資産税の課税免除に関

する条例の制定についてであります。 

 本案は、高知西南中核工業団地へ進出する企

業に対して、これまで農村地域工業等導入促進

法に基づく農村地域工業等導入における固定資

産税の課税免除に関する条例により、固定資産

税の課税免除を行ってきましたが、平成２１年

１２月３１日をもって、農村地域工業等導入促

進法による適用期間が終了したため、今後もさ

らなる工業振興及び雇用創出の必要性から、課

税免除の優遇措置を規定する本条例を制定する

ことで、新たな企業進出、工場増設を促進しよ

うとするものであります。 

 担当課から詳しい説明を受ける中で、慎重に

審査した結果、原案を適当であると認め、全会

一致をもって可決すべきものと決しました。 

 議案第１３号は、幡多広域市町村圏事務組合

で共同処理する事務の変更及び幡多広域市町村

圏事務組合規約の一部を改正する規約でありま

す。 

 本案は、国が定めた広域行政圏計画策定要綱

及びふるさと市町村圏推進要綱が平成２１年３

月３１日をもって廃止されたことにより、今後

の広域連携は、関係市町村の自主的な協議によ

る取り組みが求められていること。 

 並びに、幡多広域市町村圏計画の計画期間が

平成２３年３月３１日をもって満了することに

伴い、本規約に規定されている組合の共同処理

する事務のうち、「幡多ふるさと市町村圏計画

に基づく事業の実施に関すること」という計画

を重視した趣旨の事務を、「組合市町村の合意

に基づく事業の実施に関すること」という構成

市町村の自主性を重視した趣旨の事務に変更す

るため、地方自治法２８６条第１項の規定に基

づき、本規約の一部を改正することによって、

同法２９０条の規定により、議会の議決を求め

るものであります。 

 担当課から詳しい説明を受ける中で、慎重に

審査をした結果、いずれも原案を適当であると

認め、全会一致をもって可決すべきものと決し

ました。 

 以上、本委員会に付託されました議案２件に

ついての報告を終わります。 

○議長（寺田公一君） 産業厚生常任委員長。 

○産業厚生常任委員長（浦尻和伸君） 産業厚
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生常任委員長。産業厚生常任委員会に付託され

ました議案の審査結果を御報告いたします。 

 本委員会に付託されました議案は、議案第１

１号、第１２号、第１４号、第１５号、第１６

号、第１７号の６議案であります。 

 議案第１１号は、宿毛市公園条例の一部を改

正する条例であります。 

 内容につきましては、平成２１年度に整備を

いたしました咸陽島公園のシャワー施設におけ

る温水シャワーの利用料を、平成２３年１月１

日から１回１００円とするため、本条例の一部

を改正しようとするものであります。 

 議案第１２号は、宿毛市生活改善センターの

設置及び管理に関する条例を廃止する条例であ

ります。 

 内容につきましては、宿毛市生活改善センタ

ーの耐用年数及び処分制限期間が経過したこと

により、これまで３施設のうち、寺山、橋上の

２施設については、地元へ無償譲渡してきまし

たが、このたび、残る竹部生活改善センターに

ついても、平成２３年１月４日から、竹部地区

自治会へ無償譲渡することになりましたので、

本条例を同日付で廃止しようとするものであり

ます。 

 議案第１４号及び議案第１５号の２議案は、

指定管理者の指定についてであります。 

 議案第１４号の宿毛市国民宿舎「椰子」につ

いて、平成２３年３月３１日をもって指定が終

了するため、再指定に当たり、公募を行ったと

ころ、現指定管理者の株式会社くりはら１社か

ら申請があり、厳正な審査を行った結果、引き

続き、平成２３年４月１日から平成２８年３月

３１日までの間、本法人を指定管理者として指

定することについて、地方自治法第２４４条の

２第６項の規定に基づき、議会の議決を求める

ものであります。 

 また、議案第１５号の宿毛市観光センターに

ついては、平成２３年３月３１日をもって指定

が終了するため、再指定に当たり、施設の性質

及び現指定管理者である社団法人宿毛市観光協

会のこれまでの実績等を勘案した結果、公募に

よらず、直接指定することとし、引き続き、平

成２３年４月１日から平成２８年３月３１日ま

での間、本法人を指定管理者として指定するこ

とについて、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定に基づき、議会の議決を求めるものであ

ります。 

 議案第１６号及び議案第１７号の２議案は、

公有水面の埋立てについてであります。 

 議案第１６号は、宿毛湾港港湾区域内の宿毛

市新港７０６番４地先の７５．７５平方メート

ルを、港湾関連用地として、また議案第１７号

は、沖の島漁港区域内の宿毛市沖の島町弘瀬字

弘瀬３３２番地先の２５２．１１平方メートル

を、漁港施設用地として、それぞれ公有水面を

埋め立てることについて、高知県知事から意見

を求められておりますので、異議のない旨を返

答することについて、公有水面埋立法第３条第

４項の規定に基づき議会の議決を求めるもので

あります。 

 以上６議案について、担当課から詳しい説明

を受ける中で、慎重に審査をした結果、原案を

適当と認め、全会一致をもって可決すべきもの

と決しました。 

 なお、議案第１４号、宿毛市国民宿舎「椰

子」の指定における審査の過程で、指定管理者

の指定に当たっては、あらかじめ使用料を定め

ず、総合評価の評価ポイントに盛り込むことを

検討すること、公の施設の指定管理者に関する

運用指針で、提出が義務づけられている事業報

告書の調査結果について、数値化し公表するな

ど、透明性が担保ができるような方法を検討す

ることなどの意見が出されたことを申し添えて

おきます。 
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 以上、本委員会に付託されました議案６件に

ついての報告を終わります。 

○議長（寺田公一君） 以上で、委員長の報告

は終わりました。 

 ただいまの委員長報告に対する質疑に入りま

す。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 これより「議案第１０号から議案第１３号ま

で及び議案第１５号から議案第１７号まで」の

７議案について討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 これより「議案第１０号から議案第１３号ま

で及び議案第１５号から議案第１７号まで」の

７議案を一括採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。 

 本案は、委員長の報告のとおり決することに

賛成の諸君の起立を求めます。 

（賛 成 者 起 立） 

○議長（寺田公一君） 全員起立であります。 

 よって「議案第１０号から議案第１３号まで

及び議案第１５号から議案第１７号まで」の７

議案は、原案のとおり可決されました。 

 これより「議案第１４号」について討論に入

ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 これより「議案第１４号」を採決いたします。 

 本案に対する委員長の報告は可決であります。 

 本案は、委員長の報告のとおり賛成の諸君の

起立を求めます。 

（賛 成 者 起 立） 

○議長（寺田公一君） 起立多数であります。 

 よって「議案第１４号」は、原案のとおり可

決されました。 

 日程第２「議案第１８号から議案第２０号ま

で」の３議案を一括議題といたします。 

 この際、提案理由の説明を求めます。 

 １番今城誠司君。 

○１番（今城誠司君） ただいまより、議案第

１８号から議案第２０号までの３議案について、

提案理由の説明をいたします。 

 初めに、議案第１８号、宿毛市議会の議員の

議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例について、御説明いたします。 

 今期定例会の初日に、議会改革調査特別委員

会の最終報告で提言されたとおり、人口２万か

ら２万５，０００人の全国の類似規模自治体の

議員報酬の平均値である３１万１，７００円を

参考数値としたほか、本市の厳しい経済状況を

考慮し、来年度より現行議員報酬をそれぞれ５，

０００円減額するよう、条例の一部を改正しよ

うとするものであります。 

 次に、議案第１９号、宿毛市議会委員会条例

の一部を改正する条例についてであります。 

 本件につきましても、議会改革調査特別委員

会の最終報告で提言されたものであります。 

 現在、本市議会においては、予算議案を正式

に付託することなく、各常任委員会において、

分割審査を行っています。これは、議案一体の

原則により、一つの議案を複数の委員会に分割

して付託することができないことなどによる理

由によるものであります。 

 予算議案審査を正式に議会活動に反映させる

ためには、予算議案を正式に付託するための組

織が必要であり、また、予算審査から決算審査

までを一括して審議し、ＰＤＣＡサイクルを確
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立するためにも、予算と決算を同一の委員会で

審査することが望ましいと考えます。 

 そのため、宿毛市議会委員会条例の一部を改

正し、来年３月１日付で本市議会に予算決算常

任委員会を設置しようとするものであります。 

 最後に、議案第２０号、宿毛市議会政務調査

費の交付に関する条例の一部を改正する条例に

ついてであります。 

 本件については、政務調査費を来年度より現

在の月額１万２，５００円から月額６，０００

円に減額するよう、条例の一部を改正しようと

するものであります。 

 以上で、議案第１８号から議案第２０号まで

の３議案について、提案理由の説明を終わりま

す。 

 よろしく御審議の上、御賛同賜りますよう、

お願いいたします。 

○議長（寺田公一君） これにて、提案理由の

説明は終わりました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、会議規則第３７条第３項の規定によ

り、委員会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員会の付託を省略すること

に決しました。 

 これより「議案第１８号から議案第２０号ま

で」の３議案について討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 これより「議案第１８号から議案第２０号ま

で」の３議案を一括採決いたします。 

 本案は、原案のとおり決することに賛成の諸

君の起立を求めます。 

（賛 成 者 起 立） 

○議長（寺田公一君） 全員起立であります。 

 よって「議案第１８号から議案第２０号ま

で」の３議案は、原案のとおり可決されました。 

 

 日程第３「陳情第３６号外１件」を議題とい

たします。 

 これより「陳情第３７号」について、委員長

の報告を求めます。 

 産業厚生常任委員長。 

○産業厚生常任委員長（浦尻和伸君） 産業厚

生常任委員長。 

 本委員会に付託されました陳情第３７号、Ｔ

ＰＰ交渉に反対する意見書の提出について、審

査の結果の御報告をいたします。 

 本件は、高知はた農業協同組合から提出され

たもので、政府が１１月９日にＦＴＡ、ＥＰＡ

の我が国の取り組みがおくれているとの認識の

もと、センシティブ品目に配慮をはらいつつ、

すべての品目を自由化交渉を対象として、高い

レベルの経済連携を目指すことなどを内容とす

る包括的経済連携に関する基本方針を閣議決定

し、この中で例外なき関税撤廃を原則とするＴ

ＰＰ、環太平洋連携協定に対しては、関係国と

協議することを決定しているが、アメリカやオ

ーストラリアなど主要農産物輸出国が加わって

いるＴＰＰに参加し、すべての関税が撤廃され

れば、我が国の農業に壊滅的な打撃を受けるた

め、国に対し、例外なき関税撤廃を原則とする

ＴＰＰ交渉には参加しないこと、各国地域との

ＦＴＡ、ＥＰＡ交渉においては、食糧自給率が

極端に低い現状や、将来の食糧自給に関する国
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民の懸念、国土の保全等に十分配慮し、農林水

産物の例外品目の確保、十分な国内対策等、国

内の関係品目に影響が生じないように対応する

ことを求める意見書の提出を求めるものであり

ます。 

 陳情の趣旨も踏まえて、慎重に審査した結果、

現状のままＴＰＰ交渉に参加すると、一次産業

が壊滅的な打撃を受けるおそれがある等の意見

が出され、全会一致をもって採択すべきものと

決しました。 

 以上、本委員会に付託されました陳情につい

ての御報告を終わります。 

○議長（寺田公一君） 以上で、委員長の報告

を終わります。 

 ただいまの委員長報告に対する質疑に入りま

す。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 これより「陳情第３７号」について、討論に

入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 「陳情第３７号」については、お手元に配付

いたしました「審査報告書」のとおりでありま

す。 

 本件は「審査報告書」のとおり決することに

御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本件については「審査報告書」のと

おり決しました。 

 「陳情第３６号」については、産業厚生常任

委員長から、会議規則第１０４条の規定により、

お手元に配付いたしました申出書のとおり、閉

会中の継続審査の申し出があります。 

 お諮りいたします。 

 本件については、委員長からの申し出のとお

り、閉会中の継続審査の付することに御異議あ

りませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、委員長からの申し出のとおり、閉会

中の継続審査に付することに決しました。 

 日程第４「委員会調査について」を議題とい

たします。 

 各常任委員長及び議会運営委員長から、目下

委員会において調査中の事件については、会議

規則第１０４条の規定により、お手元に配付い

たしました申出書のとおり、閉会中の継続調査

の申し出があります。 

 お諮りいたします。 

 委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調

査に付することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、委員長から申し出のとおり、閉会中

の継続調査に付することに決しました。 

 日程第５「意見書案第１号 ＴＰＰ交渉に反

対する意見書の提出について」及び「意見書案

第２号 国の出先機関の統廃合に反対する意見

書の提出について」の２件を一括議題といたし

ます。 

 お諮りいたします。 

 本案は、会議規則第３７条第３項の規定によ

り、提案理由の説明を省略することにしたいと

思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 
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 よって、本案は提案理由の説明を省略するこ

とに決しました。 

 これより質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 格別質疑がありません

ので、これにて質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、会議規則第３７条第３項の規定によ

り、委員会の付託を省略いたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、本案は委員会の付託を省略すること

に決しました。 

 これより討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

（「なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 討論がありませんので、

これにて討論を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 「意見書案第１号及び意見書案第２号」の２

件は、原案のとおり可決することに御異議あり

ませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって「意見書案第１号及び意見書案第２

号」の２件は、原案のとおり可決されました。 

 ただいま、意見書案が議決されましたが、そ

の条項、字句、数字その他の整理を要するもの

につきましては、その整理を議長に委任された

いと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」という声あり） 

○議長（寺田公一君） 御異議なしと認めます。 

 よって、条項、字句、数字その他の整理は議

長に委任することに決しました。 

 以上で、今期定例会の日程はすべて議了いた

しました。 

 閉会に当たり、市長からあいさつがあります

ので、発言を許します。 

 市長。 

○市長（中西清二君） 市長。閉会に当たりま

して、ごあいさつを申し上げます。 

 去る１２月８日に開会をしました今期定例会

でございますが、本日までの１３日間、議員の

皆様方におかれましては、連日御熱心に御審議

をいただきまして、提案申し上げました議案に

つきまして、すべて原案のとおり御決定をいた

だきまして、まことにありがとうございます。 

 また、ただいまは議事の中で、議員の皆様方

からの提案で条例改正ということもございまし

て、費用のほうの減額をさせていただいたとい

うことでございます。皆様方に、非常に敬意を

申し上げたいと思います。 

 今議会はもとよりでございますが、ことし、

もう１２月も半ばを過ぎました。今まで、この

１年間、今議会、そしてまた過去の議会におき

まして、いろんな御提案とか御意見とか賜りま

した。その貴重な御意見につきましては、今後

の市政に生かしてまいりたいと、このように考

えております。 

 また、厳しい財政状況でございます。引き続

きまして、行革大綱及び、行革のプランにのっ

とりまして、さまざまな行政課題にも積極的に

取り組んでいかなきゃいけない。 

 また、正月明けからは、来年度予算、国のほ

うでは、なかなか予算の方針がふらついている

というふうな状況でございまして、その国の予

算にも引っ張られるところがありますが、市政

として、しっかりした目を見据えて取り組んで、

予算編成に取り組んでまいりたいと思います。 

 また、先ほどの皆様方の御提案によりまして、

予算決算委員会という委員会もできました。こ
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の予算をつくりまして、皆様方にきちんとした

審議をして、またいただきたいというふうなこ

とで、執行部としましても、予算をきちんとし

たことで立ててまいりたいというふうなことを

思っております。 

 年末を控えまして、これからますます議員の

皆様もお忙しい時期を迎えると思います。来年

は、４月にはまた県会議員選、当市の市議会議

員選挙も控えております。多分にお忙しいと思

いますが、風邪などひかれないようにしまして、

よいお正月を迎えていただけましたら幸いでご

ざいます。 

 本当にきょうはありがとうございました。 

 以上でございます。 

○議長（寺田公一君） 以上で、市長のあいさ

つは終わりました。 

 これにて、平成２２年第４回宿毛市議会定例

会を閉会いたします。 

午後 ２時４７分 閉会 
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地方自治法第１２３条第２項の規定によりここに署名する。 

 

 

              宿  毛 市 議 会 議 長                  寺 田 公 一 

 

 

                          副議長   中 平 富 宏 

 

 

                          議 員   今 城 誠 司 

 

 

                          議 員   岡 﨑 利 久 
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                              平成２２年１２月１５日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                        総務文教常任委員長 宮 本 有 二 

 

委員会審査報告書 

 

 本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したので、会議規則第１０３条の規

定により報告します。 

記 

 

事 件 の 番 号       件          名 審査結果 理 由 

議案第１０号 
高知西南中核工業団地への工業等導入における固定

資産税の課税免除に関する条例の制定について 
原案可決 適 当 

議案第１３号 

幡多広域市町村圏事務組合で共同処理する事務の変

更及び幡多広域市町村圏事務組合規約の一部を改正

する規約について 

原案可決 適 当 
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                              平成２２年１２月１６日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                        産業厚生常任委員長 浦 尻 和 伸  

 

委員会審査報告書 

 

 本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したので、会議規則第１０３条の規

定により報告します。 

記 

 

事 件 の 番 号       件          名 審査結果 理 由 

議案第１１号 宿毛市公園条例の一部を改正する条例について 原案可決 適 当 

議案第１２号 
宿毛市生活改善センターの設置及び管理に関する条

例を廃止する条例について 
原案可決 適 当 

議案第１４号 指定管理者の指定について 原案可決 適 当 

議案第１５号 指定管理者の指定について 原案可決 適 当 

議案第１６号 宿毛湾港港湾区域内の公有水面埋立てについて 原案可決 適 当 

議案第１７号 沖の島漁港区域内の公有水面埋立てについて 原案可決 適 当 
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                              平成２２年１２月１６日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                        産業厚生常任委員長 浦 尻 和 伸 

 

陳情審査報告書 

 

  本委員会に付託の陳情は、審査の結果下記のとおり決定したので、会議規則第１３６条第 

 １項の規定により報告します。 

記 

 

受理番号 件            名 審査結果 意  見 

第３７号 ＴＰＰ交渉に反対する意見書の提出について 採  択 妥  当 
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                               平成２２年１２月１６日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                         産業厚生常任委員長 浦 尻 和 伸  

 

閉会中の継続審査申出書 

 

  本委員会は、下記の事件について閉会中もなお継続審査を要するものと決定したので、会

議規則第１０４条の規定により申し出ます。 

記 

 １ 事 件 

受 理 番 号 事     件     名 

陳情第３６号 保育制度改革に関する意見書の提出について 

 

 ２ 理 由 今後なお審査を要するため 
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                              平成２２年１２月１５日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                        総務文教常任委員長 宮 本 有 二  

 

               閉会中の継続調査申出書 

 

  本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、会議規則第 

 １０４条の規定により申し出ます。 

  

記 

１ 事 件 （１） 総合計画の策定状況について 

     （２） 行政機構の状況について 

     （３） 財政の運営状況について 

     （４） 公有財産の管理状況について 

     （５） 市税等の徴収体制について 

     （６） 地域防災計画について 

     （７） 教育問題について 

２ 理 由 議案審査の参考とするため 
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                              平成２２年１２月１６日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                        産業厚生常任委員長 浦 尻 和 伸  

 

閉会中の継続調査申出書 

 

  本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、会議規則第 

 １０４条の規定により申し出ます。 

 

記 

１ 事 件 （１） 農林水産業の振興対策状況について 

      （２） 商工業の活性化対策状況について 

      （３） 観光産業の振興対策状況について 

      （４） 市道の管理状況について 

      （５） 環境、保健衛生の整備状況について 

      （６） 下水道事業の運営管理状況について 

      （７） 保育施設の管理状況について 

      （８） 介護保険制度について 

２  理  由  議案審査の参考とするため 
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                              平成２２年１２月２０日 

 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

 

                          議会運営委員長 岡 崎   求 

 

閉会中の継続調査申出書 

 

  本委員会は、下記により閉会中もなお継続調査を要するものと決定したので、会議規則第 

 １０４条の規定により申し出ます。 

 

記 

１ 事 件 （１） 議会の運営に関する事項 

      （２） 議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項 

      （３） 議長の諮問に関する事項 

      （４） 議会報に関する事項 

２ 理 由 議会運営を効率的かつ円滑に行うため 
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意見書案第１号 

   ＴＰＰ交渉に反対する意見書の提出について 

 地方自治法第９９条の規定により、別紙のとおり意見書を提出する。 

  平成２２年１２月２０日 

                       提出者 宿毛市議会議員 浦尻和伸 

                       賛成者 宿毛市議会議員 今城誠司 

                        〃     〃    中平富宏 

                        〃     〃    有田都子 

                        〃     〃    濵田陸紀 

                        〃     〃    中川 貢 

                        〃     〃    岡崎 求 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

説明 口頭 

 

   ＴＰＰ交渉に反対する意見書 

 政府は１１月９日にＦＴＡ・ＥＰＡへの我が国の取組みが遅れているとの認識のもと、セン

シテイブ品目に配慮を払いつつ、すべての品目を自由化交渉対象とし、高いレベルの経済連携

を目指すことなどを内容とする「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議決定した。 

 この中で、例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰ（環太平洋連携協定）に対しては、関係国

との協議を開始することを決定している。 

 アメリカやオーストラリアなど主要農産物輸出国が加わっているＴＰＰに参加し、すべての

農産物関税が撤廃されれば、我が国の食料・農業・農村に壊滅的な打撃を与えることは火を見

るよりも明らかである。個別所得補償等の国内対策で対応できるものではない。 

 食料自給率５０パーセントを目指すことなどを内容とし、今年３月に国家戦略として閣議決

定された「食料・農業・農村基本計画」の考え方とも大きく矛盾するものである。 

 本県においても水稲や畜産はほぼ壊滅し、野菜・果実等の生産も多大な影響を受けることが

予測される。農業だけにとどまらず、一次産業全体の衰退、地域経済の疲弊等、高知県全体の

社会的・経済的活力を減退させることになる。 

 ＴＰＰ等をはじめとする自由化交渉は、農産物関税の撤廃だけの問題ではなく、人の移動や

サービス分野等、あらゆる分野で「国を開く」ことを目的としている。これは、我が国の将来

像に係わることであり、国民の充分な理解と共感の元に進められなければならない。 

 ついては、国土と産業の均衡ある発展のため、下記事項が実現されるよう要望する。 

記 

１ 例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰ交渉には参加しないこと。 

２ 各国・地域とのＦＴＡ・ＥＰＡ交渉においては、食料自給率が極端に低い現状や、将来の

食糧需給に関する国民の懸念、国土の保全等に充分配慮し、農林水産物の例外品目の確保、

十分な国内対策等、国内の関係品目に影響が生じないよう対応すること。 
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 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

   

  平成２２年１２月２０日 

                    高知県宿毛市議会議長 寺 田 公 一 

 内 閣 総 理 大 臣 殿 

 内 閣 官 房 長 官 殿 

 外 務 大 臣 殿 

 農 林 水 産 大 臣 殿 

 経 済 産 業 大 臣 殿 

 

－－－－－・・－－－－－・・－－－－－ 

意見書案第２号 

   国の出先機関の統廃合に反対する意見書の提出について 

 地方自治法第９９条の規定により、別紙のとおり意見書を提出する。 

  平成２２年１２月２０日 

                       提出者 宿毛市議会議員 浦尻和伸 

                       賛成者 宿毛市議会議員 今城誠司 

                        〃     〃    中平富宏 

                        〃     〃    有田都子 

                        〃     〃    濵田陸紀 

                        〃     〃    中川 貢 

                        〃     〃    岡崎 求 

 宿毛市議会議長 寺 田 公 一 殿 

説明 口頭 

 

   国の出先機関の統廃合に反対する意見書 

 地方分権改革推進委員会は、社会資本整備を実施する地方整備局などの廃止・統合すること

を求めているが、今、都市と地方との格差の是正が叫ばれる中で、国の出先機関の安易な統廃

合を行えば、国土の保全や整備という基本的な事柄にまでも格差が広がるとともに、事業の遅

延や維持管理水準の後退が懸念されることから、均しくサービスの維持を図るためにも、地方

の現状を十分に把握し広域的観点から議論すべきである。 

 特に、税財源に乏しく、高速道路や国道・県道などの社会資本整備が根本的に遅れている高

知県においては、災害時に必要な幹線道路の緊急復旧、大規模な河川施設の機能確保などは連

続的かつ広域的に対応することが必要であり、引き続き国が行うべきであるし、国が行うこと

でより迅速に対応することが可能である。 

 さらに、地方整備局や河川国道の各事務所で実施してきた事業やその役割は、引き続き実施

していくことが、国民・住民の安全で安心な生活を確保し、産業基盤を揺るぎないものとする
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ためにも重要である。 

 国と地方の役割を明確にした見直しも必要であるが、地方の切実な願いである「命の道」を

確保するためには国の直轄的な支援が必要不可欠であり、そのためにも、地方整備局並びに出

先事務所の統廃合に反対するものであり、次のことを実現されるよう強く要望する。 

記 

１ 地方整備局は、必ず発生する東南海・南海地震対策及び大きな台風災害など、県及び市町

村では解決できない災害対策や、四国で毎年発生している水問題の解決は国の責任において

解決するという大きな責務を背負っており、その役割はきちんと果たすべきである。 

  さらに、国民の生命・財産を守るために必要な事業については、引き続き国がその責任に

おいて実施すること。 

２ 本県の遅れている社会基盤ネットワーク整備については、国の責務において実施すること。 

３ 住民の安全・安心な生活を脅かし、地域間格差の拡大につながる直轄事業の地方委譲及び

国士交通省地方整備局並びに出先事務所の統廃合は行わないこと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

   

  平成２２年１２月２０日 

                     高知県宿毛市議会議長 寺 田 公 一 

 内 閣 総 理 大 臣 殿 

 総 務 大 臣 殿 

 財 務 大 臣 殿 

 国 土 交 通 大 臣 殿 
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              一  般  質  問  通  告  表 

                           平成２２年第４回定例会    

質問 

順位 
質 問 議 員      質 問 の 要 旨                      

１ 
 ４番 

 松浦英夫君 

１ 集落支援員制度の導入について（市長） 

 

２ 離島振興計画について（市長） 

２ 
 ６番 

 中平富宏君 

１ 宿毛市バイオマスタウン構想・堆肥工場について（市長） 

 

２ 宿毛小学校・校舎建築計画について（市長、教育長） 

３ 
 ３番 

野々下昌文君 

１ 市長の政治姿勢について（市長） 

（１）まちづくり基本条例・市長と語る会について 

 

２ 公共交通政策について（市長） 

（１）定住自立圏構想での取り組みについて 

（２）橋上スクールバスの運行見直しについて 

 

３ いじめ・自殺根絶への取り組みについて（教育長） 

（１）いじめの実態と解消に向けた取り組みについて 

（２）学級崩壊の実態とその対策について 

 

４ 発達障がい児童・生徒の学習支援（マルチメディアデイジ

ー）について（教育長） 

（１）デイジー教科書の活用について 

 ４ 
１５番 

 西村六男君 
１ 斎場の運営について（市長） 

５ 
 ２番 

 岡﨑利久君 

１ 公園内への健康遊具の設置について（市長） 

 

２ 保育園への加湿器の設置について（市長） 

６ 
１４番 

 中川 貢君 

１ 市営住宅の耐震対策と「まちづくり基本計画」について 

                        （市長） 

７ 
 ５番 

 浅木 敏君 

１ 国民健康保険について（市長） 

 

２ 農林水産業の自給について（市長） 

 

３ 咸陽島公園の整備事業について（市長） 

 

４ 公共建築物への木材利用促進について（市長、教育長） 
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平成２２年第４回宿毛市議会定例会議決結果一覧表 

 

   議  案（平成２２年第３回定例会提出） 

 

議案番号 件 名                議決月日 結  果 

第 １号 
平成２１年度宿毛市一般会計歳入歳出決算認定に

ついて 
１２月 ８日 認  定 

第 ２号 
平成２１年度宿毛市国民健康保険事業特別会計歳

入歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ３号 
平成２１年度宿毛市へき地診療事業特別会計歳入

歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ４号 
平成２１年度宿毛市定期船事業特別会計歳入歳出

決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ５号 
平成２１年度宿毛市特別養護老人ホーム特別会計

歳入歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ６号 
平成２１年度宿毛市老人保健特別会計歳入歳出決

算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ７号 
平成２１年度宿毛市学校給食事業特別会計歳入歳

出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ８号 
平成２１年度宿毛市下水道事業特別会計歳入歳出

決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第 ９号 
平成２１年度宿毛市国民宿舎運営事業特別会計歳

入歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第１０号 
平成２１年度幡多西部介護認定審査会特別会計歳

入歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第１１号 
平成２１年度宿毛市介護保険事業特別会計歳入歳

出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第１２号 
平成２１年度宿毛市土地区画整理事業特別会計歳

入歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第１３号 
平成２１年度宿毛市後期高齢者医療特別会計歳入

歳出決算認定について 
１２月 ８日 認  定 

第１４号 
平成２１年度宿毛市水道事業会計決算認定につい

て 
１２月 ８日 認  定 
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   議  案（平成２２年第４回定例会提出） 

 

議案番号 件 名                議決月日 結  果 

第 １号 平成２２年度宿毛市一般会計補正予算について １２月２０日 原案可決 

第 ２号 
平成２２年度宿毛市国民健康保険事業特別会計補

正予算について 
１２月２０日 原案可決 

第 ３号 
平成２２年度宿毛市へき地診療事業特別会計補正

予算について 
１２月２０日 原案可決 

第 ４号 
平成２２年度宿毛市定期船事業特別会計補正予算

について 
１２月２０日 原案可決 

第 ５号 
平成２２年度宿毛市特別養護老人ホーム特別会計

補正予算について 
１２月２０日 原案可決 

第 ６号 
平成２２年度宿毛市学校給食事業特別会計補正予

算について 
１２月２０日 原案可決 

第 ７号 
平成２２年度宿毛市下水道事業特別会計補正予算

について 
１２月２０日 原案可決 

第 ８号 
平成２２年度宿毛市介護保険事業特別会計補正予

算について 
１２月２０日 原案可決 

第 ９号 
平成２２年度宿毛市土地区画整理事業特別会計補

正予算について 
１２月２０日 原案可決 

第１０号 
高知西南中核工業団地への工業等導入における固

定資産税の課税免除に関する条例の制定について 
１２月２０日 原案可決 

第１１号 宿毛市公園条例の一部を改正する条例について １２月２０日 原案可決 

第１２号 
宿毛市生活改善センターの設置及び管理に関する

条例を廃止する条例について 
１２月２０日 原案可決 

第１３号 

幡多広域市町村圏事務組合で共同処理する事務の

変更及び幡多広域市町村圏事務組合規約の一部を

改正する規約について 

１２月２０日 原案可決 

第１４号 指定管理者の指定について １２月２０日 原案可決 

第１５号 指定管理者の指定について １２月２０日 原案可決 

第１６号 宿毛湾港港湾区域内の公有水面埋立てについて １２月２０日 原案可決 

第１７号 沖の島漁港区域内の公有水面埋立てについて １２月２０日 原案可決 

第１８号 
宿毛市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例の一部を改正する条例について 
１２月２０日 原案可決 
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第１９号 
宿毛市議会委員会条例の一部を改正する条例につ

いて 
１２月２０日 原案可決 

第２０号 
宿毛市議会政務調査費の交付に関する条例の一部

を改正する条例について 
１２月２０日 原案可決 
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   陳  情 

 

受理番号 件 名                議決月日 結  果 

第３７号 ＴＰＰ交渉に反対する意見書の提出について １２月２０日 採  択 

 

 

 


